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本冊子は、去る 2021 年 5 月 23 日（日）上尾市青少年センターにて開催された法人総

会で可決された議案及び関連資料集です。2020 年度の事業報告（決算）と 2021 年度の

事業計画（予算）及び運営上重要な文書をまとめました。 

 



 

 

 

私たちは、以下の各綱領に基づき、どの子にとっても通いたくなる学童保育所となるように努め

ます。 

 

（子どもの権利の擁護と最善の利益） 

1．私たちは、児童の権利に関する条約（＊）の

理念に基づき、子どもひとり一人の人格を認

め、その声に耳を傾け、最善の利益を目指し

ます。 

（暴力の禁止） 

2. 私たちは、虐待、体罰、暴言など、子どもの

心身を傷つけるあらゆる行為を絶対に行いま

せん。 

(差別の禁止・インクルージョン)  

3．私たちは、障がいの有無、人種、民族、性別

等で差別しません。また、一人ひとりの違い

を互いに尊重し、認め合い、活かし合える関

係づくりに努めます。 

（安全・安心と育成支援） 

4．私たちは、身体的・精神的苦痛から子どもを

守り、心身の変化に気づき、安全と安心の中

で毎日を過ごせる環境づくりを行います。ま

た、子どもが自ら様々な経験をする中で、危

険を認識し、対応する力を身につけることが

できるよう支援します。 

（子どもの発達の保障） 

5．私たちは、学童保育所が子どもの主体的な遊

びを中心とした生活の場であるとの認識に立

ち、仲間をはじめ多様な人々とのかかわりを

通して、自ら創造性、知性や情緒、社会性を育

むことを支援します。 

（保護者との連携） 

6．私たちは、子どもの家庭環境を把握し、保護

者の気持ちに寄り添い、信頼関係を築く中で、

保護者とともに子どもの育ちを支えます。ま

た、保護者同士をつなぎ、地域の中で子育て

をしていける環境づくりに努めます。 

（地域・関係機関との連携） 

7．私たちは、学校をはじめ地域の様々な人々・

機関（社会資源）との連携を図り、信頼関係を

築き、子どもが育つ環境を整えます。 

（法令遵守） 

8．私たちは、日本国憲法、児童福祉法をはじめ、

関係するすべての法令を遵守し、誠実に仕事

をします。 

（プライバシーの保護） 

9．私たちは、個人情報を適切に保護し、育成支

援を通して知り得た個人の情報や秘密を守り

ます。 

（専門職としての責務） 

10．私たちは、日々の振り返りや研修を通して、

常に自らの人間性と専門性の向上に努め、専

門職としての責務を果たします。  

（チームワーク） 

11．私たちは職員同士が連携し、チームとして

動くことで、育成支援の質を高めます。 

 

2018 年 3 月 29 日 第 159 回 理事会にて承認 

 

（＊）『児童の権利に関する条約（子どもの権利条約）にうたわれた子ども

の権利 参考／「子どもの権利条約」−4 つの柱 ユニセフのホームペー

ジより 

◯生きる権利 

子どもたちは健康に生まれ、安全な水や十分な栄養を得て、健やかに

成長する権利を持っています。 

◯守られる権利 

子どもたちは、あらゆる種類の差別や虐待、搾取から守られなければ

なりません。紛争下の子ども、障害をもつ子ども、少数民族の子ども

などは特別に守られる権利を持っています。 

◯育つ権利 

子どもたちは教育を受ける権利を持っています。また、休んだり遊ん

だりすること、様々な情報を得、自分の考えや信じることが守られる

ことも、自分らしく成長するためにとても重要です。 

◯参加する権利 

子どもたちは、自分に関係のある事柄について自由に意見を表したり、

集まってグループを作ったり、活動することができます。そのときに

は、家族や地域社会の一員としてルールを守って行動する義務があり

ます。 
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はじめに 

 

 保護者の皆様には学童保育所の運営にご理解とご協力をいただき、ありがとうございます。

2020 年度の活動報告および 2021 年度の活動予定等を取りまとめた第 15 回総会資料集を作

成いたしました。新型コロナウイルスの流行に見舞われた 1 年間となり、保護者会活動も、

キャンプも、子どもまつりも、今まで当たり前に行ってきたイベントや会合が軒並み実施で

きませんでした。法人の通常総会も前年度に引き続き書面表決で実施せざるを得ず、保護者

会員の皆様にはご不安とご心配をおかけしたことに、心よりお詫びいたします。 

新型コロナウイルスの感染拡大防止に留意しつつ、学童保育所が開所を続けることを最優

先の目標として運営を続けています。子どもたちの遊び及び生活の場を提供することと、保

護者の就労を支援すること、この２つの使命を全うするためには、学童保育所での新型コロ

ナウイルス感染症の拡大防止策がすべてにおいて優先する事柄です。そのために、引き続き、

保護者会員の皆様には会議時間の制限や自粛要請など、数々のご不便を強いることが避けら

れません。子どもたちの安全と、楽しみにあふれた育ちを守り、そして保護者の生活を守る

ために、会員各位のご理解とご協力が必要です。どうぞよろしくお願いいたします。 

  

２０２０年度を振り返って 

 

新型コロナウイルスの感染拡大防止に追われた１年間となりま

した。急に始まった小学校の臨時休業では、５月の一時期をのぞき

６月上旬まで一日保育を続け、保護者の就労支援に全力を尽くしま

した。また、上尾市の多大なるご理解を得て、感染拡大防止のため

登所自粛にご協力いただいた保護者へ、保育料と保育費の返還を実

施することができました。また、職員には感染拡大防止という新た

な職務を課したことに対し、臨時の補助金支給も上尾市の理解を得

て実施することができました。目に見えないウイルスゆえ、市内の

学童保育所でも陽性者が散発して確認されましたが、最も恐れてい

た学童保育所発のクラスター発生は防止できまし

た。 

長期継続的に取り組んでいる大規模学童保育所

への対応としては、上尾小第三学童保育所を 9 月

に、富士見小第三学童保育所は 11 月に、それぞれ

開所することができました。両学童保育所とも、保

護者会員が時間と労力を割いて分割候補先を探す

情報収集に尽力してくださいました。心より感謝い

たします。老朽化が著しかった西上尾第一学童保育
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所は、区画整理の影響で移転となり、年度初めに今

泉小学校建物内に移設開所しました。 

引き続き、人材の募集や育成にも注力していま

す。学童数の急増により、なかなか正規職員の欠員

は解消しませんが、少しでも育成支援の適性を持

つ人材を採用したいと採用基準のハードルを高め

た結果であることはぜひ、ご理解いただけますと

幸いです。 

組織運営では業務の司令塔となる専務理事を新

たに設け、組織内業務のスリム化、ＩＴ化を推進しました。保育業務はどうしても記録する

ことが多く、事務仕事が増えてしまいがちですが、業務の効率化を推進する道筋が整ったと

ころです。 

 

２０２１年度の学童保育所運営 

  

 引き続き、新型コロナウイルスの感染拡大防止を最優先に、子どもが安心して過ごせる生

活の場である学童保育所の機能を維持していきます。キャンプ、子どもまつりを筆頭に多人

数が集まる行事、イベントの取りやめ、長時間に及ぶ保護者会など会議の回避に踏み切らざ

るをえません。感染拡大が懸念される、いわゆる「変異株」は、かつての「３密」対策では

不十分なほど感染拡大のリスクが高いとされています。学童保育所での感染拡大を防止する

ため、引き続き、保護者会員の皆様にはご理解いただきますよう、お願いいたします。 

 上尾の学童保育所は、1970 年の発足時から保護者によって運営され、ＮＰＯ法人発足後

は保護者の運営参画ということを基本路線としています。保護者会はその中で重要な存在で

すが、近年は、保護者会活動に対する負担感の増大や、現在は必ずしも必要でない活動であ

っても「以前からやっているから」として続いてしまっているなど、保護者会をとりまく種々

の問題があります。それがこのコロナ禍で明確になってきました。2021年度は、保護者会に

関する諸問題を根本的に考えていく会議体を設置しました。最初は理事による問題点整理か

らスタートし、その後に保護者のみなさんの中からご意見をいただくこととしています。「保

護者会ありき」でも「保護者会無しありき」でもな

く、様々な方向から検討します。 

総会の議案として提案し、ご理解を頂いた会員制

度の変更ですが、具体的な変更作業に着手します。

といっても、ほとんどすべての保護者会員に、とり

たてて変化は生じません。ＮＰＯ法の趣旨にのっと

り、あげお学童クラブの会というＮＰＯ法人の正会

員に、どなたでもなることができるように門戸を広

げることとなりました。その一方で、これも法の趣
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旨にのっとり、正会員は積極的に法人運営に参画していただくことになります。正会員を選

んだ方は、単に議決権が得られるだけでなく、法人組織運営に時間と能力を充てていただく

ことが期待されます。 

学童保育所を利用する保護者はまず「一般会員」という立場になっていただきますが、現

在とまったく同じで引き続き、法人運営に対して意見を出したり、あるいは役員（法人理事

など）になったりすることもできます。一般会員と正会員との間で、提供される育成支援サ

ービスに差はまったくありません。自分の時間と、いくばくかの正会員会費をご負担してい

ただける方は正会員に、通常の学童保育所利用を通じて必要に応じて意見を述べていきたい

保護者の方は一般会員を選択していただくことになります。 

2021 年度も引き続き、市民保護者にとってより便利な学童保育所を目指して改善を重ね

てまいります。夏季盆期間の開所学童数を増やします。また、本年度内に東町学童保育所が

小学校敷地内プレハブ校舎へ移転開所することが決まりました。登所ルートにおける交通安

全上の懸念と大規模学童の問題を抱えていた東町学童保育所の移転は、保護者と法人の長年

にわたる悲願でしたが、上尾市の全面的なご理解とご協力を得て、念願の小学校敷地内移転

が実現する運びとなりました。関係各位には心より感謝申し上げます。 

保護者の皆様からいただく要望、ニーズが、上尾の学童保育所をさらに子どもたちのため、

保護者のために役立つ存在に発展させる原動力となります。大規模学童問題や老朽化した施

設の更新、登所時の児童安全確保など、種々の問題に全力で取り組んでまいります。  
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2021 年 5 月 23 日(日) に第 15 回総会を開催し、本冊子に掲載したすべての議案が承認されました。 

 

特定非営利活動法人 あげお学童クラブの会  第 15 回通常総会 議事録（要旨抜粋） 

日時：2021 年 5 月 23 日(日)  13：30～14：37 場所：上尾市青少年センター会議室 

1．議長・書記・議事録署名人の選出。以下の方を選出。 

 議長 大町愛子さん（大石北小学童保育所 B 保護者正会員） 

書記 鈴木智子さん（特定非営利活動法人あげお学童クラブの会職員） 

議事録署名人 藤本貴子さん（東小学童保育所保護者正会員） 

斎ヶ原佳子さん（大石第二学童保育所保護者正会員） 

2. 総会成立の確認 出席会員数 8 名、書面議決・委任状提出 1,798 名、合計 1,806 名 

議決有効会員数 1,819 名に対し過半数を超えたので、成立した。 

3．第 1 号議案 2020 年度事業報告及び決算承認案の件 

萩原和也代表理事及び夏原千幸財務委員長より説明 

4．監査報告 松浦亨監事より報告 

5．第 2 号議案 2021 年度事業計画及び収支予算の件 

萩原和也代表理事および夏原千幸財務委員長より説明 

6．第 3 号議案 定款の一部変更の件 

萩原和也代表理事より理由と変更箇所を説明 

7．第４号議案 2021 年度役員選任の件  

照岡賢広常任理事人事委員長より説明 

8．質疑：事前に書面にて受け付けた質問・意見について書面にまとめた回答を萩原和也代表理事より説

明  

9．採決 すべての議案について、以下の通り、可決した 

第 1 号議案 賛成 1,805 名（出席者 7 名、書面議決権行使 1,798 名） 

第 2 号議案 賛成 1,798 名（出席者 7 名、書面議決権行使 1,791 名） 

第 3 号議案 賛成 1,798 名（出席者 7 名、書面議決権行使 1,791 名） 

第 4 号議案 賛成 1,803 名（出席者 7 名、書面議決権行使 1,796 名） 

以上、第１・２・３号議案については半数となる 861 名以上、第 3 号議案については４分の３となる

1,364 名以上の賛成により可決。 

10．議長・書記の解任 

 

※新型コロナウイルス感染拡大防止対策のため、各学童保育所からの代理人出席は無しとし、表彰・挨拶

等も極力省略、短時間での開催といたしました。  
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特定非営利活動法人 あげお学童クラブの会 

2020 年度役員名簿（2021 年 3 月現在）  

役名 氏名 

会  長（子どもまつり実行委員長） 茂木 希 

副会長（常任理事・財務委員長） 夏原 千幸 

副会長（常任理事・人事委員兼財務委員） 鴛海 雅弘 

理事長（代表理事・埼玉県学童保育連絡協議会副会長） 萩原 和也 

副理事長（常任理事・育成支援部長兼人事副委員長） 鈴木 孝徳 

常任理事（専務理事・人事委員） 桑原 明子 

常任理事（人事委員長） 照岡 賢広 

常任理事（育成支援委員長兼サポート職員） 長谷川 義水 

常任理事（特別支援保育委員長） 大塩 明 

常任理事（大規模対策委員長） 齋藤 雅也 

理事（財務副委員長兼事務局次長） 佐藤 智香子 

理事（育成支援委員兼子どもまつり副実行委員長） 西川 正 

理事（特別支援保育副委員長） 市川 久美子 

理事（特別支援保育委員） 中富 英二 

理事（入所管理担当） 小原 京子 

理事（大規模対策副委員長） 木下 宏美 

理事（財務委員） 綾部 弘一郎 

理事（人事委員） 石田 真理 

理事（準サポート職員） 田畠 千春 

理事（準サポート職員） 河内 靖成 

理事（準サポート職員） 齋藤 みどり 

理事（準サポート職員） 松本 絵梨香 

監  事 松浦 亨 

監  事 豊田 健介 

監  事 嶋根 琢磨 
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ＮＰＯ法人あげお学童クラブの会は、「保育事業」「保護者との協働運営」「法人組織運

営」の 3要素を事業の中核としています。この 3要素ごとに、恒常的な目標（中長期の目

標）、短期的目標（単年度で取り組む目標）を設定し、事業を遂行してきました。下記の

表の「短期的目標結果」の「○」や「△」「×」は、1年間の事業結果に対し、理事会で

自己評価を行ったものです。 

 

活動（3

要素） 
中長期的な目標 短期的（年度）目標 短期的目標結果 

評

価 

保育事

業 

  

大規模学童保育所の解

消、小学校敷地外学童保

育所の敷地内移転 

大規模学童保育所の解消

と敷地外学童の小学校内

敷地内移転に向けて環境

整備 

計画どおり上尾小第三、富士見

小第三の各学童保育所を開設。

敷地外学童保育所の東町学童保

育所の敷地内移転が決定 

◯ 

職員欠員の解消 
年度内欠員解消（前年度

より継続） 

正規職員を年間で 14人採用した

が、2020年度末で 2か所の学童

保育所で欠員が生じた 

△ 

職員資質向上 
研修による育成支援の充

実（前年度より継続） 

コロナ禍ではあったがリモート

環境も取り入れ各種研修に積極

的に取り組んだ 

◯ 

特別支援児保育の充実 
研修強化（前年度より継

続） 

担当職員への研修を年間通じて

実施した 
◯ 

保護者

との協

働運営 

  

保護者会運営の支援・促

進 

保護者の「わからない」を

解消（前年度より継続） 

コロナ禍で代表者会議の開催が

できなかった 
☓ 

子育ての場の気持ちを

共有し学童保育事業へ

の理解の拡大 

子育て交流会の開催 コロナ禍で開催はできなかった ☓ 

参加創造型イベントに

よる学童のアピール 
子どもまつりの開催 コロナ禍で開催はできなかった ☓ 

法人組

織運営 

   

  

業務の質的水準の平準

化 

各種業務仕様書の整備

（前年度より継続） 
各種業務マニュアルを整備した ◯ 

安全管理体制の再点検 
児童の安全マニュアルの

改訂（前年度より継続） 
策定作業中 △ 

ＮＰＯ会員資格のあり

方の検討 
会費の位置付けを再検討 

2020年度総会にて定款変更を提

案 
○ 

第 1号議案 

２０２０年度事業報告および決算承認 
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財政基盤の強化 
単年度赤字解消の方策検

討 

補助金支出の拡大を引き続き要

望 
△ 

開設日増加と受け入れ

時間拡大 

夏季盆休暇期間の拠点開

所、土曜日午後 6 時以降

の受け入れ 

計画通り夏季盆休暇期間におい

て 10か所の学童保育所を開設。

利用者は延べ 345人。土曜日午

後 6時から同 7時までの受け入

れも実施 

◯ 

 

＜表より重点事項＞ 

１）保育事業 

◇大規模学童保育所の解消、小学校敷地外学童保育所の敷地内移転 

今年度も重点課題として、上尾市、市議会、保護者の皆様の多大なるご協力を得て、ひき

つづき大規模学童の解消に取り組みました。2020年度は、9月に上尾小第三学童保育所、11

月から富士見小第三学童保育所を開設することができました。また、小学校敷地外学童保育

所の敷地内移転については上尾市、市議会ともに積極的に取り組んでいただき、東町学童保

育所が東町小学校内プレハブ校舎へ 2021年度内に移転することが決まりました。 

◇職員資質向上 

職員の資質向上は、安定した育成支援を行うために欠かせないものです。今年度は、新型

コロナウイルスの流行拡大により、職員が集まる会議形式の研修機会がなかなか持てないと

いう大変厳しい状況におかれました。その中でも、人数を減らして開催日数を分散する工夫

をしたり、年度の下期は各学童保育所に設置している通信機器の通信容量を拡大してインタ

ーネットによるリモート会議開催を実施したりと、研修や会議の機会を増やしつつあります。 

 

２）保護者との協働運営 

◇保護者会運営の支援・促進 

新型コロナウイルスの感染拡大防止で一番影響を受けたのは、各クラブの保護者会運営

と、その保護者会運営をサポートする法人の体制です。保護者会会長に参加いただく代表

者会議はリモート形式で１回（別途、懇談会を１回）のみの開催にとどまりました。ま

た、学童保育所における感染拡大防止のため保護者会、役員会や各種行事にも大きな制限

が加わり、とりわけキャンプの実施が不可能となり、子どもの育成支援にも、保護者同士

の交流にも有意義な時間を作ることができなかったことは、大変残念なことでした。 

 しかし、そのような厳しい社会環境の中でも、多くの学童保育所保護者会は種々の工夫

をこらして保護者同士のつながりを構築する努力を注いでおりました。大変心強いことで

した。一方で、感染拡大の不安の中で保護者会への参加に不安を感じていた保護者が極め

て多数に上っていたことも事実です。 

 新型コロナウイルスの流行という要因だけでなく、急速に進化したＩＴ化を取り入れつ

つ新たなステージに入った現在の社会にうまく適合した学童保育所と保護者組織の在り方

を再検討する時期が到来したと考えています。 
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◇子育て交流会・子どもまつり 

こちらも新型コロナウイルスの感染拡大防止のため、残念ながら開催はできませんでし

た。2021年度も大変厳しい状況ですが、今後の開催に期待をつなぎます。 

 

３）法人組織運営 

◇ＮＰＯ会員資格のあり方の検討 

  現在、わたしたちが運営する学童保育所を利用するには「特定非営利活動法人（以

下、「ＮＰＯ」という。）あげお学童クラブの会」の会員になることが必要です。本来のＮ

ＰＯ法の趣旨は、会員加盟に制限を設けてはならず、希望する方が任意で会員になること

ができるものです。学童保育所を運営しているＮＰＯは全国に多数ありますが、学童保育

所に入所する世帯が会員になるかどうかは千差万別です。 

上尾の学童保育所は１９７０年代、保護者の手で創設され運営されてきたことをルーツ

とし、保護者が運営に加わることが今も運営の理念として受け継がれています。その中

で、学童保育所を運営する団体が、当初の保護者を主体とする任意団体からＮＰＯへと法

人化した際に、運営を担っていた保護者及び職員が、その理念に賛同して共に協力関係を

築くことを念頭に置き、学童保育所を利用するすべての保護者がＮＰＯの会員になると決

めた経緯があります。ＮＰＯとして本来あるべき姿と、上尾の学童保育所が培ってきた保

護者参画の歴史をどう両立させていくか、大変難しい問題です。 

理事会ではこの難問に数年来の検討を続けてきました。結論として、保護者参画の理念

として、学童保育所を利用する全世帯は「一般会員」となっていただきますが、強制加入

による実質的な金銭的負担をゼロとすることにしました。また、ＮＰＯ運営に直接的に参

画できる議決権については「正会員」として若干の金銭的負担をお願いしつつ、総会にお

ける議決権を保障するスタイルを提案することとしました。 

なお、現在は保護者負担金（1～3年生は総額 14,000円）の中に、1世帯につき毎月

1,000円の法人会費を含めております。これは 2007年のＮＰＯ法人化の際、保育料とは異

なる名義でＮＰＯ法人運営費用に充てるために毎月、徴収することとなったもので、以

降、法人運営のために使われております。会員制度変更と合わせて、現在の「法人会費」

という名称を実態に合わせた名称に変更することも合わせて決定しております。 

◇開設日増加と受け入れ時間拡大 

かねて要望があった夏季盆休暇期間について、2020年度は市内 10か所の学童保育所を

開設し、この期間に就労している世帯の学童保育所利用機会を提供することができまし

た。利用者は 10クラブあわせて延べ 345人となりました。多くの方が盆休暇期間も仕事に

従事していることから、この期間の就労支援が必要だということが明確になりました。 

土曜日の午後 6時から同 7時までの受け入れは保護者理事の強い意見・提案があり、理

事会で急きょ検討して実施したものです。こちらも土曜日のみ午後 6時閉所という時間的

制約が保護者の就労支援に影響が出ていたとすれば、その解消につながったことは喜ばし

いことです。子どもの育ちと、保護者の就労支援、その双方が常に改善するよう工夫し、

努力することが運営に関わる理事の責任であることが言うまでもありません。  
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（単位：円）

備考

Ⅰ　経常収益

１　会費・入会金収入
１）正会員会費 19,263,000

賛助会員会費 43,000 19,306,000

２　事業収入
　学童保育事業費

１）保育料収入 256,223,430

２）入所金収入 8,017,700

３）時間外等雑収入 925,800

４）保育料返金額 -3,816,907

５）保育費返金額 -1,323,363

260,026,660

３　補助金等収入
１）事業委託料収入 413,853,690

２）市補助金（事業費補助金） 104,111,335

３）市補助金（管理委託料） 5,000,000 522,965,025

４　寄附金収入
100,000 100,000

５　その他収入
退職給料引当金戻入 4,374,935

雑収入 13,786,362 18,161,297

　　経常収益計 820,558,982

Ⅱ　経常費用
１　事業費
（１）学童保育事業費

１）人件費 579,304,654

２）保育費 47,528,816

３）学童保育事業運営費 101,112,350

４）退職金 0 727,945,820

(2)　子育て支援企画事業費 0 0

(3)　子育て支援販売業費 0 0
　

２　管理費
１）人件費 49,299,237

２）管理運営費 16,652,924 65,952,161

３　予備費
予備費 0 0

４　基金積立金
退職給料引当金繰入 4,374,935 4,374,935

経常費用計 798,272,916
Ⅲ　経常外収益

経常外収益計 0 0 0
Ⅳ　経常外費用

１）雑損失 180,150

経常外費用計 180,150 180,150
当期正味財産増減額 22,105,916
前期繰越正味財産額 31,513,600
次期繰越正味財産額 53,619,516

科 目 金額

２０２０年度　　特定非営利活動に係る事業会計活動計算書
２０２０年４月１日から２０２１年３月３１日まで

特定非営利活動法人　あげお学童クラブの会（第1号議案）
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（単位：円）

Ⅰ　資産の部

１　流動資産
現金及び預金 24,480,946

未収入金 757,720

立替・仮払い金 4,007,392

　流動資産合計 29,246,058

２　固定資産
建物 66,840,951

車両運搬具 2

什器備品 7,573,402

敷金 3,836,670

保証金 4,036,000

出資金 5,000

　固定資産合計 82,292,025

　資産合計 111,538,083
Ⅱ　負債の部

１　流動負債
未払い金
前受金 35,236,350

預り金 9,753,682

仮受金 53,600

短期借入金 8,500,000

　流動負債合計 53,543,632

２　固定負債

退職給料引当金 4,374,935

　固定負債合計 4,374,935

　負債合計 57,918,567
Ⅲ　正味財産の部

前期繰越正味財産 31,513,600
当期正味財産増減額 22,105,916
　　正味財産合計 53,619,516

科 目 金　　　　額

2021年3月31日

２０２０年度　　特定非営利活動に係る事業会計貸借対照表

特定非営利活動法人　あげお学童クラブの会（第1号議案）
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（単位：円）

数 量

Ⅰ　資産の部

１　流動資産
現金　現金手元預かり高 4,655,766

小口現金 0

普通預金　埼玉りそな銀行上
尾西口支店

11,690,312

普通預金　埼玉りそな銀行上
尾西口支店（施設費）

1,345,821

ゆうちょ銀行　振替口座 1,951,997

ゆうちょ銀行　総合口座 2,888,800

楽天銀行 1,948,250

未収保育料・立替え金等 44クラブ分 4,765,112

　流動資産合計 29,246,058

２　固定資産
建物 66,840,951

車両運搬具 2

什器備品 7,573,402

敷金 3,836,670

保証金（民設民営学童保証金） 4,036,000

出資金 5,000

　固定資産合計 82,292,025

　資産合計　（A） 111,538,083
Ⅱ　負債の部

１　流動負債
未払い金
前受金 35,236,350

預り金 9,753,682

仮受金 53,600

短期借入金 8,500,000

　流動負債合計 53,543,632

２　固定負債

民設民営学童整備引当金
退職給料引当金 4,374,935

　固定負債合計 4,374,935

　負債合計　（B） 57,918,567

正味財産　（C） 53,619,516

科 目 金　　　　額

２０２０年度　　特定非営利活動に係る事業会計財産目録
2021年3月31日

特定非営利活動法人　あげお学童クラブの会（第1号議案）
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（単位：円）

金　額

Ⅰ　事業活動によるキャッシュ・フロー

（１）当期正味財産（＋） 22,105,916
（２）非資金の費用項目

　１．減価償却費（＋） 3,472,674
　２．諸引当金の増加（＋）・減少（－）額 0

（３）回収・支払サイト

１．受取手形の増加（－）・減少（＋）額 0
２．売掛金の増加（－）・減少（＋）額 435,880
３．その他の流動資産の増加（－）・減少（＋）額 -116,390
４．支払手形の増加（＋）・減少（－）額 0
５．買掛金の増加（＋）・減少（－）額 0
６．前受金の増加（＋）・減少（－）額 2,373,350
７．その他の流動負債の増加（＋）・減少（－）額 1,884,751
８．その他の固定負債の増加（＋）・減少（－）額 0

　（Ⅰの計） 30,156,181
Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

１．有価証券の購入（－）・売却（＋）額 0
２．短期貸付金の貸付（－）・回収（＋）額 0
３．土地の購入（－）・売却（＋）額 0
４．減価償却資産の増加（－）・減少（＋）額 -21,805,820
５．無形固定資産の増加（－）・減少（＋）額 0
６．投資有価証券の購入（－）・売却（＋）額 0
７．長期貸付金の貸付（－）・回収（＋）額 0
８．その他の固定負債の増加（－）・減少（＋）額 -1,641,360
９．繰延資産の増加（－）・減少（＋）額 0

　（Ⅱの計） -23,447,180
フリーキャッシュ・フロー（Ⅰ＋Ⅱ） 6,709,001

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

１．短期借入金の増加（＋）・減少（－）額 0
２．長期借入金の増加（＋）・減少（－）額 0
３．剰余金の配当の支払（－）額 0

　（Ⅲの計） 0
Ⅳ　キャッシュの増加・減少額（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ） 6,709,001

Ⅴ　キャッシュの期首残高 17,771,945

Ⅵ　キャッシュの期末残高（Ⅳ＋Ⅴ） 24,480,946

２０２０年度　　キャッシュ・フロー計算書
２０２０年４月１日から２０２１年３月３１日まで

科 目

特定非営利活動法人　あげお学童クラブの会（第1号議案参考資料）
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財務諸表の注記 

特定非営利活動法人 あげお学童クラブの会 

１．重要な会計方針 

 財務諸表の作成は、ＮＰＯ法人会計基準（2010年 7月 20日、2011年 11月 20日一部改正 

ＮＰＯ法人会計基準協議会）によっています。 

 

２．減価償却について 

定額法で行っています。 

 

３．内訳（2020年度決算報告付属明細書を参照のこと） 

（１）補助金等収入で事業委託料（臨時開所追加分）が予算案の 9,763,200円に対し決算案

では 28,763,200円と収入が大きく増えています。これは、2020年 4月から 6月に学童

保育所を臨時一日開所したことに対する臨時の事業委託料が交付されたことによるも

のです。 

（２）雑収入が予算案の 100,000 円から決算案では 13,786,362 円と大幅に増えています。

これは 2020 年 9 月末で中小企業退職金共済を退会（加入基準を超過したことによる退

会）したことで生じた正規職員 22名分の解約手当金 13,322,973円を、新たに退職金制

度として設けた生命保険商品掛金に支払うまでの間、法人で受け入れたことによるもの

です。この解約手当金は 22名分の退職金として後日支払われます。 

（３）事業費福利厚生費が予算案の 650,000 円から決算案では 17,792,909 円と大幅に超過

しています。これは学童保育所勤務の正規職員の退職金積立として確定拠出年金への支

払 2,089,990 円（職員 1 名あたり毎月 5,110 円）と、生命保険掛金として支払った

14,267,531円の合計 16,357,521円が含まれています。 

（４）事業費駐車場料金（職員駐車場）は予算案の 1,400,000 円から決算案ではマイナス

1,460,200円と大幅に減少しています。これは通勤に自家用車を使用している職員から

毎月 3,000 円を控除する一方で職員が借りている駐車場料金全額を支給していますが、

今期から駐車場料金として支給してきた額を給与に上乗せして支給することにしたた

めで、この科目には職員から控除した金額のみを計上（集金した金額＝収入となります

が支出の項目にあるためマイナスの表記となります）したことによるものです。 

（５）事業費小備品費は予算案の 4,000,000 円から決算案では 11,393,773 円と大幅に超過

しています。これは新型コロナウイルス感染予防対策として国から交付された補助金を

使用して全クラブに空気清浄機を 48 台購入した費用 2,323,200 円、パーテーション購

入費 4,282,300円、児童用テーブル増備分購入費 2,807,200円、総計 9,412,700円が含

まれています。 

（６）事業費雑費は予算案の 500,000円から決算案では 7,618,075円と大幅に超過していま

す。これは新型コロナウイルス感染予防対策として国から交付された補助金を使用して

全クラブに配布した消毒薬、マスクなど感染予防対策消耗品の購入費として 7,173,919
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円を費消したためです。 

（７）管理費福利厚生費は予算案の 3,100,000円から決算案では 5,502,408円と大幅に超過

しています。これは事務局勤務役職員 5人の退職金積立として確定拠出年金と生命保険

掛金として支払った 3,627,549円が含まれています。 

（８）その他、決算報告付属明細書の備考欄にて、事業費および管理費の主な内訳を説明し

ています。 

 

５．固定資産の増減内訳 

 2020 年度に新たに取得した固定資産は以下の通りです。建物は、上尾小第三学童保育所

が取得価格 5,702,400 円、富士見小第三学童保育所が取得価格 14,770,000 円。償却期間は

2020年度から 17年としています。 

車両運搬具は法人所有の軽乗用車（2台）です。什器備品で、2020年度に新たに取得した

のは芝川第二学童保育所のエアコン 1 台 192,500 円と大石北小第二学童保育所の大型エア

コン 1,140,920円です。エアコンの償却期間は 17年としています。 

 

科目 期首帳簿価

格 

当期取得額 当期償却額 期末帳簿価

格 

減価償却累

計額 

建物 49,343,315 20,472,400  2,974,764 66,840,951 6,393,230 

車両運搬具     2 ―    0     2 2,009,998 

什器備品 6,737,892 1,333,420 497,910 7,573,402 1,327,173 

合計 56,081,209 21,805,820 3,472,674 74,414,355 9,730,401 

 

参考 

科目 取得価格 

建物 73,234,181 

車両運搬具 2,010,000 

什器備品 8,900,575 

合計 84,144,756 
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期間：2020年4月1日～2021年3月31日

Ⅰ収入の部 （単位：％） （単位：％） （単位：円）

勘定科目

大科目 小科目

正会員 19,429,000 19,500,000 19,263,000 99 99 -237,000 2020年4月は約1750世帯

賛助会員 26,000 40,000 43,000 165 108 3,000

保育料 285,153,450 290,000,000 256,223,430 90 88 -33,776,570 2020年4月分は約2,500万円

入所金 7,916,200 7,900,000 8,017,700 101 101 117,700 557名分+途中入所分

時間外等収入 1,071,900 900,000 925,800 86 103 25,800

保育料（窓口返金分） -3,816,907

保育費（窓口返金分） -1,323,363

事業委託料 366,708,426 388,000,000 392,321,790 107 101 4,321,790

事業委託料（臨時開所追加分） 9,763,200 28,763,200 2020年3月～6月の臨時一日保育開所の事業委託料

事業補助金（市単独補助） 60,728,200 56,818,000 96,880,035 160 171 40,062,035 民設民営学童2か所整備の費用を含む

管理委託料（市単独補助） 5,000,000 5,000,000 5,000,000 100 100 0 事務局職員5名分

基金積立 退職給料引当金戻入 4,374,935 4,374,935 4,374,935 100 100 0 経験加算退職金分（基金）

寄付金収入 寄付金 0 0 100,000 #DIV/0! #DIV/0! 100,000 市民からの寄付金

雑収入 雑収入 2,048,675 100,000 13,786,362 673 13,786 13,686,362 中退共脱退による一時金

752,456,786 782,396,135 820,558,982 109 105 38,162,847

16,254,158 31,513,600 31,513,600 194 100 0

768,710,944 813,909,735 852,072,582 111 105 38,162,847

会費収入

当期収入合計（A）

前年度繰越金

　収入合計（B）

補助金等収入

事業収入

2020年度　特定非営利活動法人　あげお学童クラブの会　決算報告付属明細書

2019年決算① 2020年予算② 2020年決算③
前年実績比

③/①
予算比

③/②
比較増減

③-②
備　　　考

特定非営利活動法人　あげお学童クラブの会（第1号議案参考資料）
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期間：2020年4月1日～2021年3月31日

Ⅱ支出の部 （単位：％） （単位：％） （単位：円）

勘定科目

大科目 小科目

正規職員給料 241,314,757 266,000,000 266,302,605 110 100 302,605 44クラブ勤務正規職員97人基本給と各種手当

パート職員給料 120,153,085 140,000,000 125,964,987 105 90 -14,035,013 非常勤職員約300人分賃金（2019年度までパート職員給料）

正規職員賞与 54,661,223 71,000,000 66,514,160 122 94 -4,485,840 44クラブ勤務正規職員97人賞与

正規退職金 0 0 0 ― ― 0

法定福利費 54,195,849 68,000,000 53,233,767 98 78 -14,766,233 社会保険料等

福利厚生費 478,500 650,000 17,792,909 3,718 2,737 17,142,909 上尾市勤労者サービスセンターの入会金及び会費

中退共掛金（退職金掛金） 8,399,000 10,800,000 3,801,750 45 35 -6,998,250 正規職員退職金掛け金、2020年度からＤＣと生命保険併用

特別支援児担当職員給料 35,969,283 39,512,000 45,694,476 127 116 6,182,476 支援児担当非常勤職員給与、手当（当初予算計上分）

人件費小計 515,171,697 595,962,000 579,304,654 112 97 -16,657,346

食料費 42,332,074 46,808,400 35,693,818 84 76 -11,114,582 おやつ代(1人2,650円のうち2,000円）

教材費 5,571,597 4,680,840 4,707,544 84 101 26,704 教材費（1人2,650円のうち200円）

消耗品費 5,783,691 4,680,840 4,833,502 84 103 152,662 衛生消耗品費等（1人2,650円のうち200円）

行事費 3,845,220 4,680,840 2,289,478 60 49 -2,391,362 子ども活動費（1人2,650円のうち200円）

その他 59,117 1,170,210 4,474 8 0 -1,165,736 上記4項目以外（1人2,650円のうち50円）

保育費小計 57,591,699 62,021,130 47,528,816 83 77 -14,492,314 保育費は1人1カ月2,650円

水光熱費 16,906,630 18,500,000 17,218,693 102 93 -1,281,307 電気・ｶﾞｽ・水道・灯油・浄化槽清掃

通信費 4,281,879 5,000,000 4,771,104 111 95 -228,896 電話・FAX・インターネット接続料・郵送料+手数料他

地代 2,844,500 1,700,000 1,697,700 60 100 -2,300 年度末払い

駐車場料金（職員駐車場） 1,630,207 1,400,000 -1,460,200 -90 -104 -2,860,200 各学童職員駐車場・駐輪場料補助

学童駐車場補助 1,811,390 2,000,000 2,169,000 120 108 169,000 保護者会利用駐車場料金全額補助

維持管理費 3,476,883 4,000,000 3,343,834 96 84 -656,166 コピー・印刷機リース料

保険料　 397,290 280,000 460,660 116 165 180,660 学童保育所施設賠償責任保険料

旅費交通費 444,927 500,000 56,820 13 11 -443,180 研修交通費（平日研修時）

保護者会運営費 6,425,588 0 0 0 #DIV/0! 0 キャンプ費補助、当初予算では計上見送り

ひとり親家庭補助 16,346,200 16,400,000 15,053,100 92 92 -1,346,900 市からの減免補助金の支出分

第二学童賃借料 26,805,993 34,000,000 37,204,721 139 109 3,204,721 民設民営学童14クラブ家賃＋契約更新料

交際費 191,760 200,000 165,646 86 83 -34,354 学童保育所保護者会による中元・歳暮代

修繕費 1,947,204 3,000,000 1,419,424 73 47 -1,580,576 44クラブ分修繕・トイレ改修費

小備品費 3,755,608 4,000,000 11,393,773 - 285 - 44クラブ分備品購入代

雑費　 686,263 500,000 7,618,075 1,110 1,524 7,118,075 児童の病院搬送時タクシー代金

学童保育事業運営費小計 87,952,322 91,480,000 101,112,350 115 111 9,632,350

（1）学童保育事業 660,715,718 749,463,130 727,945,820 110 97 -21,517,310 学童保育事業費総計

（2）子育て支援企画運営事業 329,545 0 0 - #DIV/0! 0 2020年度子どもまつりは見送り

管理費 役員報酬 0 13,940,000 14,052,989 112,989 理事長、専務理事、有識者理事、有識者監事の計4人

正規職員給与 30,383,287 14,200,000 14,918,987 49 105 718,987 事務局3名+サポート職員1名分の給与と各種手当

パート職員給与 2,811,692 768,000 1,068,172 38 - 300,172 事務局非常勤職員給与（1人分）

正規職員賞与 7,493,983 2,000,000 3,616,582 48 181 1,616,582 事務局3名+サポート職員1名分の賞与

正規退職金 0 1,361,972 0 100 375 -1,361,972 正規職員1人退職金（市連協時代の積立金から）

法定福利費 5,883,412 6,200,000 9,918,099 169 160 3,718,099 社会保険料等

福利厚生費 2,384,156 3,100,000 5,502,408 231 177 2,402,408 産業医報酬、職員検便・健康診断費・インフルエンザ補助等

中退共掛金 996,740 700,000 222,000 22 32 -478,000 事務局職員退職金掛け金、2020年度からＤＣと生命保険併用

人件費小計 49,953,270 42,269,972 49,299,237 99 117 7,029,265

会議費 613,351 500,000 776,232 127 155 276,232 会議室使用料

活動費 19,818 100,000 15,686 79 16 -84,314 理事交通費等

通信費 2,014,021 2,000,000 2,392,805 119 120 392,805 一斉配信メール運用費、電話、ネット接続料・切手・送料・レ
タックス等

事務消耗品費 290,865 300,000 303,176 104 101 3,176 事務局使用事務消耗品代

備品費 91,408 100,000 315,630 345 316 215,630 新規開設クラブ初期購入備品代

印刷費 1,112,467 1,100,000 701,868 63 64 -398,132 印刷消耗品代

減価償却費 2,888,908 4,000,000 3,472,674 120 87 -527,326 新設民営学童保育所改修費用、大型エアコン

賃借料 1,200,000 1,200,000 1,200,000 100 100 0 大石北泉台ライフビル3階分

駐車場代補助 381,400 400,000 305,100 80 76 -94,900 事務局職員駐車場補助

租税公課 88,332 10,000 15,850 18 159 5,850

管理諸費 1,240,095 1,584,000 1,588,000 128 100 4,000 労務・会計顧問料

維持管理費 1,505,795 2,000,000 2,129,117 141 106 129,117 印刷機リース代、新型タイムレコーダー更新費用

採用研修費 3,024,173 2,000,000 291,434 10 15 -1,708,566 求人広告費、外部研修参加費

諸会費 1,793,400 2,000,000 1,934,600 108 97 -65,400 埼玉県学童保育連絡協議会会費（44クラブ）

交際費 64,352 100,000 9,140 14 9 -90,860 電報、総会の勤続祝い等

予備費 611,670 0 0 -611,670

雑費・諸謝金 302,829 300,000 358,963 119 120 58,963

支払利息 640,192 858,000 618,009 ― ― 187,945 埼玉りそな銀行より短期借入金利息代

保証金償却 0 0 224,640 ― ― 187,945 2020年度は計上無し

管理運営費小計 17,271,406 19,163,670 16,652,924 96 87 -2,510,746

67,224,676 61,433,642 65,952,161 98 107 4,518,519

引当金 退職給料引当金繰入 4,374,935 3,012,963 4,374,935 ― ― 1,361,972

4,552,470 0 180,150 4 #DIV/0! 未収保育料雑損処理、未収保育料請求経費等

737,197,344 813,909,735 798,453,066 108 98 -15,456,669

15,259,442 -31,513,600 22,105,916 ― ― 53,619,516

31,513,600     -                  53,619,516        ― ― 53,619,516

管理費合計

雑損失

当期支出合計（C）

当期収支差額(A）-（C）

収支差額（B）-（C）  

備      考
比較増減

③-②
2020年決算③

前年実績比
③/①

予算比

③/②

事業費

2020年予算②2019年決算①

2020年度　特定非営利活動法人　あげお学童クラブの会　決算報告付属明細書

特定非営利活動法人　あげお学童クラブの会（第1号議案参考資料）
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 2021年度は上尾市内で 45単位の学童保育所を一括運営します。保護者と職員の協働に

よるＮＰＯ法人として、学童保育所の運営に際し子どもの最善の利益を最優先にして事業

を計画します。しかし、昨年度から継続し、新型コロナウイルス流行に伴う感染拡大が続

く状況となっています。社会活動が平穏に戻った段階で、改めて理事会にて事業計画を再

検討します。 

 

あげお学童クラブの会の３要素 

保育事業 保護者との協働運営 法人組織運営 

学童保育を必要とするす

べての子どもが学童保育

に通えること、豊かな放

課後を過ごせるようにす

ることの基盤を整えるこ

と 

保護者と職員が子どもた

ちの豊かな放課後の時間

を過ごせるようにするた

めに、各々の学童保育所

をともに運営していくこ

と 

長期的に安定し持続的に

発展可能な組織運営を実

現することで子どもたち

によりよい学童保育を提

供していくこと 

 

 

活動（3要素） 中長期的な目標 短期的（年度）目標 

保育事業 大規模学童保育所の

解消、小学校敷地外

学童保育所の敷地内

移転 

大規模学童保育所の解消と敷地外学

童の小学校内敷地内移転に向けて環

境整備 

 職員欠員の解消 年度内欠員解消（前年度より継続） 

 職員資質向上 研修による育成支援の充実（前年度

より継続） 

 特別支援児保育の充

実 

研修強化（前年度より継続） 

保護者との協働運営 保護者会のあり方を

根本から検討 

理事、会員有志で『保護者会のあり

方』について協議する会議体を設

置、協議する 

 保護者会運営の支

援・促進 

保護者会会長、役員向けに『代表者

懇談会』をオンラインにて定期開催 

第 2号議案 

２０２１年度事業計画及び予算（案） 
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 子育ての場の気持ち

を共有し学童保育事

業への理解の拡大 

子育て交流会は 2021年 5月時点で中

止の予定。代替行事については慎重

に検討 

 参加創造型イベント

による学童のアピー

ル 

子どもまつりの 2021年度開催は中

止。次年度開催に向け、理事から実

行委員を選出。感染対策を講じたイ

ベント実施の可能性について検討。 

法人組織運営 業務の質的水準の平

準化 

各種研修の充実 

 安全管理体制の再点

検 

児童の安全マニュアルの改訂（前年

度より継続） 

 ＮＰＯ会員資格 定款変更後、会員規約の制定 

 財政基盤の強化 単年度赤字解消の方策検討 

送迎支援の拡充 敷地外学童の下校時の送迎支援事業

の拡大 

＜表より重点事項＞ 

１）保育事業 

・大規模学童保育所の解消、小学校敷地外学童保育所の敷地内移転 

・職員資質向上 

ＮＰＯ法人あげお学童クラブの会（以下ＮＰＯ）は引き続き、学童保育を希望するすべて

の子どもが学童保育所に入所できる方針を守っていきます。その結果として生じる大規模

学童化については上尾市と常に情報と大規模解消の目的を共有して取り組んでまいりま

す。ＮＰＯは発足以来、小学校敷地外にあるすべての学童保育所の小学校敷地内への移転

を最終目標としています。2021年度は東町学童保育所が年度内に東町小学校敷地内へ移転

することが決まっています。今後も引き続き上尾市とともに敷地外学童保育所の解消に向

けて取り組んでいきます。 

一時的な大規模解消としての民設民営学童保育所については、その運営経費負担（主に家

賃）が膨大となっていることから、費用対効果を考えて慎重に対応していきます。 

職員資質の向上は急務です。当会が掲げる育成支援の方針を実行していくためには、職員

が育成支援の本質を深く理解することが必要です。育成支援委員会を中心に、「放課後児童

クラブ運営指針」（厚生労働省策定）に基づいた職員の意識改善、業務改善に取り組みま

す。既に行っている採用時の研修を強化するなど社会人としての資質向上にも取り組みま

す。 

 

２）保護者との協働運営 

・保護者会のあり方を根本から検討 

・保護者会運営の支援・促進 
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 上尾市の学童保育は 1970年代、保護者による個々の学童保育所運営から始まりました。

2006年に設立したＮＰＯはそれまでの長年にわたる保護者と職員の協働運営を基礎として

います。子どもの育ちを考えるのは保護者であり、学童保育所においては保護者（会）で

あり職員たちです。しかし、2020年度は新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、保

護者会やキャンプ、行事等ほとんどできない状況でした。そのような状況の中、保護者会

のあり方について、以前から検討課題とされていたことが、いくつかの学童で実際に目に

見える形で問題として浮き上がってきました。 

 2021年度には『保護者会のあり方』について協議する会議体を発足し、本来の「共同保

育」の理念を実践できる『保護者会』について話し合いを行っていきたいと考えていま

す。 

また、保護者会の運営に苦慮されている各保護者会の会長さん同士の横のつながりを持つ

機会として、昨年度 3月に実施し好評だった『代表者懇談会』を自由参加の形で今年度、

定期的に開催していく予定です。2021年度も引き続き新型コロナウイルス感染予防の観点

から、オンラインでの会議を予定しています。 

 

３）法人組織運営 

・ＮＰＯ法人会員規約の改定 

・財政基盤の強化 

・学校敷地外学童の送迎支援の拡充 

 現在、保護者が毎月負担する「保護者負担金」には、世帯ごとに１か月 1,000円の「Ｎ

ＰＯ法人会費」が含まれています。この会費はＮＰＯの組織維持のために使われているも

のです。2020年度の理事会において会費のあり方を再検討し、ＮＰＯの会員資格について

も定款変更の提案をすることといたしました。 

 2021年度予算案も単年度での赤字を見込んでいます。引き続き公的支援の充実を求める

一方、支出のほとんどを占める人件費について更に見直しが必要です。具体的には、国の

補助体系が放課後児童支援員１人と補助員１人の組み合わせを想定していることから、平

均利用児童数が少ないクラブ（支援の単位）について補助体系に即した人事体系を実施し

ていきます。 

 学校敷地外の学童保育所に対し、小学校から学童保育所への登所ルートに危険個所のあ

る場合、新たに国の補助金制度を活用し、2021年度から職員（原則 1名）が付き添うこと

ができるようになりました。また、特別支援児の学校敷地外学童への登所についても職員

が付き添いを行うこととなりました。これまで特別支援児の登所に際してはご家庭の負担

で福祉ヘルパーを手配していただいておりましたが、今後は不要となり、負担軽減につな

がります。 
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（単位：円）

Ⅰ　経常収益
１　会費・入会金収入

正会員会費 20,000,000

賛助会員会費 40,000 20,040,000

２　事業収入
（1）学童保育事業費

保育料収入 295,000,000

入所金収入 8,600,000

時間外利用料 800,000 304,400,000

（2）子育て支援企画事業収入 0 0

３　補助金等収入
事業委託料収入 430,838,000

事業補助金収入 16,865,000 447,703,000

４　寄附金収入
0 0

５　その他収入
退職給料引当金戻入 4,374,935

雑収入 100,000 4,474,935

経常収益計 776,617,935

Ⅱ　経常費用
１　事業費
（1）学童保育事業費

人件費 600,300,000

保育費 63,743,100

学童保育事業運営費 93,565,000 757,608,100

(2)　子育て支援企画事業費 0 0

　
２　管理費

１）人件費 47,961,972

２）管理運営費 21,650,416 69,616,388

3　基金積立金
退職給料引当金繰入 3,012,963 3,012,963

経常費用計 830,237,451
Ⅲ　経常外収益

経常外収益計 0
Ⅳ　経常外費用

１）雑損失 0 0
経常外費用計 0

当期正味財産増減額 -53,619,516
前期正味財産増減額 53,619,516
次期繰越正味財産増減額 0

2021年度　　特定非営利活動に係る事業会計活動予算書（案）

2021年4月1日から2022年3月31日まで

科 目 金 額

特定非営利活動法人　あげお学童クラブの会（第2号議案）
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2021年度　特定非営利活動法人　あげお学童クラブの会　活動予算書付属明細書

期間： 2021年4月1日～2022年3月31日

Ⅰ収入の部 （単位：％） （単位：円）

大科目 小科目

会費収入 正会員 19,263,000 20,000,000 104 737,000 2021年4月は約1820世帯

賛助会員 43,000 40,000 93 -3,000

保育料収入 256,223,430 295,000,000 115 38,776,570 2021年4月分は約2,800万円

入所金収入 8,017,700 8,600,000 107 582,300 617名分+途中入所分

時間外利用料 925,800 800,000 86 -125,800

保育料（窓口返金分） -3,816,907 0 0 3,816,907

保育費（窓口返金分） -1,323,363 0 0 1,323,363

事業委託料 392,321,790 430,838,000 110 38,516,210

事業委託料（臨時開所追加分） 28,763,200 0 0 -28,763,200 2020年3月～6月の臨時一日保育開所の事業委託料

事業補助金（市単独補助） 96,880,035 16,865,000 17 -80,015,035 保護者負担金減免補助金のみ

管理委託料（市単独補助） 5,000,000 0 0 -5,000,000 事業委託料に計上

基金積立 退職給料引当金戻入 4,374,935 4,374,935 100 0 経験加算退職金分（基金）

寄付金収入 寄付金 100,000 0 -100,000 市民からの寄付金

雑収入 雑収入 13,786,362 100,000 1 -13,686,362

820,558,982 776,617,935 95 -43,941,047

31,513,600 53,619,516 170 22,105,916

852,072,582 830,237,451 97 -21,835,131

勘定科目

前年度繰越金

　収入合計（B）

2020年度決算額①

特定非営利活動法人　あげお学童クラブの会（第2号議案参考資料）

2021年度予算額② 備　　　　　　考

当期収入合計（A)

比較増減
②-①

前年比
②/①

補助金等収入

事業収入
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2021年度　特定非営利活動法人　あげお学童クラブの会　活動予算書付属明細書

期間： 2021年4月1日～2022年3月31日

Ⅱ支出の部 （単位：％） （単位：円）

大科目 小科目

事業費 正規職員給料 266,302,605 270,000,000 101 3,697,395 45クラブ勤務正規職員基本給と各種手当

非常勤職員給料 125,964,987 135,000,000 107 9,035,013 非常勤職員約300人分賃金

正規職員賞与 66,514,160 71,500,000 107 4,985,840 45クラブ勤務正規職員賞与

正規退職金 0 0 0

法定福利費 53,233,767 60,000,000 113 6,766,233 社会保険料等

福利厚生費 17,792,909 800,000 4 -16,992,909 上尾市勤労者サービスセンターの入会金及び会費

退職金掛金 3,801,750 13,000,000 342 9,198,250 2020年度は中小企業退職金共済、2021年度はDC及び生命保険掛金

特別支援児担当職員給料 45,694,476 50,000,000 109 4,305,524 支援児担当非常勤職員給与、手当（当初予算計上分）

人件費小計 579,304,654 600,300,000 104 20,995,346

食料費 35,693,818 48,108,000 135 12,414,182 おやつ代(1人2,650円のうち2,000円）

教材費 4,707,544 4,810,800 102 103,256 教材費（1人2,650円のうち200円）

消耗品費 4,833,502 4,810,800 100 -22,702 衛生消耗品費等（1人2,650円のうち200円）

行事費 2,289,478 4,810,800 210 2,521,322 子ども活動費（1人2,650円のうち200円）

その他 4,474 1,202,700 26,882 1,198,226 上記4項目以外（1人2,650円のうち50円）

保育費小計 47,528,816 63,743,100 134 16,214,284 保育費は1人1カ月2,650円

水光熱費 17,218,693 18,000,000 105 781,307 電気・ｶﾞｽ・水道・灯油・浄化槽清掃

通信費 4,771,104 5,000,000 105 228,896 電話・FAX・インターネット接続料・郵送料+手数料他

地代 1,697,700 1,700,000 100 2,300 年度末払い

駐車場料金（職員駐車場） -1,460,200 0 0 1,460,200 車利用職員からの駐車場料金一部控除、2021年度から正規職員給
料で処理

学童駐車場代補助 2,169,000 2,200,000 101 31,000 保護者会利用駐車場料金全額補助

維持管理費 3,343,834 3,500,000 105 156,166 コピー・印刷機リース料

保険料　 460,660 500,000 109 39,340 学童保育所施設賠償責任保険料

旅費交通費 56,820 100,000 176 43,180 研修交通費（平日研修時）

保護者会運営費 0 0 0 キャンプ費補助、当初予算では計上見送り

ひとり親家庭補助 15,053,100 16,865,000 112 1,811,900 市からの減免補助金の支出分

第二学童賃借料 37,204,721 39,000,000 105 1,795,279 民設民営学童14クラブ家賃＋契約更新料

交際費 165,646 200,000 121 34,354 学童保育所保護者会による中元・歳暮代

修繕費 1,419,424 3,000,000 211 1,580,576 クラブ分修繕・トイレ改修費

小備品費 11,393,773 3,000,000 26 -8,393,773 クラブ分備品購入代

雑費　 7,618,075 500,000 7 -7,118,075 児童の病院搬送時タクシー代金

学童保育事業運営費小計 101,112,350 93,565,000 93 -7,547,350

学童保育事業 727,945,820 757,608,100 104 29,662,280 学童保育事業費総計

子育て支援企画運営事業 0 0 0 2021年度子どもまつりは見送り

管理費 役員報酬 14,052,989 14,100,000 47,011 理事長、専務理事、有識者監事の計3人

正規職員給与 14,918,987 12,800,000 86 -2,118,987 事務局4名分の給与と各種手当

非常勤職員給与 1,068,172 1,400,000 131 331,828 事務局非常勤職員給与（1人分）

正規職員賞与 3,616,582 3,200,000 88 -416,582 事務局4名分の賞与

正規退職金 0 1,361,972 1,361,972 正規職員1人退職金（市連協時代の積立金から）

法定福利費 9,918,099 9,900,000 100 -18,099 社会保険料等

福利厚生費 5,502,408 3,200,000 58 -2,302,408
産業医報酬、職員検便・健康診断費・インフルエンザ補助
等

退職金掛金 222,000 2,000,000 901 1,778,000 2020年度は中小企業退職金共済、2021年度はDC及び生命保険掛金

人件費小計 49,299,237 47,961,972 97 -1,337,265

会議費 776,232 700,000 90 -76,232 会議室使用料、法人総会開催経費

活動費 15,686 20,000 128 4,314 理事交通費等

通信費 2,392,805 2,500,000 104 107,195 一斉配信メール運用費、電話、ネット接続料・切手・送料・レタックス等

事務消耗品費 303,176 300,000 99 -3,176 事務局使用事務消耗品代

備品費 315,630 300,000 95 -15,630 新規開設クラブ初期購入備品代

印刷費 701,868 800,000 114 98,132 印刷消耗品代

減価償却費 3,472,674 4,000,000 115 527,326 新設民営学童保育所改修費用、大型エアコン

賃借料 1,200,000 1,200,000 100 0 大石北泉台ライフビル3階分

駐車場代補助 305,100 400,000 131 94,900 事務局職員駐車場補助（2021年度から値上げ）

租税公課 15,850 10,000 63 -5,850

管理諸費 1,588,000 1,588,000 100 0 労務・会計顧問料

維持管理費 2,129,117 3,000,000 141 870,883 印刷機リース代、新型タイムレコーダー更新費用

採用研修費 291,434 2,500,000 858 2,208,566 求人広告費、外部研修参加費、研修教材購入費

諸会費 1,934,600 1,000,000 52 -934,600

交際費 9,140 100,000 1,094 90,860 電報、総会の勤続祝い等

予備費 0 2,066,416 2,066,416

雑費・諸謝金 358,963 300,000 84 -58,963

支払利息 618,009 620,000 100 1,991 埼玉りそな銀行より短期借入金利息代

保証金償却 224,640 250,000 25,360 民設民営学童保育所家賃保証金

管理運営費小計 16,652,924 21,654,416 130 5,001,492

65,952,161 69,616,388 106 3,664,227

引当金 退職給料引当金繰入 4,374,935 3,012,963 69 -1,361,972

180,150 0 -180,150

798,453,066 830,237,451 104 31,784,385

22,105,916 -53,619,516 -243 -75,725,432

53,619,516           -                        0 -53,619,516

比較増減
④-③

前年比
②/①

特定非営利活動法人　あげお学童クラブの会（第2号議案参考資料）

備　　　　　　考2020年度決算額① 2021年度予算額②

当期収支差額(A）-（C）

雑損失

収支差額（B）-（C）  

当期支出合計（C）

勘定科目

管理費合計
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第３号議案 

定款の一部変更の件 
 

 

１．定款の一部変更 

【変更の主旨】 

 会員の区別を現在の「会員、賛助会員」から「正会員、一般会員、賛助会員」の３区分とするため

に必要な定款変更となります。学童保育所を利用するすべての保護者は入会手続きを済ませると自

動的に「一般会員」となります。その中で希望する方は正会員として積極的に法人運営に参画できま

す。正会員は総会での議決権を持ち、一定限度の会費負担があります。一般会員は総会で意見を述べ

たり、法人が主催する委員会に参加したりして法人における政策決定に関与することも今まで通り

可能です。賛助会員は法人を経済面で支援したい個人または団体です。 

あわせて、総会のリモートによる開催を可能とするために必要な変更と、予算を審議決定する権能

を理事会に移し、より迅速な施策決定を行うことを可能とします。 

 

【変更の内容】下線部分を追加・変更します。 

現   行 変   更（案） 

（会員の種類） 

第６条 この法人の会員は、次の２種とし、

正会員をもって特定非営利活動促進法上の

社員とする。詳細は別途「会員規則」にて定

める。 

 (1) 正会員 ：この法人の目的に賛同して 

  入会した個人 

 (2) 賛助会員：この会の目的に賛同し、こ 

  の会の事業を賛助するために入会した個 

  人及び団体 

（会員の種類） 

第６条 この法人の会員は、次の３種とし、

正会員をもって特定非営利活動促進法上の

社員とする。詳細は別途「会員規約」にて定

める。 

 (1) 正会員 ：この法人の目的に賛同して 

  積極的に運営に参画する個人 

 (2) 一般会員：この法人の目的に賛同して 

    入会手続きを終了した個人 

 (3) 賛助会員：この法人の目的に賛同して 

    援助を行う個人及び団体 

（入会金及び会費） 

第８条 会員は、総会において別に定める入

会金及び会費を納入しなければならない。

詳細は別途「会費規程」で定める。 

（会費） 

第８条 会員は、総会において別に定める会

費を納入しなければならない。詳細は別途

「会員規約」で定める。 
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（会員の資格の喪失） 

第９条 会員が次の各号の一に該当する場合

には、その資格を喪失する。 

 (1) 本人から退会の申出があったとき 

 (2) 本人が死亡したとき 

 (3) 継続して２年以上会費を滞納したとき 

 (4) 除名されたとき 

（会員の資格の喪失） 

第９条 会員が次の各号の一に該当する場合

には、その資格を喪失する。 

 (1) 本人から退会の申出があったとき 

 (2) 本人が死亡したとき 

 (3) 継続して２年以上会費を滞納し、催告

を受けてもなお納入しないとき 

 (4) 除名されたとき 

（除名） 

第１１条 会員が次のいずれかに該当すると

きは、理事会の議決において会員を除名す

ることができる。この場合、その会員に対

し議決の前に弁明の機会を与えなければな

らない。 

 (1) 法令、定款等に違反したとき 

(2) この法人の名誉をき損し、設立の趣旨

に反し、又は秩序を乱す行為をしたとき 

（除名） 

第１１条 会員が次のいずれかに該当すると

きは、理事会の議決において会員を除名す

ることができる。この場合、その会員に対

し議決の前に弁明の機会を与えなければな

らない。 

 (1) 法令、定款等に違反したとき 

 (2) この法人の名誉をき損し、又は目的に 

     反する行為をしたとき 

（役員の職務） 

第１４条 ・・・（略）・・・ 

８ 監事は、次に掲げる職務を行う。 

 (1) 理事の業務執行の状況を監査すること 

 (2) この法人の財産の状況を監査すること 

(3) 前２号の規定による監査の結果、この

法人の業務又は財産に関し不正の行為又

は法令若しくは定款に違反する重大な事

実があることを発見した場合には、これ

を総会又は所轄庁に報告すること 

(4) 前号の報告をするために必要がある場

合には、総会を招集すること 

(5) 理事の業務執行の状況又はこの法人の

財産の状況について、理事に意見を述べ

ること 

（役員の職務） 

第１４条 ・・・（略）・・・ 

８ 監事は、次に掲げる職務を行う。 

 (1) 理事の業務執行の状況を監査すること 

 (2) この法人の財産の状況を監査すること 

(3) 前２号の規定による監査の結果、この

法人の業務又は財産に関し不正の行為又

は法令若しくは定款に違反する重大な事

実があることを発見した場合には、これ

を総会又は所轄庁に報告すること 

(4) 前号の報告をするために必要がある場

合には、総会を招集すること 

(5) 理事の業務執行の状況又はこの法人の

財産の状況について、理事に意見を述べ、

若しくは理事会の招集を請求すること 
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（総会の開催） 

第２３条 通常総会は、毎年１回開催する。 

２ 臨時総会は、次に掲げる事由により開催

する。 

(1) 理事会が必要と認め招集を請求したとき 

(2) 正会員総数の５分の１以上から、会議の 

  目的たる事項を記載した書面により招集の 

  請求があった時 

(3) 第１４条第４項第４号に基づき監事から 

  招集があったとき 

（総会の開催） 

第２３条 通常総会は、毎年１回開催する。 

２ 臨時総会は、次に掲げる事由により開催

する。 

(1) 理事会が必要と認め招集を請求したとき 

(2) 正会員総数の５分の１以上から、会議の 

  目的たる事項を記載した書面により招集の 

  請求があったとき 

(3) 第１４条第８項第４号に基づき監事から 

  招集があったとき 

（総会の招集） 

第２４条 総会は、前条第２項第３号の場合

を除いて、代表理事が招集する。 

２ 代表理事は前条第２項第１号及び第２号

の規定による請求があったときは、その日

から３０日以内に臨時総会を招集しなけれ

ばならない。 

３ 総会を招集するときは、会議の日時、場 

  所、目的及び審議事項を記載した書面によ 

  り、少なくとも１４日前までに通知しなけ 

  ればならない。 

（総会の招集） 

第２４条 総会は、前条第２項第３号の場合

を除いて、代表理事が招集する。 

２ 代表理事は前条第２項第１号及び第２号

の規定による請求があったときは、その日

から３０日以内に臨時総会を招集しなけれ

ばならない。 

３ 総会を招集するときは、会議の日時、場 

  所、目的及び審議事項を記載した書面又は 

  電磁的方法をもって、少なくとも１４日前 

  までに通知しなければならない。 

（総会の議長） 

第２５条 総会の議長は、その総会に出席し 

  た正会員のうちから選任する。 

（総会の議長） 

第２５条 総会の議長は、その総会に出席し 

  た正会員のうちから選出する。 

（総会の議決） 

第２７条 総会における議決事項は、第２４

条第３項の規定によりあらかじめ通知され

た事項とする。 

２ 総会の議事は、この定款に別に定めるも

ののほか、総会に出席した正会員の過半数

をもって決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。 

３ 議決すべき事項について特別な利害関係

を有する正会員は、その事項について表決

権を行使することができない。 

（総会の議決） 

第２７条 総会における議決事項は、第２４

条第３項の規定によりあらかじめ通知され

た事項とする。 

２ 総会の議事は、この定款に別に定めるも

ののほか、総会に出席した正会員の過半数

をもって決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。 

３ 理事又は正会員が総会の目的である事項 

  について提案した場合において、正会員の 

  全員が書面又は電磁的記録により同意の意 

  思表示をしたときは、当該提案を可決する 
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  旨の総会の決議があったものとみなす。  

（総会における書面表決等） 

第２８条 やむを得ない理由により総会に出 

  席できない正会員は、あらかじめ通知され 

  た事項について書面をもって表決し、又は 

  他の正会員を代理人として表決を委任する 

  ことができる。この場合において、前２条 

  及び次条第１項第３号の規定の適用につい 

  ては、出席したものとみなす。 

（総会における表決権等） 

第２８条 各正会員の表決権は、平等なるも

のとする。 

２ やむを得ない理由のため総会に出席でき

ない正会員は、あらかじめ通知された事項

について書面若しくは電磁的方法をもって

表決し、又は他の正会員を代理人として表

決を委任することができる。 

３ やむを得ない理由のため総会に出席でき

ない正会員は、ネットワーク機器等の接続

によるオンライン会議システム（発言等の

情報伝達の双方向性及び即時性が確保され

ているものに限る。以下同じ。）によっ

て、総会に参加し、表決することができ

る。 

４ 前２項の規定により表決した正会員は、

第２６条、第２７条第２項、第２９条第１

項第３号及び第４６条の適用については、

総会に出席したものとみなす。 

５ 総会の議決について、特別の利害関係を 

  有する正会員は、その議事の議決に加わる 

  ことができない。 
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（総会の議事録） 

第２９条 総会の議事については、次の事項

を記載した議事録を作成しなければならな

い。 

 (1) 日時及び場所 

 (2) 正会員の現在数 

 (3) 総会に出席した正会員の数（書面表決 

    者及び表決委任者の場合にあってはその 

    旨を付記すること。） 

 (4) 審議事項 

 (5) 議事の経過の概要及び議決の結果 

 (6) 議事録署名人の選任に関する事項 

２ 議事録には、議長及び出席した個人正会 

  員のうちからその会議において選任された 

 議事録署名人２人が署名、押印しなければ 

 ならない。 

（総会の議事録） 

第２９条 総会の議事については、次の事項

を記載した議事録を作成しなければならな

い。 

 (1) 日時及び場所 

 (2) 正会員の現在数 

 (3) 総会に出席した正会員の数（書面、電 

    磁的方法若しくはオンライン会議システ 

    ムによる表決者又は表決委任者の場合に 

    あってはその旨を付記すること。） 

 (4) 審議事項 

 (5) 議事の経過の概要及び議決の結果 

 (6) 議事録署名人の選任に関する事項 

２ 議事録には、議長及び出席した正会員の

うちからその会議において選任された議事

録署名人２人が署名又は記名、押印しなけ

ればならない。 

３ 前２項の規定に関わらず、正会員全員が

書面又は電磁的記録により同意の意思表示

をしたことにより、総会の決議があったと

みなされた場合においては、次の事項を記

載した議事録を作成しなければならない。 

 (1) 総会の決議があったものとみなされた 

    事項の内容 

 (2) 前号の事項の提案をした者の氏名又は 

    名称 

 (3) 総会の決議があったものとみなされた 

    日 

 (4) 議事録を作成した者の氏名 

（理事会の開催） 

第３２条 理事会は、次に掲げる場合に開催

する。 

 (1) 代表理事が必要と認めたとき 

 (2) 理事総数の２分の１以上から会議の目 

    的を示して招集の請求があったとき 

（理事会の開催） 

第３２条 理事会は、次に掲げる場合に開催

する。 

 (1) 代表理事が必要と認めたとき 

 (2) 理事総数の２分の１以上から会議の目 

    的を示して招集の請求があったとき 

 (3) 第１４条第８項第５号の規定により、 

    監事から招集の請求があったとき 
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（理事会の招集） 

第３３条 理事会は、代表理事が招集する。 

２ 代表理事は、前条第２号の規定による請

求があったときは、その日から１４日以内

に理事会を招集しなければならない。 

３ 理事会を招集するときは、会議の日時、 

 場所、目的及び審議事項を記載した書面に 

 より、少なくとも５日前までに通知しなけ 

 ればならない。 

（理事会の招集） 

第３３条 理事会は、代表理事が招集する。 

２ 代表理事は、前条第２号又は第３号の規

定による請求があったときは、その日から

１４日以内に理事会を招集しなければなら

ない。 

３ 理事会を招集するときは、会議の日時、 

 場所、目的及び審議事項を記載した書面又 

 は電磁的方法をもって、少なくとも５日前 

 までに通知しなければならない。 

（理事会の議決） 

第３６条 理事会における議決事項は、第３

３条第３項の規定によりあらかじめ通知さ

れた事項とする。 

２ 理事会の議事は、理事総数の過半数をも

って決し、可否同数のときは、議長の決す

るところによる。 

３ 議決すべき事項について特別な利害関係 

 を有する理事は、その事項について表決権 

 を行使することができない。 

（理事会の議決） 

第３６条 理事会における議決事項は、第３

３条第３項の規定によりあらかじめ通知さ

れた事項とする。 

２ 理事会の議事は、理事総数の過半数をも

って決し、可否同数のときは、議長の決す

るところによる。 

３ 削除 

（理事会における書面表決） 

第３７条 やむを得ない理由のため理事会に 

 出席できない理事は、あらかじめ通知され 

 た事項について書面をもって表決すること 

 ができる。この場合においては前２条及び 

 次条第１項第３号の規定の適用について 

 は、出席したものとみなす。 

（理事会における表決権等） 

第３７条 各理事の表決権は、平等なるもの

とする。 

２ やむを得ない理由のため理事会に出席で

きない理事は、あらかじめ通知された事項

について書面又は電磁的方法をもって表決

することができる。この場合においては前

２条及び次条第１項第３号の規定の適用に

ついては、出席したものとみなす。 

３ やむを得ない理由のため理事会に出席で

きない理事は、ネットワーク機器等の接続

によるオンライン会議システムによって、

理事会に参加し、表決することができる。 

４ 前２項の規定により表決した理事は、第

３６条第２項及び第３８条第１項第３号の

適用については、理事会に出席したものと
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みなす。 

５ 議決すべき事項について特別な利害関係 

 を有する理事は、その事項について表決権 

 を行使することができない。 

（理事会の議事録） 

第３８条 理事会の議事については、次の事

項を記載した議事録を作成しなければなら

ない。 

 (1) 日時及び場所 

 (2) 理事の現在数 

 (3) 理事会に出席した理事の数及び氏名 

  （書面表決者にあってはその旨を付記す 

  ること。） 

 (4) 審議事項 

 (5) 議事の経過の概要及び議決の結果 

 (6) 議事録署名人の選任に関する事項 

２ 議事録には、議長及び出席した理事のう 

 ちからその会議において選任された議事録 

 署名人２人が署名又は記名、押印しなけれ 

 ばならない。 

（理事会の議事録） 

第３８条 理事会の議事については、次の事

項を記載した議事録を作成しなければなら

ない。 

 (1) 日時及び場所 

 (2) 理事の現在数 

 (3) 理事会に出席した理事の数及び氏名 

  （書面、電磁的方法又はオンライン会議 

  システムによる表決者にあってはその旨 

  を付記すること。） 

 (4) 審議事項 

 (5) 議事の経過の概要及び議決の結果 

 (6) 議事録署名人の選任に関する事項 

２ 議事録には、議長及び出席した理事のう

ちからその会議において選任された議事録

署名人２人が署名又は記名、押印しなけれ

ばならない。 

（資産の管理） 

第４０条 この法人の資産は、代表理事が管

理し、その方法は総会の議決を経て、代表

理事が別に定める。 

２ この法人の資産は、これを分けて会計区 

 分に基づいて区分して管理する。 

（資産の管理） 

第４０条 この法人の資産は、代表理事が管

理し、その方法は総会の議決を経て、代表

理事が別に定める。 

２ 削除 
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（会計の区分） 

第４２条 この法人の会計は、次のとおり区

分する。 

  特定非営利活動に係る会計 

（会計の区分） 

第４２条 この法人の会計は、特定非営利活

動に係る事業に関する会計とする。 

 

（事業計画及び予算） 

第４４条 この法人の事業計画及びこれに伴

う収支予算は、代表理事が作成し、総会の

議決を経なければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、やむを得ない

事由により予算が成立しないときは、予算

成立までは、前事業年度の予算に準じて収

入支出することができる。 

３ 前項の規定による収入及び支出は、新た

に成立した予算に基づくものとみなす。 

４ 予算作成後にやむを得ない事由が生じた 

 ときは、総会の議決を経て、既定予算の追 

 加または更正をすることができる。 

（事業計画及び予算） 

第４４条 この法人の事業計画及びこれに伴

う活動予算は、代表理事が作成し、理事会

の議決を経なければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、やむを得ない

事由により予算が成立しないときは、代表

理事は、理事会の議決を経て、予算成立の

日までは、前事業年度の予算に準じて収益

費用を講じることができる。 

３ 前項の収益費用は、新たに成立した予算

の収益費用とみなす。 

４ 予算議決後にやむを得ない事由が生じた

ときは、理事会の議決を経て、既定予算の

追加または更正をすることができる。 

５ 予算をもって定めるもののほか、借入金 

 の借入れその他新たな義務の負担をし、又 

 は権利の放棄をしようとするときは、理事 

 会の議決を経なければならない。 

（事業報告及び決算） 

第４５条 この法人の事業報告書等の決算に 

 関する書類は、毎事業年度終了後、速やか 

 に、代表理事が作成し、監事の監査を受 

 け、総会の議決を経なければならない。 

（事業報告及び決算） 

第４５条 この法人の事業報告書、活動計算 

 書、貸借対照表及び財産目録等の決算に関 

 する書類は、毎事業年度終了後、速やか 

 に、代表理事が作成し、監事の監査を受 

 け、総会の議決を経なければならない。 
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  第４号議案     役員選任（案） 
１．役員の選任 

【提案の主旨】理事 10名・監事 3名の任期満了に伴い、定款第 16条の規定に基づき役員の

補充を行い、新たに理事 10名・監事 3名を選任します。 

【選任する役員】 

【継続する役員】 

役名 氏名 所属（5 月 1 日時点） 区分 期間 

理事 竹澤 友輝 大石学童保育所Ａ保護者 新任  

理事 菊地 直美 瓦葺小学童保育所Ｂ配属・エリアマネジャー 新任  

理事 池田 暁希 大谷学童保育所配属・エリアマネジャー 新任  

理事 中富 英二 東町学童保育所ＯＢ 再任 2006～09・15 年～ 

理事 鈴木 孝徳 副理事長・原市南学童保育所配属・エグゼク

ティブマネジャー 

再任 2007・13・15 年～ 

理事 萩原 和也 理事長・事務局（尾山台学童保育所ＯＢ） 再任 2011 年～ 

理事 佐藤 智香子 総務部長・事務局（芝川学童保育所ＯＧ） 再任 2017 年～ 

理事 小原 京子 東小学童保育所保護者 再任 2019 年～ 

理事 齋藤 雅也 原市第三学童保育所ＯＢ 再任 2019 年～ 

理事 齋藤 みどり 西小なかよし児童クラブ配属・エリアマネジ

ャー 

再任 2019 年～ 

監事 茂木 希 法人会長・鴨川小第二学童保育所ＯＧ 新任 2017 年～（理事） 

監事 豊田 健介 瓦葺小学童保育所Ｂ保護者 再任 2015 年～18 年（理事）、

19 年～ 

監事 嶋根 琢磨 司法書士 再任 2019 年～ 

役名 氏名 所属（5 月 1 日時点） 区分 期間 

理事 綾部 弘一郎 大谷学童保育所ＯＢ 継続 2020 年～ 

理事  松本 絵梨香 大石第三学童保育所配属・エリアマネジャ

ー 

継続 2020 年～ 

理事 照岡 賢広 大谷第二学童保育所ＯＢ 継続 2008 年～ 

理事 田畠 千春 平方西学童保育所配属・チーフマネジャー 継続 2009 年～12 年、18 年～ 

理事 石田 真理 大石南小学童保育所ＯＧ 継続 2013 年～16 年 

理事 西川 正 尾山台学童保育所ＯＢ 継続 2014 年～ 

理事 桑原 明子 事務局長・大石北小第二学童保育所保護者 継続 2014 年～15 年、18 年～ 

理事 鴛海 雅弘 大石学童保育所Ａ ＯＢ 継続 2014 年～ 

理事 長谷川 義水 芝川学童保育所配属・育成支援部長 継続 2014 年～ 

理事 河内 靖成 上尾小学童保育所配属・エリアマネジャー 継続 2016 年～ 

理事 夏原 千幸 尾山台学童保育所保護者 継続 2018 年～ 



 

- 35 - 

 

2021 年 5 月 23 日 

通常総会事前質問、意見への返答                   

 

５月 23 日開催の第 15 回通常総会の事前質問をまとめました。 

理事会としての返答は太字のものとなります。 

 

①理事会レターなど、お手紙は全てメールなどで連絡頂けると助かります。 

基本ペーパーレスを希望します。もしくは学童に掲示希望 

⇒理事会レター等、当会から会員の方々へ配布する書類は「でんしょばとメール」でのファイル添付

等、メール送信を取り入れていきます。ただし、ＩＴ環境が整っていない方々もおられますので、会員

全員に届ける必要がある書類については、必要に応じて世帯配布もしくは学童保育所内での掲示を続

けます。 

 

②決算及び予算について：コロナ禍に関係なく、会費・保育費は全て学童開所時の費用として支出して欲

しいです。（交際費・子どもまつり・キャンプ等の費用は直接的な開所費用とは言いがたく、その分、

人件費に回すことで安定的な保育体制を整えやすいと思います。）まつり等の準備を要するイベントは、

日 （々平日）作れない子どもとの時間を更に少なくする事へもつながるため、今後も実施しないことを

要望します。 

 ⇒保護者会員にお支払いいただいている費用はすべて学童保育事業のために使用しています。交際費

は、学童保育所の近隣にお住いの方々へ御歳暮・御中元等「ごあいさつ」としてお渡ししている品物代

となっています。 

子どもまつり、キャンプも育成支援の一環です。なお、子どもまつりやキャンプへの参加は任意ですの

で、事情により参加ができない方は参加されないで構いません。 

 

③キャンプやイベントは希望する方だけでも実施できれば良いと思います。 

 ⇒コロナ禍でのキャンプやイベントについては、感染拡大のリスクも鑑みながら今後、実施可能時期

について検討していきます。 

 

④常時マスクをしていると新鮮な空気を吸えず、コロナ以外の病気が心配です。学童も先生もマスクで

なく、ハンカチを使った咳エチケットで対策できる方が良いと思います。 

 ⇒職員の体調も気遣っていただき、ありがとうございます。学童保育所を利用する児童、そして保護者

の方の感染リスクを少しでも軽減するべく、今後もマスクの常時使用は継続していきたいと考えてお

ります。 

 

⑤2 号議案  

すべての学童保育所の小学校敷地内への移転は反対します。利用する保護者の利便性を考えるとすべ

理事 木下 宏美 東町学童保育所ＯＧ 継続 2018 年～ 
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ての保護者が小学校敷地内への移転は望んでいません。また、小学校にもそのようなスペースはありま

せん。 

⇒学童保育所の小学校敷地内の移転は、上尾市や当会が継続して掲げている方針です。また、上尾市議

会でも以前から多くの議員が学校敷地内の移転を求めております。何より、国が学童保育所の設置に

ついては小学校施設を徹底して活用するよう定めております。学童保育所の基準条例に示された設備

が整っていない学童保育所等、引き続き、学童保育所の小学校敷地内移転について上尾市と連携して

取り組んでまいります。 

  

⑥保護者会のあり方について協議するのはいいのですが、それと同時に事務局の方も保護者会に対する

対応を見直すところがあると思います。 

 ⇒事務局では、各学童保育所保護者会役員の皆様のご意見を聞きながら、今後も学童職員と保護者会

が各学童保育所の育成支援を共同保育で行っていけるよう支援していきたいと考えております。 

 

⑦3 号議案 第 11 条：目的に反する行為とは具体的にどのような行為ですか 

 ⇒当会の目的は、放課後児童健全育成事業の実施です。よって目的に反する行為とは、放課後児童健全

育成事業の実施にそぐわない行為となります。当然、社会法規に反する行為も含まれます。具体的に

は、犯罪行為、営利事業の実施（例えば、学童保育所を通じて知り得た他人の情報を利用した営利目的

の団体への勧誘）を想定しています。 

  

⑧3 号議案 第 9 条：会費滞納が 2 年以上というのが長すぎるし、あいまいだと思います。 

 本人というのは保護者のことですか？子どもの事ですか？本人が保護者の場合、保護者が死亡したら

会員資格を喪失するのですか？配偶者が生存していてもですか？ 

 ⇒２年という期間は定款制定時から示している期間です。本人とは会員本人であり、保護者を指しま

す。なお、仮に保護者が死亡や失踪等で不在となった場合で児童が引き続き学童保育所に在籍する場

合は、その児童を監護養育する方が会員となることを想定しています。 

 

⑨月に預けるのが少ないため、日割りで計算してほしい。14,000 円は高く感じる。 

 ⇒学童保育所は「児童の健全育成のため家庭に代わる生活の場」というのが法律の定めであり、一時預

かり所ではありませんので、日割計算での児童受け入れは考えておりません。ただし、引っ越しや緊急

に学童保育所の入退所が必要となった場合に限り、日割り対応（登所１日につき１，０００円）を行っ

ております。 

 

⑩第 1 号議案について 

P1 の表 活動 保育事業の「大規模学童保育所の解消…敷地内移転」の評価について〇となっています

が、平方学童など移転できていない学童もあることから△が妥当だと考えます。 

⇒事業計画に掲げていた事案が円滑に進展しましたので自己評価として○を付けております。平方学

童等、その他の学童保育所についても引き続き上尾市と連携して問題解決に取り組んでまいります。 
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⑪P8 の 3(2) 中退共を退会したとありますが、どの加入基準を超過したのか教えてください。また解約

手当金は退職金として後日支払うとありますが、支払われるのは 2021 年度中ということでしょうか?

職員の方は一度退職扱いにして、新たに加入する制度は今年からのカウントということでいいのか? 

関連して P19 の 2021 年度予算の退職金掛金について 事業費、管理費それぞれに計上されているがど

う使い分けているのか、また数字が妥当なのかご説明いただきたい。 

退職金制度の変更というのは働いている人にとっては大変重要なことだと思いますが、職員の方への

説明などは十分された上での変更だったのかお聞きしたい。 

⇒中小企業退職金共済（以下、中退共）は、当会のようなサービス業については常用労働者が１０１人

を超えると退会になる規定があります。２０１９年度中に中退共の本部から、あげお学童クラブの会

は常用労働者数の基準を超過する可能性があるため退会の準備や検討をするようにとの連絡を頂いて

おり、実際に２０２０年度後半に基準を超過したため、退会となったものです。退職金制度の変更に際

しては対象職員全員への説明会を実施したほか、随時、相談を受け付けて職員のバックアップとして

おります。 

 中退共に積み立てたお金は解約手当金として対象職員個人に支払われる仕組みですが、中退共の規

定では、一定の条件を満たしている退職金制度に引き継ぐ際に限り、中退共に積み立てた資金をその

まま移動させ、引き続き退職金として積み立てを継続することができるようになっております。この

制度を利用することとしましたが、当会が選択できたのは実質、確定拠出年金（ＤＣ）しかありません

でした。そこで、当会が税務顧問契約をしている第一経営の税理士さんから助言をいただきつつ DC の

個人型と企業型を検討した結果、企業型ＤＣを選択しました。中退共に積み立てた資金は、職員個人の

ＤＣの口座に移管されています。ただし、ＤＣは６０歳以上の場合は開設ができないため、６０歳以上

の職員については中退共からいったん職員個人の口座に積立金が支払われ、それを当会が指定した口

座に振り込んでいただき、退職金原資として職員が退職するまで管理しています。職員の口座にいっ

たん振り込まれた積立金は税法上、一時所得となり職員には不本意な税務負担が生じますが、その全

額を当会が補てんしています。以上、中退共の退会によって職員を一時退職などの扱いにはしており

ません。 

 事業費と管理費の使い分けは、学童保育所勤務の職員に関する場合は事業費、事務局に勤務する職

員に関する場合は管理費とする使い分けをしております。 

 

⑫財務諸表の注記について 

P8 の 3(3) 生命保険掛金約 1430 万円については、そもそも個人として生命保険には入るものではな

いでしょうか。NPO 法人として生命保険掛金を支出している根拠、理由を示してください。 

⇒生命保険は当会が契約者として契約をしており、目的は正規職員の退職金原資の積み立てです。生

存退職金として用意する資金を生命保険商品で積み立てて、将来対象の職員が退職した際は該当の生

命保険を解約し、その返戻金の一部または全部が生存退職金の原資となります。またもう一つの備え

として、(そうなっては困るのですが)仮に職員が死亡の場合は、ご遺族に支給する死亡退職金の原資と

して、職員が疾病やケガで高度障害状態になった際には、保険会社から当会が受け取る保険金の一部

または全部を見舞金等として職員に支給することができます。これは、以前加入していた中退共制度

では手当できなかったことですので、福利厚生面の充実にも寄与しております。 
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⑬第 2 号議案及び第 3 号議案について 

P21 (除名)(2)下線部「目的に反する」という文言を加えることについて。恣意的な判断で会員が排除

されることはあってはならないと考えますので、目的に反するとはどんなことを想定しているのか、ま

たこの文言を加えるに至った理由について示してください。 

⇒（⑦の回答をご参照ください） 

 

⑭今回の総会は定款の変更という大変重要な議題が含まれていると思います。 

本来であれば会長会での説明、各学童保護者会での説明が必要な内容です。このコロナ禍で保護者会が

開けない状況というのは十分理解できますが、十分な説明がされていない、ただ議案書を渡された中で

の書面議決、また総会に参加できるのが理事、総会役員という限られた人数の中で決めてしまうもので

はないと考えます。少なくとも会員区分の変更については、今年の総会での提案は時期尚早ではないで

しょうか。この一年で保護者側もオンライン参加の条件が整った人も多くいるはずです。 

保護者会や総会などオンライン開催が可能になり、法人側の説明、質疑応答などが十分にできるように

なってからの提案にするべき。このコロナ禍のどさくさに紛れて決めてほしくないと思います。 

⇒会員制度の変更は、特定非営利活動促進法（以下、ＮＰＯ法）の趣旨と現在の当会会員制度を比較し

てみると、ＮＰＯ法の求める趣旨を必ずしも満たしていないことが明確となっていることで、理事会

が必要と考えたものです。ＮＰＯ法では、ＮＰＯの会員になるには制限を付けることはできません。よ

って、新たな会員制度は、希望する方がだれでも会員になれるという、ＮＰＯ法の規定を順守したもの

としています。一方で、日本全国に存在するＮＰＯ運営の学童保育所では、保護者が会員となっている

ことがほとんどです。ただし、保護者が会員となるにしても年間の費用負担は５００円から１，０００

円程度であることが多いです。これらの現状を踏まえ、法律を守ること、現状に即すことを念頭に、新

たな会員制度を構築したものです。繰り返しになりますが、新会員制度では、一般会員と正会員では、

議決権の有無はあれど、法人運営について関与できる機会はどちらにも保障されます。一方で、議決権

のある正会員は、現在の保護者会員よりももっと積極的な法人運営への参画を求めるものになってい

ます。ぜひとも、多くの方に正会員になっていただき、学童保育事業の発展のために皆様の情熱とスキ

ルを賜りますようお願いいたします。 

 

⑮第 2 号議案及び第 3 号議案について 

P16 3)法人組織運営の中の NPO の会員資格についての定款変更についてと P20 会員を 3 つに分類

し一定限度の会費負担をする正会員のみ議決を持つことができるという変更について懸念があります。

(会費)は「会員規約」で定めるとありますが、「会員規約」がどうなっているのか、全く示されていな

いことから判断できませんし、なによりも会員になるならないにかかわらず、学童利用者全員が公平に

平等に扱われるべきだと考えるからです。少なくとも各学童の代表者に議決権を与えるべきです。 

⇒会員規約については現在の「会員規則」と同等の内容です。学童保育所利用に関し、正会員と一般会

員による待遇の差異は全くありません。運営への参画に関しても差がなく、一般会員も現在と同じよ

うに当会の運営に、例えば各種会議体に参加が可能ですし、もちろん理事に立候補することも可能で

す。議決権を一定の対価で保障していますが、年間１，０００円という額を想定しており、過度の経済

的負担が生じないよう、十分に配慮してまいります。 
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⑯第 2 号議案及び第 3 号議案について 

P23 (総会の議決)3 の下線部の加筆部分について。ほとんどの学童利用者が知らない間に様々なこと

が一部の方たちにより決定されるのではないか、という懸念があります。なぜこの文言を加えるに至っ

たのか、その理由を示してください。 

⇒第２７条３項は、様々な環境で物理的に人が集まって総会を開けないときに、議決権のある正会員

全員が、議案に賛成の意思表示を行った際は、総会の決議と同等の効力が発生するというもので、ＮＰ

Ｏに関する法規には、従前から認めらているものです。１人でも反対の意思表示がなされた場合は成

立しません。これは、現在のコロナ禍の中で、万が一の場合を想定したものです。 

なお、今後も理事会レター等で理事会報告は随時行ってまいります。 

 

⑰2 号議案及び第 3 号議案について 

P27 (事業計画及び予算)の変更部分について。すべてを総会の議決ではなく、理事会の議決を経れば

よしと変更した理由、及び「収支予算」を「活動予算」と変更した理由について、示してください。 

⇒事業年度（毎年 4 月からの１年間）の開始から、あまり期間をあけることなく予算を成立させるこ

とが安定した組織運営に資することと、年度途中で重大な変更（補助金の増額、減額など）があった場

合、予算を組み替えることができるためです。 

「活動予算」に変更したのは、日本におけるＮＰＯに関する会計基準のスタンダードとなっている基

準が変更され、以前の収支予算という文言が活動予算という文言に変更されたためです。 

 

⑱新設学童、平方東小内への増設を期待します。 

⑲小学校敷地外学童の敷地内移転について、早めに対処してほしい。現在子供を預けている学童は、人数

も多くかなり密な状態です。場所を移転するのは容易なことではないかと思いますが、まずは子どもた

ちや働いている職員の方々がコロナ感染するリスクを減らせるよう、早急にご検討いただきたいです。 

⑳大規模学童解消の昨年度の成果のように、学区外と大規模両方の問題を抱えている平方学童へも是非

好対応をお願いします。各学童での保護者会対応もままならず（多人数で集まれない）、意見交換の場

が無いなど、不安が多いと思います。 

⇒平方学童保育所については、当会理事会としても重要な課題として認識しており、早期の解決に向

け上尾市と連携を密にして努力いたします。 

 

㉑第 1・2 号議案は現場職員へ保険や DC に入るより給与として支払い、資産運用は本人に任せるべき。

事務局職員についても税金で行っている事業なので保険や退職金はほどほどで充分と思ったためです。

万が一が仮に起こっても利用者が減るとか補助金等の変化はないと思います。また、毎年、赤字見込み

と言って保護者の金銭負担を求めるのではなく、市ときちんと調整して赤字にならない見立てをお願

いします。 

 ⇒退職金があることが今も多くの職員にとって安心となっている実情があります。現場、事務局問わ

ず、職員も一般の社会人として生活の長期にわたる安定が何より真剣な願いです。安定した生活設計

のためにも必要な制度は維持してまいります。なお、学童保育所は公共の福祉サービスとして重要な
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位置付けにあることから、保護者の経済的負担を求めるより、補助金の増額による安定した運営を求

めて参ります。 

 

㉒第 3 号議案は、一般会員は議決権がなくなるのでその分割引にしてほしいです。 

 ⇒現在、１世帯毎月１，０００円いただいている世帯会費ですが、現実的に当会存続のために絶対に必

要な財源となっています。こちらについては実質、組織運営費となっていることから実態に即した名

称変更を行う予定です。 

 

㉓一般会員であっても、議決前の総会資料、資料集が見られる環境を希望します。PDF でホームページ

など他リンクのない URL をメールで配信が一番お金はかからないと思います。 

 ⇒総会資料集については、一般会員も資料を見られるように準備してまいります。 

 

㉔p14 小学校敷地内移転に向けての具体的な整備内容を教えてください。 

 ⇒小学校敷地内移転についてあらゆる決定は行政がすべて行うものです。当会理事会としては、行政

が学童保育所の整備について着実に実施を進めていただけるよう、敷地外学童、また敷地内にあって

も老朽化している学童保育所の状況を常に説明しており、早期の問題解消に向けて要望を続けており

ます。 

 

㉕p15 敷地外学童保育所の移転について、東町学童保育所の次に移転が決まっている学童があれば教え

てください。また、何か所の学童保育所が小学校敷地内へ移転を希望しているのか教えてください。 

 ⇒次の移転が決まっている学童保育所はありません。小学校敷地内へ移転を希望しているのは、一部

を除いてほぼすべての学童保育所であると理事会では判断しています。保護者会員の皆様には、大規

模問題や学校敷地外の立地、また施設の老朽化等、学童保育所の立地や施設面について、理事会にご意

見や、保護者会員の立場から感じた実態をぜひともお寄せください。理事会でも引き続き大規模や立

地面の問題について保護者会員の皆様と意見を共有していきます。 

 

㉖保護者との共同運営について 

コロナ禍で保護者会が行われることはありませんが特に困ることはありませんでした。 

以前の月 1 回の保護者会が逆に保護者にとって負担となっている現実があります。 

運営側の考える保護者の交流の機会の場との温度差がある様に思います。 

最後 3 行目にある様に今後時代とともに保護者・学童・組織の在り方が変わっていくことを願います。 

⇒今回の質問、ご意見にもあるように、保護者会については様々なご意見をお持ちの方がいらっしゃ

いますので、今年度から、「保護者会のあり方」を検討する機会を設け、「子どもの育ち」を考える学童・

保護者組織であるためにどうしたら良いか、考えていきたいと思っています。 

 

 

㉗1 号について 欠員解消のために行った取り組みを教えてください（例えば教育学部のある大学にリク

ルートに行ったなど）。 
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⇒新卒採用については、専門の会社を通しての求人を行いました（多くの大学が、現在、その会社を通

しての求人票提出を希望しています）。また、中途採用については、随時面談を行い、応募するにあた

っての不安が無いように努めました。2020 年度は中途採用 7 名、2021 年度 4 月は新卒、既卒含め 8

名、計 15 名の採用を行いました。 

 

㉘1 号について 職員資質向上について、非常勤やパート職員への研修はどうなっていますか（子どもや

保護者にとっては同じ学童の先生ですので、挨拶なども含めた研修を行っているのであれば内容も知

りたいです）。 

 ⇒非常勤職員（週３日以上の勤務を契約している職員）にも最低年１回、外部団体が実施する研修への

参加を義務付けております。それ以外にも、当会が独自で行う法令遵守研修（弁護士の先生が講師を務

めており、４年間継続して実施しています）などを行っています。今後も資質向上について可能な限

り、尽力してまいります。 

 

㉙2 号について 敷地内移転について、全学童の移転という目標へのロードマップはどうなっています

か？今年度の具体的取り組みは何ですか？ 

 ⇒従前から引き続き、敷地外にある学童保育所や老朽化している学童保育所の現状を上尾市に伝えて

おり、実情の共有と問題点の把握に努めております。そのうえで、小学校敷地外にある学童保育所の敷

地内移転、また敷地内にあっても老朽化している学童保育所の更新を含め、行政担当課に要望を続け

ています。具体的にどの学童保育所にどのような計画が立てられるのかは、上尾市が行う業務（公の施

設の整備であり、自治体の業務であるため）であり、当会が決定プロセスに関与できることはありませ

ん。ですが、常に当会と行政当局は連携を密にしており、可能な限り、問題解消のために全方位的に努

力してまいります。 

 

㉚2 号について 敷地外学童の送迎支援について、配置される学童や予定はありますか？ 

 ⇒必要性があると考えられる学童保育所から順次、実施しております。 

 

㉛3 号について 第 8 条の会員規約の案はどのようなものですか？ 

 ⇒現在の「会員規則」と内容はほぼ同一です。会員制度の区分変更に関しては、正会員の年会費を１，

０００円程度にするなど、新たなルールを追加することとしています。 

 

㉜第 1 号議案 大規模学童保育所の解消、小学校敷地内移転について 

いま上尾市では小中学校の統廃合計画が出されていますが、統廃合が進むと学童も大きく影響を受け

ると思います。その点について理事会ではどう考えているのか教えてください。 

⇒統廃合計画が公表されたことは承知しています。今後、上尾市と情報共有を進めて必要な事柄には

適切に対応してまいります。 

 

㉝第 2 号議案.第 3 号議案 

定款の一部変更について 
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会員区分の変更について、保護者の中で正会員と一般会員を区別することに大きな違和感を覚えます。 

一般会員は意見を述べることができるとありますが、意見はあくまでも意見で、最終的な意思表示はや

はり議決権を行使することでできるものと思います。保護者には等しく議決権を与えるべきです。 

また第 8 条に会員規約で定めるとありますが、会員規約を示してもらわないと判断できません。 

⇒（⑭、⑮の回答をご参照ください） 

 

㉞P18 の会費収入について、2021 年度も正会員と賛助会員だけになっています。 

正会員・一般会員の区分をしていないのはなぜか?正会員の予想をたてていれば内訳を示してください。 

現行の正会員がもれなく新区分の正会員に移行するとお考えですか? 

⇒定款の変更が可決されたとしても、定款がその効力を発効するのは県の認証を済ませることが必要

です。認証はおおむね３か月程度かかることから、定款を変更しても実際に会員制度が変更となるの

は２０２２年度からとなります。よって、２０２１年度は従来通りの会員制度となっています。 

 

㉟第 3 号議案 P26 第 38 条（3）変更案「書面、電磁的方法又はオンライン会議システムによる…」と

ありますが、電磁的方法とは具体的にどのような内容でしょうか。教えてください。 

⇒この場合は、電子メールを指します。 

 

㊱修繕費がありますが…各学童からの申し出が反映されているのか分かりづらい。予算内で行えること、

優先順位があることは十分わかっているが、何年にもわたりされていないこと等、保護者の中でやって

ほしいと思っていることがされていないのでわかるようにしてほしいです。 

⇒修繕要望、備品購入要望は毎年、１００件以上の要望が寄せられています。限られた資金を効果的に

使うため、行政担当課と情報を共有し、相互の協議の元に決めております。なるべく多くのご要望に対

応していきたいのですが、なかなかご要望に沿えず申し訳ありません。 

 

㊲2020 年度はコロナ禍でキャンプや保護者会がなく、とても良い 1 年でした。なくて困ることはなく、

迎え時に他の保護者や先生方と子供の様子を話すことができているので、今後もこのようにやってい

きたいです。（もちろん、草取りや大掃除など、子どもたちが学童で過ごすために必要な活動には参加

するつもりです。） 

 ⇒保護者会については、コロナ禍で、保護者同士の横のつながりがもてなかったというご意見もあり

ました。もちろん、負担が減って良かったとのご意見もいただいています。当会理事会としては、共同

保育の理念は今後も大切にしながら、保護者の皆様の負担も軽減していくにはどうしたら良いか、「保

護者会のあり方」を考える会議体を設置することといたしました。今後も、忌憚なきご意見をよろしく

お願い致します。 
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２０２０年度 理事会議決案件及び主な議事 

回数 開催日 出席状況 議決案件と主な議事 承認 

１９１ 

 

５月２４日（日） 理事 20 名 

監事 3 名 

・会長、副会長、代表理事（理事長）、副理事

長、専務理事、常任理事の選出（議案） 

○ 

１９２ 

 

６月１０日（水） 理事 20 名 

監事 1 名 

・夏季賞与について 

・会員への各種返金と今後の展望 

・退職金規程案について 

 

１９３ ６月２４日（水） 理事 20 名 

監事 1 名 

・夏季賞与支給額について（採決） 

・退職金規程改正について（提案） 

・夏季盆休暇開所について 

○ 

１９４ ７月２２日（水） 理事 19 名 

監事 2 名 

・ 給与規程改定(案)、ライフプラン給規程(新

設)について（提案） 

・ 退職金規定改正について（審議継続） 

 

１９５ ７月２９日（水） 理事 20 名 

監事 1 名 

・ 給与規程改定(案)、ライフプラン給規程(新

設)について（採決） 

・ 退職金規定改正について（議案） 

・研修、会議、行事の見直しについて 

○ 

 

○ 

１９６ ８月１９日（水） 

オンライン開催

（書面表決） 

理事 20 名 

監事 0 名 

・2021 年度新規入所者入所申請手続きにつ

いて（提案） 

・保護者負担金引落とし方法について 

・給与制度の見直しについて 

・通信環境整備について 

 

１９７ ８月２６日（水） 

オンライン開催

（書面表決） 

理事 20 名 

監事 0 名 

・2021 年度新規入所者入所申請手続きにつ

いて（採決） 

・保護者負担金引落とし方法について 

・給与制度の見直しについて 

・通信環境整備について 

○ 

１９８ ９月１６日（水） 

オンライン開催

（書面表決） 

理事 20 名 

監事 0 名 

・理事会規則改正について（提案） 

・感染拡大防止手当支給期間（承認） 

・保護者負担金引落とし方法について 

・給与制度の見直しについて 

・通信環境整備について 

 

１９９ ９月３０日（水） 

オンライン開催

（書面表決） 

理事 20 名 

監事 1 名 

・理事会規則改正について（審議） 

・移動手当の廃止について（提案審議） 

・職員親睦旅行（福利厚生）について 

○ 

○ 

２００ １０月２１日（水） 

オンライン会議 

理事 19 名 

監事 0 名 

・今年度下期の展望 

・常勤職員配置について 
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・人事評価制度について 

・定款変更について 

２０１ １０月２８日（水） 

オンライン会議 

理事 17 名 

監事 1 名 

・人事評価制度について 

・会員制度及び会費の見直しについて 

・代表者会議について 

・会長対象の意見交換会について 

 

２０２  １１月１８日（水） 

オンライン会議 

理事 18 名 

監事 1 名 

・学童保育の県施策と補助金の拡充を求める

陳情書について 

・変形労働時間制の運用の見直しについて 

・PCR 検査を受ける保護者について 

・定款変更について 

○ 

２０３ １１月２５日（水） 

オンライン会議 

理事 17 名 

監事 1 名 

・正規単独配置学童保育所について 

・代表者会議での学童保護者会会長からの

質問、意見について 

・定款変更について 

・法人会員資格の位置付け見直しと会費のあ

り方について 

 

２０４ １２月１６日（水） 

オンライン会議 

理事 16 名 

監事 0 名 

・県連協への対応について（提案審議） 

・保護者会のオンライン開催について 

・新型コロナウイルス感染対策のガイドライン

見直しについて 

・定款変更について 

・法人会員資格の位置付け見直しと会費のあ

り方について 

○ 

２０５ １月９日（土） 

オンライン会議 

理事 18 名 

監事 0 名 

・2021 年度新規入所者振り分けについて 

・緊急事態宣言に伴う対応について 

 

２０６ １月２０日（水） 

オンライン会議 

理事 16 名 

監事 1 名 

・就業規則と給与規程の改正について（提

案） 

・定款変更について 

・法人会員資格の位置付け見直しと会費のあ

り方について 

 

２０７ ２月１０日（水） 

オンライン会議 

理事 17 名 

監事 2 名 

・就業規則と給与規程の改正について（提

案） 

・役員退職金規程について（提案） 

・2021 年度役員報酬について（提案） 

・2021 年度県連協加盟について（提案） 

・定款変更について 

・法人会員資格の位置付け見直しと会費のあ
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り方について 

２０８ ２月２４日（水） 

オンライン会議 

理事 19 名 

監事 1 名 

・就業規則と給与規程の改正について（継

続） 

・役員退職金規程について（継続） 

・2021 年度役員報酬について（継続） 

・2021 年度県連協加盟について 

・定款変更について 

・法人会員資格の位置付け見直しと会費のあ

り方について 

 

 

 

 

 

２０９ ３月１７日（水） 

オンライン会議 

理事 17 名 

監事 2 名 

・2021 年度県連協加盟について（採決） 

・2021 年度役員報酬について（採決） 

・就業規則と給与規程の改正について（継

続） 

・役員退職金規程について（継続） 

・定款変更について 

・法人会員資格の位置付け見直しと会費のあ

り方について 

○ 

○ 

２１０ ３月２４日（水） 

オンライン会議 

理事 16 名 

監事 1 名 

・就業規則と給与規程の改正について（採

決） 

・役員退職金規程について（採決） 

・定款変更について（採決） 

・法人会員資格の位置付け見直しと会費のあ

り方について（採決） 

・総会提案議案について（採決） 

・運転資金借り入れについて（採決） 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

２１１ ４月１４日（水） 

オンライン会議 

理事 18 名 

監事 1 名 

傍聴 3 名（理

事候補者） 

・通勤手当の改正について（提案） 

・保護者会に関する会議体設定について（提

案） 

 

２１２ ４月２８日（水） 

オンライン会議 

理事 17 名 

監事 1 名 

傍聴 3 名（理

事候補者） 

・通勤手当の改正について（採決） 

・保護者会に関する会議体設定について（採

決） 

・相談役の設置について（提案） 

○ 

○ 

２１３ ５月１２日（水） 

オンライン会議 

理事 18 名 

監事 1 名 

傍聴 3 名（理

事候補者） 

・相談役の設置について（継続） 

・総会について 

・保護者会に関する会議体について 

・保護者会代表者懇談会の実施について 
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＊ 理事会は第 196回から書面表決（意見交換はオンライン会議システムを利用）にて開催

し、理事会規則改正によって理事会のオンライン会議が可能となった第 200回からは

オンライン会議にて開催しました。オンライン会議の場合、出席者は青少年センター

（事務局内）と理事所属学童保育所、理事の自宅から各々参加しました。 

＊ 上記内容に加えて、「事業報告」「監事会報告」があり、随時、「運営会議報告」「各委員

会報告」「意見箱の内容確認と返答案確認」を行いました。 
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　　　　　NPO法人あげお学童クラブの会　経営状況４年間の推移

＜収支計算書＞ 2021年3月31日現在

科         目 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 20/19比
Ⅰ．収入の部
１　会費収入 18,769,600 19,001,800 19,455,000 19,306,000 99
　　　正会員会費 18,749,600 18,951,800 19,429,000 19,263,000 99
　　　賛助会員会費 20,000 50,000 26,000 43,000 165
２　事業収入
(1)学童保育事業収入 277,049,900 288,072,620 294,141,550 260,026,660 88
　　保育料収入 268,422,900 279,065,720 285,153,450 256,223,430 90
　　入所金収入 7,605,000 7,932,400 7,916,200 8,017,700 101
　　時間外利用（超過料金） 1,022,000 1,074,500 1,071,900 925,800 86
　　保育料（窓口返金分） - - - -3,816,907 -
　　保育費（窓口返金部） - - - -1,323,363 -
(2)子育て支援企画事業収入 0 0 0 0
(3)子育て支援販売事業収入 0 0 0 -
３　補助金等収入 345,203,486 385,182,967 432,436,626 522,965,025 121
　　事業委託料補助金収入 340,203,486 380,182,967 427,436,626 489,201,825 114
事業委託料（臨時開所追加分） 28,763,200 -
　　管理委託料収入 5,000,000 5,000,000 5,000,000 5,000,000 100
４　寄付金収入 0 0 0 100,000
５　その他収入 5,044,203 4,786,432 6,423,610 18,161,297 283
　　退職給料引当金戻入 4,734,851 4,734,851 4,374,935 4,374,935 100
    引当金戻入 0 0 0 0
　　雑収入 309,352 51,581 2,048,675 13,786,362 673
当期収入合計 646,067,189 697,043,819 752,456,786 820,558,982 109
前期繰越収支差額 31,907,878 28,830,069 16,254,158 31,513,600 194
収入合計 677,975,067 725,873,888 768,710,944 852,072,582 111
Ⅱ．支出の部
１　事業費
(1)学童保育事業費 583,911,536 633,723,670 660,715,718 727,945,820 110
　　人件費 452,441,350 493,467,989 515,171,697 579,304,654 112
　　保育費 52,988,345 60,121,254 57,591,699 47,528,816 83
　　学童保育事業運営費 78,481,841 80,134,427 87,952,322 101,112,350 115
　　退職金 0 0 0 0 -
(2)子育て支援企画事業費 349,169 439,683 329,545 0 0
(3)子育て支援販売事業費 0 0 0 - -
２　管理費 59,406,942 68,012,840 67,224,676 65,952,161 98
　　人件費 41,391,726 49,779,353 49,953,270 49,299,237 99
　　管理運営費 17,416,294 18,233,487 17,271,406 16,652,924 96
　　民設民営学童整備費
　　減価償却費（※） 598,922 0 0 0
３　予備費 0 0 0 0 0
４　基金積立金
　　退職給料引当金繰入 4,734,851 4,374,935 4,374,935 4,374,935 100
５　雑損失 742,500 3,068,602 4,552,470 180,150 4
当期支出合計 649,144,998 709,619,730 737,197,344 798,453,066 108
当期収支差額 -3,077,809 -12,575,911 15,259,442 22,105,916 145
次期繰越収支差額 28,830,069 16,254,158 31,513,600 53,619,516 170
・2017年度は平方学童を分割し平方北小学童を新設。大石第三学童を新設し、33ヶ所38クラブとなった。

　2018年1月に大石南小学校内に大石南小学童を開設し、大石第三学童が旧大石南学童に移転。

・2018年度は原市第三学童と中央小第二学童を開設し、35ヶ所39クラブとなった。

　2019年1月に原市第二学童にこにこクラブを原市小学校内に移転、公設民営学童となった。

・2019年度は原市南第二学童と鴨川小第二学童を年度前半に、芝川第三学童を年度後半に開所。

　2019年度は38ヶ所42クラブとなる。

・2018年度から減価償却費は管理運営費に含む。

・2020年度は上尾小第三学童と富士見小第三学童を年開設し、40ヶ所44クラブとなった。

・2021年度は今泉小学童をＡＢクラス制として今泉小学童Ｂを開設し、40ヶ所45クラブとなった。
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２０２０年度 監事監査活動のまとめ 

 

2021 年 4 月 24 日 

特定非営利活動法人 

あげお学童クラブの会 

監事 松浦  亨 

監事 豊田 健介 

監事 嶋根 琢磨 

 

 私たち監事は、特定非営利活動法人あげお学童クラブの会の 2020 年度における理事の業

務執行の状況及び当法人の財産の状況を監査し、2021 年 4 月 24 日付で監査報告書を作成

し、代表理事に提出しました。尚、2020 年度監事監査活動では、①監査基本方針、②重点

監査項目、③監事会の運営、④監査計画等を定め、下記のとおり実施しました。 

 

１．監査基本方針 

（１）監事は、会員の負託を受けた独立の機関として理事の職務の執行を監査することによ

り、NPO 法人の健全な運営と社会的信頼の向上に努めます。 

（２）監事は、法令及び定款を順守し、NPO 法人及び会員、その他利害関係者のために公

正、不偏な態度をもって、その職務を遂行します。 

（３）監事は、正当な理由なくその職務上知り得た情報を他には漏らしません。 

（４）監事は、監査意見を形成するにあたり、よく事実を確かめ、判断の合理的根拠を求め、

その適正化に努めます。 

 

２．重点監査項目 

（１）大規模学童保育所の解消、学校敷地内移転について監視し検証します。 

（２）NPO 法人の会員資格のあり方について監視し検証します。 

（３）NPO 法人の財政基盤の強化について監視し検証します。 

 

３．監事会の運営 

（１）監事は、監事全員をもって監事会を構成し、議長に松浦監事を互選しました。 

（２）監事会は、原則として議長が招集し、2020 年度では 6 回開催しました。 

（３）監事会は、監査に関する事項について、相互の連絡、意見等の調整及び決定のための

協議を行いました。 

（４）監事は、理事会（オンライン開催含む）に出席し、監事の立場から必要に応じて報告

を行い、又は意見を述べるとともに、監事会において必要に応じ、理事又はその他関係

者から意見並びに報告を求めました。 
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４．２０２０年度 監査活動日誌 

実施日 会議名等 監事 主な監査内容 

5 月 24 日（日） 
第１４回通常総会 3 名 総会の議事運営、役員選任等 

第 191 回理事会 3 名 会長・理事長・専務理事等の選出 

6 月 10 日（水） 第 192 回理事会 1 名 委員会構成、代表者会議の開催等 

6 月 22 日（月） 第１回監事会 3 名 2020 年度監査計画 

6 月 24 日（水） 第 193 回理事会 1 名 夏季賞与、保護者会活動等について 

7 月 22 日（水） 第 194 回理事会 1 名 給与規程改定、退職金規程改正の提案 

7 月 29 日（水） 第 195 回理事会 1 名 ライフプラン給規程新設について 

8 月 19 日（水） 第 196 回理事会 欠席 書面表決により開催 

8 月 24 日（月） 第２回監事会 3 名 学童保育所訪問、理事会規則改定案 

8 月 26 日（水） 第 197 回理事会 欠席 書面表決により開催 

9 月 14 日（月） 第 1回学童保育所訪問 2 名 （今泉小・大石南小・大石第三）訪問 

9 月 16 日（水） 第 198 回理事会 欠席 書面表決により開催 

9 月 30 日（水） 第 199 回理事会 1 名 理事会規則改正（オンライン対応） 

10 月 19 日（月） 第３回監事会 3 名 第２回学童保育所訪問について 

10 月 21 日（水） 第 200 回理事会 欠席 オンライン開催 

10 月 28 日（水） 第 201 回理事会 1 名 定款変更、会員制度・会費の見直し 

11 月 2 日（月） 第３回財務委員会 1 名 オンライン開催（賞与支給割合等） 

11 月 18 日（水） 
第２回学童保育所訪問 3 名 （上尾小・同第二・同第三）訪問 

第 202 回理事会 1 名 オンライン開催（会員制度の見直し） 

11 月 25 日（水） 第 203 回理事会 1 名 オンライン開催（定款変更について） 

12 月 14 日（月） 第４回監事会 2 名 定款と規約、県連協対応等について 

12 月 16 日（水） 第 204 回理事会 1 名 オンライン開催（県連協対応等） 

1 月 9 日（土） 第 205 回理事会 欠席 オンライン開催 

1 月 20 日（水） 第 206 回理事会 1 名 オンライン開催（定款・会員制度等） 

2 月 10 日（水） 第 207 回理事会 2 名 オンライン開催（役員退職金規程等） 

2 月 20 日（土） 第５回監事会 3 名 学童保育所訪問、個人情報保護等 

2 月 24 日（水） 第 208 回理事会 1 名 オンライン開催（就業規則の改正等） 

3 月 17 日（水） 第 209 回理事会 2 名 オンライン開催（定款変更案等） 

3 月 18 日（木） 第３回学童保育所訪問 中止 緊急事態宣言延長の為、中止 

3 月 24 日（水） 第 210 回理事会 1 名 オンライン開催（県連協退会決定等） 

4 月 14 日（水） 第 211 回理事会 1 名 オンライン開催（総会の開催方法等） 

4 月 24 日（土） 第６回監事会 3 名 監査活動のまとめ、監査報告の作成 

（注）2020 年度は、監事会６回開催、学童保育所訪問２回実施。 

以上 
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2020 年度 人事委員会 活動報告 

 

委員：照岡賢広（委員長、理事、大谷第二学童ＯＢ） 

鈴木孝徳（副委員長、副理事長、育成支援部部長） 

鴛海雅弘（委員、理事、大石学童ＡＯＢ） 

石田真理（委員、理事、大石南学童ＯＢ） 

長谷川義水（委員、理事、サポート職員兼育成支援部副部長） 

田畠千春（委員、理事、準サポート職員） 

佐藤智香子（委員、理事、事務局次長） 

桑原明子（委員、専務理事、大石北小第二学童保護者） 

※役職名は 2020 年 6 月 1 日時点のもの  

 アドバイザー 

萩原和也（理事長） 

髙野ゆう子（育成支援部副部長）  

 

１．活動報告（会場は青少年センター） 

回数 開催日 内容 

１回 7月 3日（金） 試用期間に関する面談、他 

２回 7月 8日（水） 採用面接、試用期間に関する面談、他 

３回 7月 31日（金） 採用面接、試用期間に関する面談、他 

４回 8月 28日（金） 採用面接、試用期間に関する面談、他 

５回 9月 25日（金） 試用期間に関する面談、採用試験方法再検討 

６回 10月 9日（金） 採用面接、人事調書について、他 

７回 10月 26日（月） 採用面接、試用期間に関する面談、他 

８回 11月 6日（金） 
採用面接、育児休暇取得前面談、 

支援児担当兼正規職員の評価について、他 

９回 11月 27日（金） 
採用面接、試用期間に関する面談、 

継続意向調書確認、面談日程調整、他 

１０回 12月 11日（金） 人事意向調書による面接、職員配置検討、他 

１１回 12月 18日（金） 人事意向調書による面接、職員配置検討、他 

１２回 12月 21日（月） 採用面接、試用期間に関する面談、他 

１３回 1月 23日（土） 採用面接、人事意向調書による面接、 

2021年度職員配置について、入社式について、他 

１４回 2月 15日（月） 採用面接、人事意向調書による面接、 

非常勤職員のポイントの見直し、他 

１５回 3月 12日（金） 採用面接、今後の採用試験方法の変更について、 

支援児担当兼正規職員の評価について、他 
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１６回 4月 23日（金） 試用期間に関する面談、欠員状況の確認、 他 

 

① 2021年度新卒（既卒）職員募集について 

・2020年 7月 4日（土）、10月 3日（土）に入社説明会を実施。オンラインでなく対面

での説明会（例年通り）を行った。 

・コロナ過で冬期の入社説明会は実施できなかったため、随時、希望者への個別面談に

よる法人概要の説明を行った。 

・2021年 4月採用…新卒採用６名、既卒採用２名 

② 人事採用選考について、公正な採用選考を実施するため、選考方法を一部変更した。 

③ 人事面談には萩原理事長に同席を依頼した。 

④人事委員会経験者（髙野副部長）を人事アドバイザーとして引き続き委員として参加し

て頂いた。 

⑤採用内定を出すが、その後辞退されるケースがあった。応募者が複数会社から内定をと

り選択する実態がある。 

 

２．活動内容 

① 職員の待遇の改善に向けた取り組み 

  ・職員の育成、帰属意識の向上（メンター制度） 

  ・職員マネージメントの改善（準サポートの人数を増やした） 

  ・補助員の時給ポイント、手当の見直し 

  ・2020 年 10 月より感染症等拡大防止対策手当を正規及び正規代替職員に支給 

（月 1 万円） 

② 各学童保育所への人事的支援対応 

 ・各学童の保育・職員関係問題などの対応、職員欠員対応、 

 ・特別支援児担当職員（なかよしサポーター）に正規職員を配置。なかよしサポータ

ーの欠員解消を図った。 

③ 研修、育成、評価に関すること 

  ・採用試験項目の見直し、評価項目の整理を行う 

  ・無資格者正規も含めた新規職員の研修制度 

  ・2021 年度より人事評価制度を実施するための準備を行った 

 

３．次年度への課題 

・人材確保とマネージメント・育成の強化 

・採用試験項目の検討（学科テストなど） 

・上がり続ける最低賃金への対応 
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２０２０年度 財務委員会 活動報告 

 

 

委員：夏原千幸（委員長、理事、尾山台学童保育所保護者） 

   佐藤智香子（副委員長、理事、事務局次長） 

   鴛海雅弘（副会長、理事、大石学童保育所Ａ保護者ＯＢ） 

   綾部弘一郎（理事、大谷学童保育所保護者） 

   萩原和也（理事長） 

   桑原明子（専務理事） 

   菊地直美（瓦葺小学童保育所Ｂ職員）、池田暁希（大谷学童保育所職員） 

 

１．活動報告 

回数 開催日 会場 内容 

１回 ６月１７日 青少年センター 予算の展望 

夏季賞与について 

新退職金制度について 

＊労使交渉・懇談会も兼ねる 

２回 ９月 ７日 青少年センター  予算執行状況について 

 通信費について 

 賞与について 

＊労使交渉・懇談会も兼ねる 

３回 １１月 ２日 リモート会議 

 

 予算執行状況について 

 年末・期末及び正規支援児担当の賞与に

ついて 

 職員評価制度について 

＊労使交渉・懇談会も兼ねる 

４回 １月１８日 リモート会議 

 

 予算執行状況について 

 2021年度新規事業について 

 期末賞与について 

 正規支援児担当の賞与について 

＊労使交渉・懇談会も兼ねる 

５回 ３月 ８日 リモート会議 

 

 本年度決算の見通しについて 

 来年度予算の見通しについて 

 就業規則類改正について 

＊労使交渉・懇談会も兼ねる 
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２．活動内容 

 

① 予算執行状況の確認 

本年度も、毎月の理事会に合わせて迅速な予算の執行状況の確認に努め、理事会全体へ

の現状の周知を行い、その都度予算に対して決算額がどうであったか、その理由を確認し、

見通しを立てることで健全な財務状態への関心を高め、適正な財務状況の把握と執行状況

を確保しました。 

    

② 法人の中長期事業計画の立案、実施 

職員数の増加により中小企業退職金共済から退会せざるを得なくなったため、前年度よ

り検討していた新退職金制度への切り替え及び退職金規程の変更を行いました。 

また、就業規則類の改正に伴い、役職手当や非常勤職員のポイント見直しを行い、職員

の意欲向上及び欠員解消につなげる改正を行いました。 

コロナ禍という特殊な状況下でありますが、雇用や労務に関する法令の改正に対しても

財務状況の管理と併せ、適格かつ迅速に理事会や事務局と連携し、今後も取り組んでいき

ます。 

 

③ 予算案・決算案作成 

前述のようにコロナ禍という特殊な状況下でも、迅速かつ積極的に予算の執行状況の把

握や修正に努め、予算案及び決算案の作成に能動的に関与しました。 

また、職員労働組合とも毎回懇談し、職員側の要望の吸い上げを行い、情報共有に努め

てまいりました。 

  来年度も引き続き、財務業務を通して当法人の健全な運営に寄与していきます。 

  



 

- 55 - 

 

２０２０年度 入所管理係 活動報告 

 

２０２０年度から入所管理業務は委員会に替えて担当理事、事務局および担当職員で遂行す

ることとした。 

 

担当理事：小原 京子（東小学童保育所保護者） 

萩原 和也（理事長） 

桑原 明子（専務理事） 

佐藤 智香子（常任理事事務局次長） 

事務局 ：鈴木智子、岡安絹代 

アドバイザー 

：多賀 誠（瓦葺小学童保育所Ａ ＯＢ） 

担当職員：須藤 三保（中央小学童保育所職員） 

程田 学（大石南小学童保育所職員） 

石田 千佳（平方西学童保育所職員） 

金澤 えりか（大石第三学童保育所職員） 

齋藤 美紀（上尾小第二学童保育所職員） 

 

１． 活動報告 

 2021 年度新規入所については新型コロナウイルス感染拡大防止のため、全体説明会の実

施を見送り、入所資料を学童保育所等に配布することとした。 

活動内容 時期 場所 備考 

新規入所案内ポス

ター掲示 

９月～ 市内公共施設、保

育所、幼稚園（一

部） 

 

新規入所資料配布 １０月１２日

～ 

学童保育所、市内

保育所、事務局 

 

新規入所申請受付 １０月１２日

～ 

事務局  

新規入所申請締め

切り 

１２月２６日 

 

 新型コロナウイルス感染拡

大の影響により、締め切り

後も随時、申請を受理 

入所審査 １月９日 青少年センター 新規入所申請児童の入所先

学童保育所決定 

決定通知発送 １月２２日   

学童保育所利用入 ２月６日～２ 文化センター  
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２．活動内容 

（１）新規入所説明会 

２０２１年度新規入所については新型コロナウイルス感染拡大防止のため、全体説明会

の実施を見送り、入所資料を学童保育所等に配布することとした。 

 

（２）入所手続きの変更 

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、申請手続きを行う事務局窓口の混雑を緩和す

るため、郵送による申請申し込みを可能とした。郵送の場合は、後日返送する書面の送付

切手を同封することを条件とした。 

これまで、入所金、傷害保険料は事務局での入所手続き前に振込、４月分保護者負担金

は３月の口座引き落としで納入、という順序で行ってきたが、今回から、２月の利用入会

申込の際に事務局で現金支払とした。その結果、多く発生していた新１年生の４月分口座

引き落としの未納をほぼ完全に防ぐことができた。 

 

（３）保護者負担金口座引き落とし手段の追加 

  ゆうちょ銀行からの自動振替に加え、２０２１年度から「りそなネット」を利用してほ

ぼすべての金融機関から保護者負担金の自動振替を可能とした。 

 

（４）退所手続きの変更 

  保護者の利便性を向上するため、当月申請で当月末退所を可能とした。保護者負担金が

前月に納入のため、返金手続きを考慮して退所届の提出を事務局のみとしたが、保護者か

らはおおむね好評だった。 

 

（５）２０２０年度の途中入所と退所状況 

月 児童数（毎月１日付） 入所者数 退所者数 

４月 ２０４６ ― ３７ 

５月 ２０１５ ６ ３８ 

６月 １９８１ ３ ６６ 

７月 １９２６ ９ ５３ 

８月 １８７８ ３ ３９ 

９月 １８４５ ５ ４２ 

１０月 １８１４ １０ ３７ 

１１月 １７８１ ３ ２４ 

１２月 １７６７ ７ ２７ 

１月 １７４１ １ ３０ 

会申込 月１５日 

学童保育所説明会 ３月中 各学童保育所  
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２月 １７１２ １ １９ 

３月 １６９３ １ １５３ 

 

３．次年度への改善点 

・新型コロナウイルス感染拡大防止対策の継続 

 ・途中入所申請の柔軟対応 

 ・入所申請の電子化 
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２０２０年度 特別支援保育委員会 活動報告 

 

委 員 ：大塩 明（委員長、法人理事、大石学童Ａ保護者） 

市川 久美子（副委員長、法人理事、大石北Ａ職員） 

中富 英二（法人理事、東町学童ＯＢ） 

事務局 ：鈴木 孝徳（副理事長・原市南学童、エグゼクティブマネージャー） 

     髙野 ゆう子（育成支援副部長） 

職員委員：白濵裕子（東町学童職員） 

 丸山 美和子（上尾小第 3学童） 

 河内 靖成（上尾小学童、エリアマネージャー） 

 

１．活動報告 

回数 開催日 会場 内容 

１回 ７月９日（木） 青少年センター 

・入退所児童報告 

・臨床心理士巡回指導報告 

・加配対象にして欲しいと保護者か

ら要望についての審議 

・2か月承認の審議 

・移動ヘルパーについて 

２回 8月 20日（木） 青少年センター 

・入所児童報告 

・臨床心理士巡回指導報告 

・2か月承認の再審議 

・なかよしサポーター学習会の報告 

３回 ９月 17日（木） 青少年センター 

・入退所児童報告 

・臨床心理士巡回指導報告 

・特別支援保育入所説明会の確認 

 10月 10日（土） 青少年センター ・2021年度特別支援児入所説明会 

４回 10月 22日（木） 青少年センター 

・入退所児童報告 

・臨床心理士巡回指導報告 

・支援児の登所日数報告 

・入所説明会の報告と進歩状況確認 

・支援児との関わりに起因するけが

等 

・移動ヘルパーの見直し 

・ハイリスク家庭について 

５回 11月 12日（木） 青少年センター 
・入退所児童報告 

・臨床心理士巡回指導報告 
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・支援児の登所日数報告 

・入所説明会後の進歩状況確認 

・移動ヘルパーについて 

・支援児の関わりに起因するけがや

精神的に厳しい状況について 

・気になることもの後追い 

６回 12月 10日（木） 青少年センター 

・入退所児童報告 

・臨床心理士巡回報告 

・支援児の登所日数報告 

・入所審査 

・移動ヘルパーについて 

・支援児の関わりに起因するけがや

精神的に厳しい状況について 

７回 12月 28日（月） 青少年センター 

・入退所児童報告 

・臨床心理士巡回報告 

・支援児の登所日数報告 

・入所審査 

・要対協で関わっている家庭の報告

及び確認 

・移動ヘルパーについて 

・支援児の関わりに起因するけがや

精神的に厳しい状況について 

８回 2月 19日（金） 青少年センター 

・入退所児童報告 

・臨床心理士巡回報告 

・支援児の登所日数報告 

・なかよしサポーター学習会の報告 

・下校見守りについてのルールにつ

て 

・支援児の関わりに起因するけがや

精神苦痛について 

9回 3月 15日（月） 青少年センター 

・入退所児童報告 

・臨床心理士巡回報告 

・支援児の登所日数報告 

・なかよしサポーター学習会の報告 
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・支援児の関わりに起因するけがや

精神苦痛について 

10回 5月 20日（木） 青少年センター 

・入退所児童報告 

・臨床心理士巡回報告 

・支援児の登所日数報告 

・入所児童 2か月承認審議 

・なかよしサポーター学習会の報告 

・支援児の関わりに起因するけがや

精神苦痛について 

 

１．活動報告 

 2020 年度は 22 クラブに総計 51 人の特別支援児童が在籍してスタートしました。特別支

援児は年々増加しており、当委員会では引き続き、調査・連携・確認・情報交換に努めまし

た。 

 上尾市の事業による臨床心理士の学童保育所巡回指導は５年目を迎え、回数も年間 14 カ

所 28 回（1 カ所につき 2 回の巡回）を行い、さらに充実した取り組みとなりました。担当

の 2 人の臨床心理士が育成支援に関しての助言を行い、職員が実践して効果を上げていま

す。 

 なかよしサポーターな新たな人員を採用するに伴い、専門的知識及び技能の習得、支援児

育成の研修が必要となりますが、今年度も毎月の学習会を通じて、職員の育成に力を向けて

きた 1年となりました。 

 特別支援児を対象とした入所説明会を、全体の説明会に先行して開催することも４年目と

なり、保育所・幼稚園の見学や体験保育、引き続いての入所判定という一連の流れも円滑に

なりつつあります。 

 

２ 活動報告 

①各学童の新規入所児及び在籍児調査・把握 

（状況把握、成果、課題等の抽出） 

②支援児以外の「気になる児童」についての調査・把握 

③上尾市の臨床心理士による巡回指導の検証 

④新規入所受付・入所判断 

⑤途中入所希望児の対応 

⑥在籍支援児児童の登所日数調査 

⑦疾病児童の入所規程整備、対応検討 

⑧特別支援学習会の振り返り検証 

⑨放課後デイと学童の併用 

⑩学校敷地外学童の特別支援児の下校時の見守りについて 
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３．次年度への課題 

○臨床心理士巡回による育成支援の更なるスキルアップと効果的なフィードバック 

○支援児ひとりひとりの障害に対応した適切な発達支援の実施 

○支援児担当職員の専門的知識及び技能の更なる向上、研修体制の精査 

○病児入所基準の整備 

〇支援児の関わりに起因するけがや精神苦痛について対応と検証 
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２０２０年度 育成支援委員会 活動報告 

 

委員：長谷川義水（委員長 理事）、西川正（副代表理事 尾山台保護者ＯＢ）、夏原千幸 

（尾山台保護者 理事）、鈴木孝徳（副代表理事 育成支援部部長）、松本絵梨香（準 

サポート）、齋藤みどり（準サポート）、斎ケ原佳子（富士見第二学童職員）、丸山加 

寿子（芝川第三学童職員）、池田彩那（大石Ａ学童職員）、大根田みなみ（上平小Ａ 

学童職員、石川彩乃（大石Ｂ学童職員）、友光結愛（平方北小学童職員） 

 

１．活動報告  

回数 開催日 開場 内容 

１回 ７月７日（火） 青少年センター ・昨年度活動の振り返り 

２回 １０月５日（月） 青少年センター ・年間スケジュール確認 

３回 １１月１３日（金） 中央小学童 ・保育指針（案）見直し 

 ３つの柱 

 事実、見立て、手立て 

 Ｓｃｅｎｅ１「登所」 

４回 １１月１６日（月） 中央小学童 ・保育指針（案）見直し 

 Ｓｃｅｎｅ２「宿題」 

 Ｓｃｅｎｅ３「遊び」 

 Ｓｃｅｎｅ４「おやつ」 

５回 １２月１８日（金） 青少年センター ・保育指針（案）見直し 

 Ｓｃｅｎｅ４「おやつ」 

 Ｓｃｅｎｅ５「そうじ・片付け」 

６回 １月２２日（金） 中央小学童 ・保育指針（案）見直し 

 Ｓｃｅｎｅ順の見直し 

Ｔｏｐｉｃの確認 

 Ｓｃｅｎｅ６「降所」 

７回 ２月１８日（木） 青少年センター ・保育指針（案）見直し 

 Ｔｏｐｉｃ１「行事」 

８回 ２月２６日（金）  ・保育指針（案）見直し 

Ｔｏｐｉｃ２「ケンカ」 

９回 ３月１２日（金） 青少年センター ・保育指針（案）見直し 

Ｔｏｐｉｃ３「ケガ」 

Ｔｏｐｉｃ４「班活動」 

 ３月１６日（火）  ・全学童に保育指針（案）と質問書を 

配布 

 ３月２４日（水）  ・質問書回収 
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２．活動内容 

育成支援の指針作成について 

 コロナウイルスの関係で、委員会開催が思うようにできない１年となりました。 

 指針作成のため、当初は指針（案）をもとに、全正規職員間で議論しながら確認してい 

 く予定でしたが、それも出来なくなりました。 

そのため、委員会の中での議論と確認が主となりました。委員の中に、経験の浅い職員 

を入れて、そういった職員でも指針に書かれていることが理解できるかを確かめながら 

作成していきました。 

委員会内で指針（案）の確認を終えた段階で、全学童に配布し、不明点等をあげてもら 

い、再度委員会で検討し、「生き活木」「育成支援の基本手順」「日々の保育の中で（登所、 

遊び、おやつ、宿題、そうじ・片付け、降所行事、ケンカ、ケガ、班活動」）をまとめ、 

Ver.１として２０２１年度内に発行予定です。 

 

３．次年度以降の課題 

〇育成支援の指針の中の「家庭との関わり」「学校・地域との関わり」について引き続き 

検討していきます。 

〇指針をもとに、育成支援の質の向上を目指します。 

そのための方法として、グループリーダーを対象とした研修を組み、「日誌」「児童票」 

「おたより」を通じ、育成支援に必要な「子どもの事実」「見立て」「手立て」を学ん 

でいきます。その後、グループ会議で、リーダーから、グループ内の各職員に研修で 

学んだことを伝えていき、職員全体の育成支援の質の向上につなげていきます。 

 

 

 

  



 

- 64 - 

 

２０２０年度 サポート・準サポート 活動報告 

 

構成：長谷川義水（サポート）、高野ゆう子（部長代理）、田畠千春（準サポート） 

河内靖成（準サポート）、齋藤みどり（準サポート）、松本絵梨香（準サポート） 

 

１．会議内容報告  

  基本、毎週の運営会議後に会議を設けました。 

  上記以外にも、必要に応じて会議を設けました。 

時期 内容 

１学期 

・各委員会や係への職員配置について 

・グループ会議のルールについて 

・コロナ禍での一日保育の注意事項まとめ 

・コロナ禍での人員配置の整理やヘルプ対応 

・夏季盆休期間開設に向けた調整 

２，３学期 

・人事評価に向けた準備 

・アレルギー対応について、リスクとハザードの

整理と全体への通知  

・アレルギー対応について、新たに係設置の準備 

・育成支援関連マニュアル、ルールの整理  

・メンターメンティー組み合わせについて 

・次年度リーダーワーク準備 

長期休暇前 ・長期休みの欠員対応調整 

常時対応 

・各学童対応 

・主任会議について 

・リーダー会議について 

・運営会議からの課題（コロナ対応等） 

 

２．活動内容 

 〇グループ、ユニット制度について 

  毎年、多くの退職者が出るが、その要因として「各学童、正規２名」という狭い職場 

環境での人間関係の悩みが挙げられます。 

改善策として、現場の仕事に影響が出ない形で、リーダーを中心に複数のクラブが集 

まるグループ会議を週２回設定し、２名だけという人間関係の息苦しさを緩和するた 

めの、時間を作りました。 

また、グループ内で保育討議をする際、各クラブ２名の正規だけで行うより広い視点 

をもとに、「事実」「見立て」「手立て」の整理ができ、実際の保育で活かせるようにな 

りました。 



 

- 65 - 

 

結果として、今年度は退職者２名という、例年に比べてもかなり少ない数にまで抑え 

られたこと、保育討議を深められたことから、グループ会議の目的は果たせたと思い 

ます。 

～現場からの声 アンケートから抜粋～ 

・保育討議で、様々な視点での意見やアドバイスがもらえたことが、自分自身の勉強 

になった。 

・活発な情報交換や気兼ねなく相談がしやすく、疑問や問題点、悩みも解決できた。 

・提出書類やの事務仕事の締め切りの相互確認ができ、ミスを予防することが出来た。 

・２人だけでクラブを背負っているのではないという安心感。孤立防止になった。 

・シフトの調整や応援体制に困った時にすぐに話が出来て良かった。 

・新人職員へのフォロー体制が複数でできた。 

 

これらの実現のためには、リーダーの力が何よりも必要となるため、リーダーの役割 

を明確にし、育成に努めました。 

〇３年未満（初任者）の支援員同士で構成された学童をどう支えるか。 

  巡回を通じて悩みを聞き、時には話し合いの場を設けるなどして対応してきました。 

  サポートだけでは補えない部分については、グループやユニット内のクラブにも支え 

てもらうなどリーダーを通じて働きかけを行いました。 

〇働く上で、職員のモチベーションが上がるような方法の模索。 

  コロナ禍の状況では、学童での感染防止対策に追われる日々が続き、職員のモチベー 

ションを上げるところまでは対応できませんでした。 

このことを踏まえ、頑張っている職員に報いることができるよう来年度に向けて人事 

評価についての検討を始めました。 

また、少しでも業務が円滑になるように、マニュアルの作成に努めました。 

〇人員（支援員・補助員）不足による対応。 

今年度は欠員で始まった学童が多いにも関わらず、コロナ禍で小学校休業による一日 

保育が３月から３カ月も延び、緊急対応として連日応援に入り欠員学童を支えてきま 

した。 

人員不足の状況は続きましたが、今年度から、体制不足については相談ルートを決め 

て対応してきました。 

そのルートの中では、各グループのリーダーが中心となって迅速に進めてくれたこと 

で、サポートとしても各学童としても大いに助けられました。 

〇人事配置の際、有資格者と無資格者とのバランス 

 採用される職員の中には、少なからず無資格の職員がいるため条例の開設要件を満た 

すための配置の調整が引き続きの課題となっています。 

このことについて、運営会議での話し合いを通じ、無資格者であっても年度内に認定 

資格研修を受講する予定の職員については「みなし資格」とすることになり、多少は 

改善に進みました。 
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３．次年度以降の課題 

  エリアマネジャーとして、以下の課題に取り組んでいきます。 

  ・職員全体の半数が３年未満の職員であることから、研修体系の根本的な見直し。 

  ・リーダーの育成。 

・人事評価制度の遂行。 

  ・職員全体の育成支援の力量の底上げ。 

・働く上で、職員のモチベーションが上がるような方法の模索。 

・３年未満（初任者）の支援員同士の学童をどう支えるか。 

  ・人員（支援員、補助員）不足による対応。 

  ・人事配置の際、有資格者と無資格者とのバランス。 

  ・グループによっては、２つの学童だけで構成されているところもあり、地域を超え 

た交流 
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２０２０年度 埼玉県学童保育連絡協議会（県連協）活動報告 

 

県連協副会長  萩原和也（代表理事・理事長） 

県連協運営委員 桑原明子（専務理事） 

 

＜初めに＞ 

埼玉県は、自らを「学童保育先進県」として位置付け、他地域に先駆けて「常勤指導員

２名を配置する人件費補助制度」や「県放課後児童クラブ運営基準」を策定しています。

その成果をもたらしたのは埼玉県学童保育連絡協議会（県連協、１９７３年発足）と、埼

玉県学童保育指導員連絡協議会（県指連協、１９７６年）の長年にわたる地道な運動によ

るものです。 

県連協は、埼玉県から放課後児童支援員認定資格研修の実施開催について、事業委託を

受けるために法人格を持つ一般財団法人子ども放課後サポートセンターを設立し、認定資

格研修を実質的に実施しています。支援員と保護者、子どものそれぞれを支える立場で学

童保育を推進してきた県連協が認定資格研修を実施することは大変有意義なことですが、

県連協そのものは任意団体であるため事業委託の実施主体になれず、その社会的地位にふ

さわしい立場とはなっていません。また、県連協の財政を支えている「日本の学童ほいく

誌」の購読部数減少への対処や、長きにわたり任意団体として活動を続けてきた結果生じ

ている現状に即していないガバナンスなど、組織運営について種々の問題が生じておりま

した。 

２０２０年度、当会から参加している萩原は県連協の副会長として県連協組織改革（任

意団体から法人格を持つ団体への変更、専従の最高責任者の設置等々）について提案を重

ねてきましたが、その検討は遅々として進まず、その間にも種々のガバナンス上の問題が

発生し、都度、改善を求めてきました。残念ながら、改善への動きが明確となることはあ

りませんでした。 

これらの事態を鑑み、当会は「組織運営に問題がある団体に、保護者からいただくお金

と補助金で運営されている法人から資金を拠出することはできない」という判断のもと、

県連協との関係を見直すこととし、理事会で審議を重ねました。その結果、２０２１年度

から、当会から県連協および県指連協の会費を拠出することはせず、支援員が個人で参加

することは妨げない、との方針を決定しました。県連協、県指連協が主宰する研修に参加

する場合も、これまでの法人拠出から個人での支出で個人で参加することとしました。 

なお、引き続き、当会は埼玉県の学童保育の発展に対して支援と協力を続けていきます。 
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２０２０年度県連協活動報告 

オンライン参加は萩原 

回数 開催日 会場 内容 

１ ６／３ オンライン 県連協三役会議 

２ ６／１０ オンライン 県連協運営委員会 

３ ６／２０ オンライン 県連協代表委員会 

４ ７／４ オンライン 県連協総会 

５ ８／５ オンライン 県連協三役会議 

６ ８／１２ オンライン 県連協運営委員会 

７ ８／１６ オンライン 県連協臨時三役会議 

８ ９／１０ オンライン 県連協運営委員会 

９ １０／１４ オンライン 県連協運営委員会 

１０ １０／２０ オンライン 県連協臨時三役会議 

１１ １１／１１ オンライン 県連協運営委員会 

１２ １１／２４ オンライン 県連協臨時三役会議 

１３ １２／２ オンライン 県連協三役会議 

 １２／１８  県連協への申し入れ（改善要望） 

 １／２０  県連協より返答 

 １／２２  県連協への返答（再度の改善要望） 

 ２／８  県連協より返答 

 ２／２６  県連協への申し入れ（個人加盟の検討

要望） 

 ４／２１  県連協より返答 
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学童（低学年・高学年） 利用人数

1～3年 4～6年 全学年 1～3年 4～6年 低学年 高学年

5 上尾小 45 39 39 6 39

31 上尾小第二 37 31 20 17 32

39 上尾小第三 33 28 27 6 29

10 東町 70 61 58 12 61

26 東町第二 28 25 19 9 24

20 中央小 67 63 57 10 57

35 中央小第二 45 37 32 13 39

7 東小 80 68 60 20 70

28 東小第二 43 39 39 4 37

11 富士見小 61 55 48 13 53

24 富士見小第二 30 24 21 9 26

40 富士見小第三 31 27 26 6 27

17 平方西 平方小 285 46 42 16.1 30 16 39 128 157 23.44 10.19

16 平方 平方東小 274 72 62 26.3 59 13 64 166 108 35.54 12.04

32 平方北小 平方北小 133 33 27 24.8 19 14 30 59 74 32.20 18.92

1 尾山台 尾山台小 192 29 26 15.1 18 11 25 80 112 22.50 9.82

2A 瓦葺小Ａ 53 46 40 13 45

2B 瓦葺小Ｂ 51 45 35 16 45

3 原市 49 41 30 19 43

21 原市第二 53 46 43 10 46

34 原市第三 40 33 28 12 36

4 原市南 42 33 31 11 37

36 原市南第二 34 29 25 9 30

13A 大石A 50 43 33 17 43

13B 大石B 49 38 30 19 42

23 大石第二 38 31 26 12 32

33 大石第三 44 33 23 21 38

15A 大石北小A 47 38 36 11 39

15B 大石北小B 44 33 30 14 37

27 大石北小第二 63 58 46 17 53

14 大石南小 大石南小 269 44 42 16.4 33 11 38 133 136 24.81 8.09

9A 上平小Ａ 63 50 43 20 56

9B 上平小Ｂ 55 44 39 16 48

8 上平北 上平北 247 35 28 14.2 25 10 31 115 132 21.74 7.58

6 芝川 59 53 48 11 49

25 芝川第二 48 39 29 19 41

38 芝川第三 32 28 24 8 28

12A 今泉小Ａ 64 57 57 7 56

12B 今泉小Ｂ 46 41 39 7 39

19 大谷 59 55 44 15 50

22 大谷第二 36 32 26 10 31

29 大谷第三 32 28 21 11 29

18 鴨川小 56 48 40 16 48

37 鴨川小第二 33 26 25 8 27

30 西小なかよし 西小 447 53 49 11.9 44 9 46 233 214 18.88 4.21

22小学校 11,026 2,122 1,821 19.25 1,565 558 1,835 5,455 5,572 28.69 10.01

525 248 277

234 218

今泉小 499 22.0 279 220

14.62

上平小 487

鴨川小 452 19.7 27.78 11.01

34.41 6.36

芝川小 538 25.8 278 260 36.33

24.2 235 252 34.89

24.78 14.71

11.02

14.29

大石北小 741 14.8 360 381 31.11

7.89

原市南小 14.5 22.58 7.22

大石小 921 19.7 452 469

富士見小 661 18.5 331 355 28.70

8.36

13.9

512

823 14.9 397 402 24.94 5.97

中央小 550 20.4 275 275 32.36

22.5 275 237

東町小

31.27

2021年度学童保育在籍児童数 4月1日現在　　　　　＊小学校児童数は2021年4月3日時点

366

12.24

28.71 8.87大谷小 723 17.6 317 406

35.38

282

学校（低学年・高学年）

212 222

原市小 608

434

学童保育所

児童数

瓦葺小

東小

小学校名
小学校在籍

児童数
入所率世帯数

13.06

339 21.04 6.19

上尾小

24.0

23.4

合計40施設45クラブ

入所率

326 35.82 12.58

学童

番号
学童名

705
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＊小学校児童数は2021
年4月3日時点

区分 開設年月

移転・改築・
増築

入居施設建
築年月 設置場所 構造

県基準学童
専用面積

平均児童一人

当たりの面積 総面積
平均児童一人

当たりの面積 2021年度児童数

上尾小 9 45 39
公設民営

1975.4.
（S50.4）

1986.12.11／
2011.3

学校敷地内専用施
設

木造平屋建 94.40 2.42 136.56 3.50 0

上尾小第二 31 37 32
民設民営

2016.5.
（H28.5）

1992年10月 雑居ビル 鉄骨造7階建 75.98 2.37 118.33 3.70 3,369,600

上尾小第三 39 33 29
民設民営

2020.9.
（R2.9）

1992年10月 雑居ビル 鉄骨造7階建 87.30 3.01 133.36 4.60 4,488,000

東町 20 70 61
公設民営

1989.4
（H1.4）

1989.5.25 民有地専用施設 軽量鉄骨造平屋建 76.20 1.25 96.20 1.58 140,000

東町第二 26 28 24
民設民営

2009.8
（H21.8）

民家・アパート 木造平屋建 46.80 1.95 52.06 2.17 1,555,200

中央小 13 67 57
公設民営

1978.4
（S53.4）

2007.3
学校敷地内専用施
設

木造平屋建 117.60 2.06 148.64 2.61 0

中央小第二 35 45 39
民設民営

2018.4
（H30.4）

1990年6月 民家・アパート 木造平屋建 77.65 1.99 104.34 2.68 3,000,000

東小 11 80 70
公設民営

2012.4
（H24.4）

2002年12月
学校敷地内専用施
設

木造平屋建 102.69 1.47 173.07 2.47

東小第二 28 43 37
公設民営

1977.4
（S52.4）

1985.11 民有地専用施設 軽量鉄骨造平屋建 111.50 3.01 130.78 3.53 0

富士見小 3 61 53
公設民営

1972.4
（S47.4）

1988.3.10／
2012.4

小学校建物内専用
区画

鉄筋コンクリート 128.50 2.42 174.20 3.29 0

富士見小第二 24 30 26
民設民営

2008.8
（H20.8）

2007年4月 民家・アパート 鉄筋コンクリート 57.50 2.21 63.90 2.46 2,160,000

富士見小第三 40 31 27
民設民営

2020.10
（H20.8）

2020年10月 民家・アパート 鉄骨造 89.70 3.32 89.70 3.32 3,564,000

平方西 16 46 39
公設民営

1982.4
（S57.4）

1994.3.22 民有地専用施設 木造平屋建 79.40 2.04 95.23 2.44 299,200 285

平方 6 72 64
公設民営

1974.4
（S49.4）

1984.10.11 民有地専用施設 軽量鉄骨造平屋建 70.50 1.10 72.68 1.14 0 274

平方北小 32 33 30
公設民営

2017.4
（H29.4）

学校敷地内専用施
設

木造平屋建 83.42 2.78 162.00 5.40 0 133

尾山台 1 29 25
公設民営

1970.11
（S45.11）

1983.11／
1995.3

学校敷地内専用施
設

木造平屋建 94.30 3.77 106.48 4.26 0 192

瓦葺小Ａ 53 45
公設民営

80.92 1.80 131.39 2.92

瓦葺小Ｂ 51 45
公設民営

68.02 1.51 114.50 2.54

原市 3 49 43
公設民営

1972.4
（S47.4）

1988.2.26
学校敷地内専用施
設

軽量鉄骨造平屋建 76.20 1.77 96.20 2.24 0

原市第二学童に
こにこクラブ 21 53 46

公設民営

2007.10
（H19.10）

2019.1.21
小学校建物内専用
区画

鉄筋コンクリート 85.93 1.87 131.78 2.86 0

原市第三 34 40 36
公設民営

2018.4
（H30.4）

小学校建物内専有
区画

鉄筋コンクリート 63.90 1.78 65.45 1.82 0

原市南 6 42 37
公設民営

1974.6
（S49.6）

1990.12.13
学校敷地内専用施
設

軽量鉄骨造平屋建 76.20 2.06 96.20 2.60 0

原市南第二 36 34 30
民設民営

2019.7
（R1.7）

1999.1 民家・アパート 軽量鉄骨造2階建 79.08 2.64 209.55 6.99 2,400,000

大石A 50 43
公設民営

57.13 1.33 80.33 1.87

大石B 49 42
公設民営

70.43 1.68 80.33 1.91

大石第二 23 38 32
民設民営

2008.8
（H20.8）

民家・アパート 木造2階建 56.10 1.75 96.97 3.03 1,200,000

大石第三 33 44 38
公設民営

2017.4
（H29.4）

1989年　1月6
日

民有地専用施設 軽量鉄骨造平屋建 76.20 2.01 96.20 2.53

大石北小A 47 39
公設民営

1985.4
（S60.4）

1985.11.18／

2016.4移動分割 85.41 2.19 154.30 3.96

大石北小B 44 37
公設民営

1985.4
（S60.4）

1985.11.18／

2016.4移動分割 86.24 2.33 127.52 3.45

大石北小第二 27 63 53
民設民営

2009.8
（H21.8）

1987年7月 民家・アパート 鉄骨造3階建 81.50 1.54 130.85 2.47 1,800,000

大石南小 14 44 38
公設民営

1979.4
（S54.4）

1989.1.6／
2018.1

小学校建物内専用
区画

鉄筋コンクリート 160.00 4.21 263.00 6.92 269

上平小Ａ 63 56
公設民営

82.62 1.48 156.06 2.79

上平小Ｂ 55 48
公設民営

1986.7.1／
2014.3 96.11 2.00 142.56 2.97

上平北 15 35 31
公設民営

1981.4
（S56.4）

1981.8／
1992.3

民有地専用施設 軽量鉄骨造平屋建 89.40 2.88 93.22 3.01 222,000 247

芝川 5 59 49
公設民営

1973.1
（S48.1）

1984.10.11／
1998.3

学校敷地内専用施
設

木造平屋建 84.40 1.72 95.02 1.94 0

芝川第二 25 48 41
民設民営

2008.8
（H20.8）

2013 民家・アパート 木造平屋建 74.27 1.81 94.32 2.30 1,800,000

芝川第三 38 32 28
民設民営

2019.10
（R1.10）

2019.10.1 民家・アパート 軽量鉄骨造平屋建 101.03 3.61 182.80 6.53 1,800,000

今泉小Ａ 2 64 56
公設民営

1971.4
（S46.4）

1990.3.20／
2020．4.1

小学校建物内専用
区画

鉄筋コンクリート 85.04 1.52 85.04 1.52

今泉小Ｂ 41 46 39
公設民営

2021.4
（R3.4）

1990.3.20／
2020．4.1

小学校建物内専用
区画

鉄筋コンクリート 52.80 1.35 52.80 1.35

大谷 17 59 50
公設民営

1982.4
（S57.4）

1994.3／
1996.3

民有地専用施設 木造平屋建 86.80 1.74 143.15 2.86 251,700

大谷第二 22 36 31
民設民営

2007.10
（H19.10）

1989年5月 民家・アパート 鉄筋コンクリート 73.30 2.36 109.44 3.53 2,592,000

大谷第三 29 32 29
民設民営

2015.4
（H27.4）

2000年3月 民家・アパート 鉄筋コンクリート 53.19 1.83 99.98 3.45 2,400,000

鴨川小 12 56 48
公設民営

1977.4
（S52.4）

1993.3.31／
2013.3

学校敷地内専用施
設

軽量鉄骨造平屋建 111.26 2.32 155.54 3.24 0

鴨川小第二 37 33 27
民設民営

2019.7
（R1.7）

1995年4月 民家・アパート 鉄骨造3階建 98.21 3.64 113.54 4.21 2,376,000

西小なかよし児
童クラブ 30 53 46

公設民営

2007.4
（H19.4）

小学校建物内専用
区画

鉄筋コンクリート 89.30 1.94 96.64 2.10 0 447

合計 2122 1835
公設民営30

民設民営14 ¥35,417,700 11026

学童保育基礎データ

学童名

開設順
位

4月登録
児童数

4月平均
利用児
童数

建物 地代及び家賃（年
額）

小学校規模

705

550

823

512

661

8
1975.11

（S50.11）

1982.7.28／
1997.3.15／
2014.3

学校敷地内専用施
設

軽量鉄骨造平屋建 434

10
1976.4

（S51.4）
1990.3.31／
2004.3

学校敷地内専用施
設

木造平屋建 0

1986.4
（S61.4）

学校敷地内専用施
設

軽量鉄骨造２階建 487

608

525

921

4990

538

723

452

18
学校敷地内専用施
設

木造2階建

741

19
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 直近４年間の雇用状況 

 2021年 4月 1日時点。 

 

2021年について 

・役員は 2020年度に設置。常勤は理事長、専務理事。非常勤は有識者監事 1人。 

・正規職員には、支援児担当職を兼務している者が数名含まれる。 

・2020年度からパート職員とアルバイト職員を「非常勤職員」と区分している。 

2020年度労働災害の詳細 

発生時期 所属学童 職種 災害状況 

6月 9日 
原市南第

二 
正規 

校庭で子どもと鉄棒で遊んでいて、左足を鉄棒に掛けて

回ったところ、左足ふくらはぎに負荷がかかり、痛めて

しまった。左足ふくらはぎ打撲 

6月 10日 原市南 正規 

子ども同士のけんかでＡ児がＢ児に手をあげようとし

たため、仲裁に入りＡ児の身体を抑えた時に左ひざを床

に強打した。左足打撲炎症 

7月 2日 上平北 

支 援 児

担 当 非

常勤 

倉庫の片付け作業中、タイヤを移動させようと腰に力を

入れた時に激痛が走った。腰椎捻挫 

9月 1日 東町 非常勤 

応援勤務で派遣されていた学童保育所から自転車で帰

宅途中、横断歩道を渡っていたところ、左折してきた乗

用車のバンパーが自転車の後輪付近に当たった。右足

膝、足首、甲の傷みとしびれ 

年 度 2018年 2019年 2020年 2021年 

正規職員 76人 81人 94人 97人 

役員（常勤） ― ― 1人 2人 

役員（非常勤）   2人 1人 

事務局正規職員 8人 7人 4人 4人 

特別支援児担当非常勤職員

（なかよしサポーター） 

19人 20人 17人 17人 

無期転換職員（内数）  （4人） 7人 13人 

一般非常勤職員 ― ― 211人 192人 

パート職員 69人 75人 ― ― 

アルバイト 113人 144人 ― ― 
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9月 11日 今泉小 正規 

校庭で子どもとサッカーをして走っているときに突然

目の前に子どもがきてぶつかりそうになった為、子ども

を避けたはずみで転倒し、左肩を地面に強打した。左鎖

骨骨折 

10月 3日 
大石北小

Ａ 
正規 

公園で子どもと鬼ごっこをしていて、鬼の役で走って子

どもを追いかけている途中、右膝がガクンとひねったよ

うになり、傷みが出た。右膝ベーカーのう腫 

10 月 13

日 
中央小 正規 

印刷機で印刷をしようとした時に印刷機のキャスター

に右足をぶつけた。右足第五趾末節骨折 

11 月 18

日 

富士見小

第三 
非常勤 

富士見小学校校庭で遊具のタイヤを使い、子ども達とタ

イヤじゃんけんをしていた。じゃんけんをした子どもが

タイヤを下りようとしたときにバランスを崩し、タイヤ

の上でしゃがんで待機していた当該職員の左肩に接触。

そのまま後ろ向きに転倒し、尾骨にヒビがはいった 

4 月 1 日

（手続き

開始が 11

月下旬） 

富士見小

第二 
非常勤 

新一年生から次々におんぶをせがまれ、おぶって立ち上

がろうとした時に腰に激痛が生じた。立ち上がる事、屈

むことが激痛で困難になり受診したところぎっくり腰

と診断されたが改善されず、ＭＲＩ検査の結果、ヘルニ

アと診断された。 

12月 4日 
上尾小第

二 
非常勤 

室内で卓球をしていた子どもを見守っていたところ、ス

マッシュで打った球が右目に当たった。右目の充血と下

瞼に 2ミリ程の擦り傷 

1月 4日 芝川第二 正規 

実習先の原市小学校校庭で 1輪車をしていた 1年生に付

き添っていた。バランスを崩したため支えようとしたと

ころ、一輪車が左足の膝下の内側にあたり、時間が経過

すると共に傷みが増して動きにくくなってしまった。打

撲。 

2月 20日 尾山台 非常勤 

土曜保育終了後、子どもテーブルを片付けるために持ち

上げたところ、腰に痛みが生じた。腰椎（3番、5番）圧

迫骨折 

2月 24日 
西小なか

よし 

支 援 児

担 当 非

常勤 

校庭で子どもと追いかけっこ中に、土に埋まっているタ

イヤを飛び越えたところ、足を滑らせて転倒。その際に

左足首を痛め、みるみる腫れて青く変色し、立てなくな

った。左足首の骨折。（くるぶしの内側、外側） 

3月 23日 東小 正規 

室内で、子ども同士がけんかになり、止めようとして一

人の子どもを抱きかかえて引き離そうとしたときに腰

をひねってしまった。 
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設 立 趣 旨 書 
 

 

 子どもは２１世紀を担うかけがえのない存在、社会の宝です。子どもが健やかに育つ社会、 

安心して子どもを生み育てることのできる社会を作ることは、現代社会の責務でもあります。 

 上尾の学童保育所は、学童保育が1998年に法制化される以前から30年以上に渡り市からの

財政補助も受けつつ保護者と指導員が協力しあい、昼間保護者が家庭にいない小学生に放課

後の安全で豊かな「遊びと生活の場」を保障するために学童保育の事業に取り組んできまし

た。 

 

 しかし現行の法制度では事業の運営や施設の基準が明確でないために行政の運営判断に委

ねられている部分も多く、上尾市内20カ所の学童保育所はこれまで独自の運営、経営を担っ

てきました。保育料や保育内容などについても個々の施設で異なり、また児童数の増減によ

り影響を受ける不安定な収支構造であり、そのため指導員の安定雇用も困難な状況となるな

ど様々な課題を抱えて運営して参りました。 

 

 上尾の学童保育は、そうした個々の学童保育所の運営の困難さを、市内の学童保育所が統

一した運営のルール・基準を制定し実施することで、相互に連携、補助しあえる体制を整えて

きました。学童保育所の開設時間の統一や、正規指導員の就業規則・給与規程の統一も図って

きました。また統一運営に向けて、NPO法人格の取得も視野に入れた市内20学童保育所全体

としての将来設計について検討を重ねて参りました。検討に当たっては、「私たちはどのよ

うな学童保育を望んでいるのか」ということを再確認することが不可欠と考え、「私たちの

望む学童保育像」の議論を様々な場で行い、以下のように取りまとめました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 この「私たちの望む学童保育像」の実現を目指し、市内２０学童保育所がまとまって新たな

「特定非営利活動法人」として再出発するため、学童保育所の総意をもって、「特定非営利活

動法人 あげお学童クラブの会」を設立するものであります。 

 

  平成１８年 ６月１１日  

特定非営利活動法人 あげお学童クラブの会 

                   設立者代表  

                            氏名  廣瀬 浩司    印  

  

○ 学童保育を必要としている全ての子どもたちが受け入れられること 

○ 子どもたちにとって安全で豊かな生活が送れる場（家庭に代わる居場所）

であること 

○ 親（保護者）と指導員の共同（協同）の子育ての場であり、子どもたちと

共に親たちも指導員も成長していける場であること 

○ 地域の人々と協力して子育てが行えること 

   



 

- 74 - 

 

特定非営利活動法人 あげお学童クラブの会 定款 

  
第１章 総則 

 
 （名称） 

第１条 この法人は、特定非営利活動法人 あげお学童クラブの会という。 

 

 （事務所） 

第２条 この法人は、主たる事務所を埼玉県上尾市内に置く。 

 

 （目的） 

第３条 この法人は、上尾市内に在住する児童のうち、学童保育所に在籍する児童の健全かつ安全な保育
の向上を目的として、市内の学童保育所が連携することで安定した運営に寄与するとともに、地域に開
かれた活動を行い広く市民の子育てを支援することを目的とする。 

 

 （特定非営利活動の種類） 

第４条 この法人は、次の種類の特定非営利活動を行う。 

(1) 子どもの健全育成を図る活動   
(2) 男女共同参画社会の形成の促進を図る活動 
(3) まちづくりの推進を図る活動 
 

 （事業の種類） 

第５条 この法人は、第３条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

(1)  特定非営利活動に係る事業 
①社会福祉法第２条の第２種社会福祉事業（放課後児童健全育成事業）としての、上尾市内の学童保
育所の開設・運営事業。 

②子育て支援に関する講演会、講座及びイベントなどの企画運営事業 
③子育て支援に関する書籍、雑誌等の販売事業 

 

第２章 会員 
 
 （会員の種類） 

第６条 この法人の会員は、次の３種とし、正会員をもって特定非営利活動促進法上の社員とする。詳細
は別途「会員規約」にて定める。 

 (1) 正会員 ：この法人の目的に賛同して積極的に運営に参画する個人 
 (2) 一般会員：この法人の目的に賛同して入会手続きを終了した個人 
 (3) 賛助会員：この法人の目的に賛同して援助を行う個人及び団体 
 
 （入会） 

第７条 会員として入会しようとするものは、その旨を文書で代表理事に申し込むものとし、代表理事は
正当な理由がない限り、入会を認めなければならない。 

２ 代表理事は、前項のものの入会を認めないときは、速やかに、理由を付した書面をもって本人にその
旨を通知しなければならない。 

 

 （会費） 

第８条 会員は、総会において別に定める会費を納入しなければならない。詳細は別途「会員規約」で定め
る。 

 
 （会員の資格の喪失） 

第９条 会員が次の各号の一に該当する場合には、その資格を喪失する。 
 (1) 本人から退会の申出があったとき 
 (2) 本人が死亡したとき 
 (3) 継続して２年以上会費を滞納し、催告を受けてもなお納入しないとき 
 (4) 除名されたとき 
 
 （退会） 

第１０条 会員は、退会しようとするときは、その旨を文書で代表理事に提出して任意に退会することが
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できる。 

 

 （除名） 

第１１条 会員が次のいずれかに該当するときは、理事会の議決において会員を除名することができる。
この場合、その会員に対し議決の前に弁明の機会を与えなければならない。 

(1) 法令、定款等に違反したとき 
(2) この法人の名誉を棄損し、又は目的に反する行為をしたとき 

 

 （拠出金品の不返還） 

第１２条 既に納入した入会金、会費及びその他の拠出金品は、これを返還しない。 

 

第３章 役員及び職員 
 
（役員の種類、定数及び選任等） 
第１３条 この法人に次の役員を置く。 

(1) 理事 １５人以上２５人以内 
(2) 監事 １人以上３人以内 

２ 理事及び監事は、総会において選任する。 
３ 理事の互選にて、会長を1人、副会長を若干名、理事長を1人、副理事長を1人、専務理事を1人、常任理
事を若干名定めるものとする。 

４ この法人を代表する理事（以下、「代表理事」という。）は、理事長とし、代表理事以外の理事は、法
人の業務について、この法人を代表しない。 

５ 役員のうちには、それぞれの役員について、その配偶者若しくは３親等以内の親族が１人を超えて含
まれ、又は当該役員並びにその配偶者及び３親等以内の親族が役員の総数の３分の１を超えて含まれる
ことになってはならない。 

６ 監事は、理事又はこの法人の職員を兼ねることはできない。 
 
（役員の職務） 
第１４条 会長は、この法人の基本理念の指導にあたる。 
２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、あらかじめ理事会において
定めた順序に従って、その職務を代行する。 

３ 理事長は、この法人の業務を総理する。 
４ 副理事長は、理事長を補佐するとともに、この法人の育成支援業務について、その責を負う。 
５ 専務理事は、理事長を補佐して、この法人の業務を執行し、理事長に事故あるときは、その職務を代行
する。 

６ 常任理事は、専務理事と協力し、理事長および副理事長を補佐する。 
７ 理事は、理事会を構成し、この定款の定め及び総会又は理事会の議決に基づき、この法人の業務を執
行する。 

８ 監事は、次に掲げる職務を行う。 
(1) 理事の業務執行の状況を監査すること 
(2) この法人の財産の状況を監査すること 
(3) 前２号の規定による監査の結果、この法人の業務又は財産に関し不正の行為又は法令若しくは
定款に違反する重大な事実があることを発見した場合には、これを総会又は所轄庁に報告するこ
と 

(4) 前号の報告をするために必要がある場合には、総会を招集すること 
(5) 理事の業務執行の状況又はこの法人の財産の状況について、理事に意見を述べ、若しくは理事会の
招集を請求すること 

 
（役員の任期等） 
第１５条 役員の任期は、選任された翌々年の通常総会が終結した時又は２年のいずれか早い時までと
する。ただし、再任を妨げない。 

２ 前項の規定にかかわらず、後任の役員が選任されていない場合に限り、任期の末日後最初の総会が終
結するまでその任期を伸長する。 

３ 役員は、辞任又は任期満了後においても、後任者が就任するまでは、その職務を行わなければならな
い。 

 
 （欠員補充） 
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第１６条 理事又は監事のうち、その定数の３分の１を超える者が欠けたときは、遅滞なくこれを補充し
なければならない。 

 
 （役員の解任） 

第１７条 役員に、職務上の義務違反その他役員としてふさわしくない行為があったとき、又は心身の故
障のため職務の執行に堪えないと認められるときは、総会の議決により、その役員を解任することがで
きる。この場合、その役員に対し、議決をする前に弁明の機会を与えなければならない。 

 

 （役員の報酬） 

第１８条 役員には報酬を与えることができる。ただし、役員のうち報酬を受ける者の数が役員の総数の
３分の１以下でなければならない。 

２ 役員には、その職務を執行するために要した費用を弁償することができる。 
３ 前２項に関し必要な事項は、総会の議決を経て、代表理事が別に定める。 
 

 （職員） 

第１９条 この法人の事務を処理するため、この法人に事務局員その他の職員を置くことができる。 

２ 事務局員その他の職員は、代表理事が任免する。 
 

第４章 総会 
 
 （総会の種別） 

第２０条 この法人の総会は、通常総会及び臨時総会の２種とする。 
 

 （総会の構成） 

第２１条 総会は正会員をもって構成する。 
 

 （総会の権能） 
第２２条 総会は、以下の事項について議決する。 

(1) 定款の変更 
(2) 解散及び解散した場合の残余財産の処分 
(3) 合併 
(4) 事業報告及び収支決算 
(5) 役員の選任又は解任 
(6) その他、理事会が総会に付すべき事項として議決した事項 

 

 （総会の開催） 

第２３条 通常総会は、毎年１回開催する。 

２ 臨時総会は、次に掲げる事由により開催する。 
(1) 理事会が必要と認め招集の請求をしたとき 
(2) 正会員総数の５分の１以上から、会議の目的たる事項を記載した書面により招集の請求があっ

たとき 
(3) 第１４条第８項第４号に基づき監事から招集があったとき 

 

 （総会の招集） 

第２４条 総会は、前条第２項第３号の場合を除いて、代表理事が招集する。 

２ 代表理事は前条第２項第１号及び第２号の規定による請求があったときは、その日から３０日以内に
臨時総会を招集しなければならない。 

３ 総会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面又は電磁的方法をもっ
て、少なくとも１４日前までに通知しなければならない。 

 

（総会の議長） 
第２５条 総会の議長は、その総会において出席した正会員のうちから選出する。 
 

（総会の定足数） 

第２６条 総会は、正会員総数の過半数の出席がなければ開会することができない。 

 
 （総会の議決） 
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第２７条 総会における議決事項は、第２４条第３項の規定によりあらかじめ通知された事項とする。 
２ 総会の議事は、この定款に別に定めるもののほか、総会に出席した正会員の過半数をもって決し、可
否同数のときは、議長の決するところによる。 

３ 理事又は正会員が総会の目的である事項について提案した場合において、正会員の全員が書面又は電
磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当該提案を可決する旨の総会の決議があったものとみな
す。 

 

（総会における表決権等） 
第２８条 各正会員の表決権は、平等なるものとする。 
２ やむを得ない理由のため総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知された事項について書面若し
くは電磁的方法をもって表決し、又は他の正会員を代理人として表決を委任することができる。 

３ やむを得ない理由のため総会に出席できない正会員は、ネットワーク機器等の接続によるオンライン
会議システム（発言等の情報伝達の双方向性及び即時性が確保されているものに限る。以下同じ。）によ
って、総会に参加し、表決することができる。 

４ 前２項の規定により表決した正会員は、第２６条、第２７条第２項、第２９条第１項第３号及び第４
６条の適用については、総会に出席したものとみなす。 

５ 総会の議決について、特別の利害関係を有する正会員は、その議事の議決に加わることができない。 
 
 （総会の議事録） 

第２９条 総会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。 

(1) 日時及び場所 
(2) 正会員の現在数 
(3) 総会に出席した正会員の数（書面、電磁的方法若しくはオンライン会議システムによる表決者
又は表決委任者の場合にあってはその旨を付記すること。） 

(4) 審議事項 
(5) 議事の経過の概要及び議決の結果 
(6) 議事録署名人の選任に関する事項 

２ 議事録には、議長及び出席した正会員のうちからその会議において選任された議事録署名人２人が署
名、又は記名、押印しなければならない。 

３ 前２項の規定に関わらず、正会員全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたことにより、
総会の決議があったとみなされた場合においては、次の事項を記載した議事録を作成しなければならな
い。 

 (1) 総会の決議があったものとみなされた事項の内容 
 (2) 前号の事項の提案をした者の氏名又は名称 
 (3) 総会の決議があったものとみなされた日 
 (4) 議事録を作成した者の氏名 

 

第５章 理事会 
 
 （理事会の構成） 

第３０条 理事会は理事をもって構成する。 
 

（理事会の権能） 
第３１条 理事会はこの定款で別に定めるもののほか、次に掲げる事項を議決する。 

(1) 事業計画及び収支予算並びにその変更 
(2) 役員の職務及び報酬 
(3) 入会金及び会費の額 
(4) 総会に付議すべき事項 
(5) 総会の議決した事項の執行に関する事項 
(6) その他総会の議決を要しない業務の執行に関する事項 
 

 （理事会の開催） 

第３２条 理事会は、次に掲げる場合に開催する。 

(1) 代表理事が必要と認めたとき 
(2) 理事総数の２分の１以上から会議の目的を示して招集の請求があったとき 
(3) 第１４条第８項第５号の規定により、監事から招集の請求があったとき 
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 （理事会の招集） 

第３３条 理事会は、代表理事が招集する。 

２ 代表理事は、前条第２号又は第３号の規定による請求があったときは、その日から１４日以内に理事
会を招集しなければならない。 

３ 理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項を記載した書面又は電磁的方法をも
って、少なくとも５日前までに通知しなければならない。 

 
 （理事会の議長） 

第３４条 理事会の議長は、代表理事がこれに当たる。 

 

  （理事会の定足数） 

第３５条 理事会は、理事総数の過半数の出席がなければ開会することができない。 

 

 （理事会の議決） 

第３６条 理事会における議決事項は、第３３条第３項の規定によりあらかじめ通知された事項とする。 
２ 理事会の議事は、理事総数の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 
 

 （理事会における表決権等） 

第３７条 各理事の表決権は、平等なるものとする。 
２ やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知された事項について書面又は
電磁的方法をもって表決することができる。この場合においては前２条及び次条第１項第３号の規定の
適用については、出席したものとみなす。 

３ やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、ネットワーク機器等の接続によるオンライン
会議システムによって、理事会に参加し、表決することができる。 

４ 前２項の規定により表決した理事は、第３６条第２項及び第３８条第１項第３号の適用については、
理事会に出席したものとみなす。 

５ 議決すべき事項について特別な利害関係を有する理事は、その事項について表決権を行使することが
できない。 

 

 （理事会の議事録） 

第３８条 理事会の議事については、次の事項を記載した議事録を作成しなければならない。 

(1) 日時及び場所 
(2) 理事の現在数 
(3) 理事会に出席した理事の数及び氏名（書面、電磁的方法又はオンライン会議システムによる表
決者にあってはその旨を付記すること。） 

(4) 審議事項 
(5) 議事の経過の概要及び議決の結果 
(6) 議事録署名人の選任に関する事項 

２ 議事録には、議長及び出席した理事のうちからその会議において選任された議事録署名人２人が署名
又は記名、押印しなければならない。 

 

第６章 資産及び会計等 
 

 （資産の構成） 

第３９条 この法人の資産は、次に掲げるものをもって構成する。 

(1) 財産目録に記載された資産 
(2) 入会金及び会費 
(3) 寄附金品 
(4) 事業に伴う収入 
(5) 資産から生じる収入 
(6) その他の収入 

 

 （資産の管理） 

第４０条 この法人の資産は、代表理事が管理し、その方法は総会の議決を経て、代表理事が別に定める。 

 
 （会計の原則） 
第４１条 この法人の会計は、特定非営利活動促進法に定めるところに従って、行うものとする。 
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 （会計の区分） 

第４２条 この法人の会計は、特定非営利活動に係る事業に関する会計とする。 

  

 （事業年度） 

第４３条 この法人の事業年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

 

 （事業計画及び予算） 

第４４条 この法人の事業計画及びこれに伴う活動予算は、代表理事が作成し、理事会の議決を経なけれ

ばならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、やむを得ない事由により予算が成立しないときは、代表理事は、理事会の

議決を経て、予算成立の日までは、前事業年度の予算に準じて収益費用を講じることができる。 

３ 前項の収益費用は、新たに成立した予算の収益費用とみなす。 
４ 予算議決後にやむを得ない事由が生じたときは、理事会の議決を経て、既定予算の追加または更正を

することができる。 

５ 予算をもって定めるもののほか、借入金の借入れその他新たな義務の負担をし、又は権利の放棄をし
ようとするときは、理事会の議決を経なければならない。 

  
（事業報告及び決算） 

第４５条 この法人の事業報告書、活動計算書、貸借対照表及び財産目録等の決算に関する書類は、毎事
業年度終了後、速やかに、代表理事が作成し、監事の監査を受け、総会の議決を経なければならない。 

 

第７章 定款の変更、解散及び合併 
 

 （定款の変更） 

第４６条 この定款を変更しようとするときは、総会において出席した正会員の４分の３以上の議決を経、
かつ、特定非営利活動促進法に定める軽微な事項に係る定款の変更の場合を除いて、所轄庁の認証を得
なければならない。 

 

 （解散） 

第４７条 この法人は、次に掲げる事由により解散する。 

(1) 総会の決議 
(2) 目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能 
(3) 正会員の欠亡 
(4) 合併 
(5) 破産 
(6) 所轄庁による設立の認証の取消し 

２ 前項第１号の事由により解散する場合は、正会員総数の４分の３以上の承諾を得なければならない。 
３ 第１項第２号の事由により解散するときは、所轄庁の認定を得なければならない。 
４ 解散のときに存する残余財産は、上尾市に帰属させるものとする。 
  

 （合併） 

第４８条 この法人が合併しようとするときは、総会において正会員総数の４分の３以上の議決を経、 
かつ、所轄庁の認証を得なければならない。 

 

第８章 雑則 
  
（公告の方法） 
第４９条 この法人の公告は、この法人の掲示場に掲示するとともに、官報に記載して行う。ただし、特定
非営利活動促進法第２８条の２第１項に規定する貸借対照表の公告については、この法人のホームペー
ジに掲載して行う。 

 
 （施行細則） 

第５０条 この定款の施行について必要な事項は、理事会議決を経て代表理事がこれを定める。 
 
附 則 
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１ この定款は、この法人の成立の日から施行する。 
２ この法人の設立当初の役員は、次のとおりとする。 
代表理事  廣瀬 浩司 

副代表理事 狩俣 浩伸、秋山 一成、髙田 暁 

事務局長  下浅 浩二  
理   事 荒井 幹夫、桺川 民江、島田 英樹、清宮 敏行、大塚 富子、髙橋 亮子、阿部 一弘、

田邑 健一郎、三田村 真、園田 洋治、青木 光男、成田 薫、橋本 敦子、松川 直子、
山浦 昌之、渡部 恭一、中富 英二、内藤 克美、矢加部 夢美、星野 美和子 

監   事  松浦 亨、佐藤 一彦、岡村 和之 
３ この法人の設立当初の役員の任期は、この定款の規定に関わらず、成立の日から平成２０年５月３１
日までとする。 

４ この法人の設立当初の事業計画及び収支予算は、この定款の規定に関わらず、設立総会で定めるもの 
とする。 

５ この法人の設立当初の事業年度は、この定款の規定に関わらず、成立の日から平成１９年３月３１日
までとする。 

 
 
附則 
２０１８年６月３日 第１２回通常総会にて一部改正、同日より施行する。 
 

附則 

この定款は、２０１９年８月１５日から施行する。 

 

附則 

この定款は、２０２１年  月  日から施行する。 
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会員規則 

 

（総則） 

第１条 この規則（以下「規則」という）は、特定非営利活動法人あげお学童クラブの会（以下「法人」

という）定款第６条及び第７条にもとづき、会員に関する事項について定める。 

  ２ この規則は、正会員及び賛助会員すべてに適用し、これにより法人の運営を行う。 

 

（会員の定義） 

第２条 会員とは、法人の趣旨に賛同し、この規則を承認し、この規則で定める入会の手続きを完了し

た者とする。 

 

（会員の種類） 

第３条 会員の種類は、以下の２種とする。 

(1)正会員 

小学校等に就学している児童の保護者で、かつ法人が運営する学童保育所に当該児童が入所して

いる保護者とする。 

 (2)賛助会員 

   この法人の目的に賛同して入会した個人及び団体とする。（正会員を除く） 

 

 （会員の権利） 

第４条 正会員及び賛助会員は、この法人の全ての活動に参加することができる。 

２ 正会員は、総会への参加権、一人一票の議決権がある。 

３ 賛助会員は、総会に出席できるが、議決権を持たない。 

 

（入会申し込み） 

第５条 入会の申し込みは、法人が別に定める入会申込書に必要事項を記入し、代表理事に提出する。 

 

（入会の承認） 

第６条 入会の承認は、理事会で審議の上、代表理事が行う。 

 

（入会の不承認） 

第７条 理事会で審議の上、代表理事が第３条第１項 1 号及び 2 号に該当しないと判断した場合、入  

会を不認証とする。 

２ 前項の場合、代表理事は、速やかに、理由を付した書面をもって本人にその旨を通知する。 

 

（入会申し込み記載事項の変更） 

第８条 会員は、入会申込書の記載事項に変更が生じたときは、速やかに書面によりその旨を法人に通
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知しなければならない。 

 

（会員資格の喪失） 

第９条 会員が次の各号に該当するにいたったときは、その資格を喪失する。 

(1)本人から退会の申し出があったとき。 

(2)本人が死亡、又は会員である団体が消滅したとき。 

(3)継続して二年以上会費を滞納したとき。 

(4)除名されたとき。 

 

（会費） 

第１０条  会員は、法人が別に定める会費規程にもとづき、会費を支払う。 

 

（損害賠償） 

第１１条  会員が、この規則及びこの規則にもとづく諸規程に反し、またはそれに類する行為によって

法人が損害を受けた場合、当該会員は、法人が受けた被害を法人に賠償しなければならない。 

２ 前項の規定は、会員資格が喪失されても継続される。 

 

（拠出金品の不返還） 

 第１２条 既に納入した入会金、会費及びその他の拠出金品は、いかなる理由があってもこれを返還

しない。 

 

（規則の改廃） 

第１３条 この規則の改廃は、理事会の議決による。 

 

附則 

1. この規則は 2007 年 4 月 1 日より施行する。 

 

2006.11.28 起案 

2007.2.19 修正 

2007 年 3 月 22 日第 15 回理事会承認 
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学童保育所利用規程 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この規程（以下「規程」という）は、特定非営利活動法人あげお学童クラブの会（以下「法人」

という）定款第５条第１項にもとづき、学童保育所に登所する児童の保護者（以下「保護者」という）

が、利用にあたって遵守すべき事項について定める。 

 

（利用対象児童） 

第２条 上尾市内の小学校に就学する児童であって、または上尾市に在住し上尾市外の小学校に通う児

童であること。 

(1) 下記の一から三に掲げる保護者の事情により、学童保育所開設時内において保育が必要と認めら

れる児童。 

一 保護者が就労のため放課後の保育が困難であること。 

二 保護者又は家族の疾病等により保育が困難であること。 

  三 父または母の不存在（父親または母親がいない場合） 

(2) その他の事情により、学童保育所開設時内において保育が必要と認められる児童で、理事会が認

める事由があること。 

  

（規程の遵守） 

第３条 学童保育所を利用する児童の保護者は、この規程並びに法人が定める規程を遵守しなければな

らない。 

 

（児童の送迎等） 

第４条 児童の送迎に関しては、保護者が責任を負う。学童からの一人帰りは認めない。尚、学童から習

い事などに行く事は法人として許可することは無く、各保護者の責任とする。欠席の場合は必ず保護者

が連絡すること。 

 

（保育料等の納入） 

第５条 保護者は、法人が定める保護者負担金等を期日までに遅滞なく納入しなければならない。 

 

（口座振替の原則） 

第６条 保護者負担金等の納入は原則として口座振替により、保護者は予め引き落し口座を法人に届け

るものとし、次の各号に従って手続きをしなければならない。 

(1)期日までに振替手数料を含む必要額を届出た口座に準備する。 

(2)口座振替ができない事由があるときは速やかに法人に報告する。 

(3)入所当初等、口座手続き未了の場合は、その都度法人が指定する方法で納入する。 

(4)残高不足等、保護者の事情により口座振替不能の場合は、保護者は別途法人が指定する期日まで
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に法人が指定する金融機関の口座に、本来口座引き落しをされるべき金額を振り込むこととする。

その際の振込手数料は保護者の負担とする。 

２ 入所金等、振替口座開設以前に納入すべき費用については第１７条、第１８条及び第１９条の規定

による。 

 

第２章 保護者の役割 

（保護者の役割） 

第７条 保護者は職員と連携し、学童保育所の事業の運営（保護者会や行事等）に主体的に参画する。 

   

第 3章 保護者会 

（共同の保育）   

第８条 保護者会は、保護者と職員により構成される。 

 ２ 保護者及び職員は、保護者会において情報を交換し、相互理解を深め、児童の健全な育成のために

協力する。 

 ３ 学童保育及び職員の役割への理解を深めるため、保護者は積極的に学習会等への参加に努める。 

 ４ 保護者は、学童運営のみならず学童保育の充実と発展のための活動に協力する。 

 ５ 地域と連携を図り、地域のイベントにも積極的に参加するように努める。 

            

第４章 開設時間 

（開設期間）  

第９条 学童保育所の開設期間は、毎年４月１日から翌年３月３１日とする。 

 

（開設日） 

第１０条 開設日は、月曜日から土曜日とする。(祝日を除く) 

(1)平日 (月曜日から金曜日の学校開校日) 

(2)学校休業日（土曜日、春休み、夏休み、冬休み、開校記念日、県民の日等） 

 

(開設時間) 

第１１条 開設時間は、保育を行う時間帯をいう。 

(1)月曜日から金曜日の開設時間は、学校授業終了時刻から午後７時までとする。 

(2)土曜日の開設時間は、午前８時から午後６時までとする。 

(3)学校休業日等の開設時間は、午前８時から午後７時までとする。 

(4)その他、法人は特別に指定した時間に学童保育所を開設することができる。 

 

（受入時間） 

第１１条の２ 受入時間は、入所児童を施設内に留め置く時間帯をいう。 

  (1)学校休業日（平日）においては、午前 7時 30分から午前 8時までとする。 

  (2)土曜日においては、午後 6時から午後 7時までとする。 
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  (3)その他、法人は特別に指定した時間に受入時間を設定することができる。 

    

（閉所日） 

第１２条 閉所日を次の各号に示す。 

(1)日曜日 

(2)国民の祝日（振替休日を含む） 

(3)年末年始（１２月２９日から１月３日まで） 

(4)その他法人が定める日 

(5)臨時閉所日：児童の安全確保が困難な場合は閉所とする。（災害・事件・感染症等) 

 

第５章 入所・退所等 

（入所手続き）      

第１３条 入所に際して入所希望者は所定の書類を提出し入所審査基準に基づく審査や法人の入所管理

委員会による審査を受けなければならない。入所決定後についても所定の書類を提出し、第１８条に定

める入所金及び第１９条に定める保護者負担金等を納めなければならない。 

２ 入所に必要な書類の提出は法人事務局が示した方法による。 

３ 初めて学童保育所に入所を申請する入所希望者は、法人が行う新規入所説明会もしくは事務局が

行う入所説明を必ず受けなければならない。 

４ 入所が決定した学童保育所から他の学童保育所への自己都合による転所は認めない。 

５ 学童保育所を分離分割する際に保護者会や法人入所管理委員会等で新たな入所先となる学童保

育所を決定したのちに退所した場合、再入所先学童保育所は新たな入所先学童保育所として決定し

た学童保育所とする。 

 

（新１年生の入所） 

第１４条 新１年生の入所は４月１日からとする。（１日が休日の場合は翌日からとする。） 

 

（退所手続き） 

第１５条 やむを得ず承認期間内に退所する場合は、保護者は所定の退所届を事務局に提出しなければ

ならない。 

  ２ 退所届は退所月の末日までに提出する。但し、末日が休日の場合は直前の開所日までに提出す

る。 

  ３ 保護者負担金等は退所日の月までは月単位で全額納入することとする。（日割り計算はしない） 

  ４ 保護者負担金、超過料金の滞納がある場合、退所届は原則として受理しない。 

 

（休所） 

第１６条 休所とは、学童の在籍児童が傷病その他の事由により、登所の意志があるにもかかわらず不

可能な場合において、月初から月末まで、月単位で登所できない場合を言う。休所する場合には、

休所届を提出すること。休所時の保護者負担金については第１９条に定める。 
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２ 学校が伝染性疾患等の理由により出席停止等の扱いとなる場合には、他の児童等への感染を防

止するために、学童への登所停止とする。 

  ３ その他、休所扱いに準じる事例の場合には、常任理事会において協議する。 

 

第６章 保護者負担金等 

（入所金） 

第１７条 入所金は１児童につき１３，０００円とする。 

  ２ 入所金は指定する日時までに納入すること。 

３ 入所金は小学校在学中に１回のみの納付とし、原則として理由の如何を問わず返還しない。 

 

（保護者負担金） 

第１８条 毎月の保護者負担金は別表１に定める。 

２ 保護者負担金のうち、学童保育所における食料費（おやつ代）、教材費、行事費、消耗品費、そ

の他の各 5項目を保育費として使用し、残りは法人運営経費、学童保育所運営経費とする。項目ご

との金額は財務委員会にて決定する。 

３ 保育費のうちの食料費は、アレルギー対応のためおやつを提供できない児童に対しては返金す

る。 

 

（保育の特例） 

第１９条 保護者負担金には以下の各項の特例を設ける。 

  ２ ひとり親・就学援助減免 

    保護者の申請により、次に掲げる(1)～(2)のいずれかに該当する場合 

(1)一人親家庭または両親のいない家庭の児童 

    (2)就学援助を申請して対象となった家庭の児童  

  ３ 多子特例減免 

保護者負担金は、保護者を同じとする３人以上の児童が入所している場合、学年が下の児童から２

人分について納付し、３人目より上の児童は保育費のみの支払とする。 

  ４ 休所の特例 1ヶ月の開設日の半分以上休所する場合は、保護者負担金を別途考慮する。 

５ １月１日、４月１日、８月１日の各日に途中入所する児童は、前月に始まる小学校の長期休み期

間中、１日につき１，０００円の日割負担金を支払うことで入所日前の学童保育所登所を認める。 

 

（滞納） 

第２０条 保護者負担金の滞納が発生した場合は、以下の対応をとり、速やかな納付を促す。 

(1) 引き落としがされなかった翌月に督促状を出す。 

(2) さらに引き落としがされなかった場合には直接連絡をする。 

(3) 連絡した月内に納入確認ができない場合は退所を勧告する。  

(4) 退所勧告（２ヶ月滞納）を受けた会員が再度２ヶ月滞納を行った場合は、理事会にて氏名

公表の上強制退所とする。尚、その者が再入所を希望する時は、保証人を必要とする。 
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２ 保護者負担金の滞納がある場合、学童保育所の次年度以降の継続入所及び退所後の再入所申請に

ついてはこれを認めない。 

 

（超過料金） 

第２１条 第１１条に規定する開設時間及び受入時間内に保護者の引き取りがなかった場合、１世帯１

日につき、１５分ごとに１０００円の超過料金を支払わなければならない。 

２ 超過料金の滞納がある場合、学童保育所の継続入所申請及び退所後の再入所申請についてはこ

れを認めない。 

 

第７章 雑則 

（改廃） 

第２２条 この規程の改廃は、理事会の議決を経て、代表理事が行う。 

 

附則 

１．この規程は 2007年 4月 1日から施行する。 

２．この規程は改定後 2010年 4月 1日から施行する。 

３．この規程は改定後 2010年 8月１日から施行する。 

４．この規程は改定後 2011年 4月 1日から施行する。 

５．この規程は改定後 2011年 10月 1日から施行する。 

６．この規程は改定後 2012年 1月 1日から施行する。 

７．この規程は改定後 2012年 8月 1日から施行する。 

８．この規程は改定後 2016年 1月 1日から施行する。 

９．この規程は改定後 2017年 10月 1日から施行する。 

１０．この規程は改定後 2018年 4月 1日から施行する。 

１１．この規程は改定後 2019年 3月 1日から施行する。 

１２．この規程は改定後 2020年 4月 1日から施行する。 

 

 

 

 

別表１．保護者負担金基本額（1カ月単位） 

 

 1～3年生 4年生 5～6年生 

基本 14,000円 13,500円 12,000円 

減免 9,700円 9,600円 8,500円 

1世帯 2人目 13,000円 12,500円 11,000円 

3人目以上 2,650円 2,650円 2,650円 
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2006.12.1 起案・修正    2006.02.02 修正   2007.3.9 修正                                                                    

2007 年３月 22 日第 15 回理事会承認 

2007.6.18.改正案提出    2007 年７月４日第 22 回理事会承認 

2010 年 3 月 25 日第 57 回理事会承認 

2010 年 6 月 30 日第 60 回理事会承認 

2010 年 7 月 29 日第 61 回理事会承認 

2011 年 6 月 23 日第 71 回理事会承認 

2011 年 10 月 27 日第 74 回理事会承認 

2012 年 8 月 25 日第 83 回理事会承認 

2015.12.16.改正案提出  2015 年 12 月 16 日第 126回理事会承認 

2017.9.27.改定案提出   2017 年 9 月 27 日第 153回理事会承認 

2018.3.29.改定案提出 2018 年 3 月 29 日第 159 回理事会承認 

2019．2.28 改定案提出 2019 年 2 月 28 日第 173 回理事会承認 

2019 年 10 月 21 日第 182 回理事会提案 

2019 年 10 月 30 日第 184 回理事会承認 

2020 年 2 月 18 日第 188 回理事会提案 

2020 年 3 月 25 日第 189 回理事会承認 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

89 

 

  

今までの学童保育を大切にしながら、よりよい学童保育ビジョンを目指して！ 

 

 

1. 学童保育を必要としている全ての子どもたちが受け入れられること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 子どもたちにとって安全で豊かな生活がおくれる場（家庭にかわる場所） 

であること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           具体的なイメージ 

 

● 子どもたちの家庭環境は様々ですが、学童に帰って来れば誰もが、いっぱい詰ま

った時空間を異年齢で遊び、生活することによって、同じ充実感と達成感を得るこ

とができます。 

● 子どもたちにとって、ホッとできる居場所。そして、子どもを狙った犯罪や事件

に巻き込まれないように、安心して預けられる居場所が学童です。 

● １年生から６年生まで、必要とする全ての子どもたちが通える学童保育所を目指

します。 

具体的なイメージ 

 

● 学童保育は、豊かな保育内容と施設の保障をし、いつでも子どもたちが自然に「た

だいま！」と言って帰ってこられる｢第二の家庭｣になります。 

 

● 学童保育は、不満やイライラをぶつけても受け止めてくれる仲間や職員がいるので

自分の居場所と存在感を感じられ、安心して素直に自分を出せる場所です。 

 

● 子どもたち一人一人の思いをしっかりと受け止めることができ、子どもたちの様子

や思いを保護者にきちんと伝えることができる職員がいます。 
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3. 親（保護者）と職員の共同（協同）の子育ての場であり、子どもたちと 

共に親たちも職員も成長していける場であること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 地域の人々と協力して子育てがおこなえること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

具体的なイメージ 

 

● 保護者は、働きながら子育てをしているもの同士という共通の立場から、家庭や

子育てについての様々な悩み事の相談や情報を、子どもを通して交流し合うことが

できます。 

● 職員は、子どもたちの自主的な活動を保障しながら、放課後や学校休業日を安心

して共に生活する中から、子どもの成長を通して、保育を相互に学び合うことがで

きます。 

● 保護者も子どもを真中にして、学童の行事や事業活動に参画することによって、

子育てこそが「親のライフライン」と言える保護者会を目指します。 

具体的なイメージ 

 

● 学校、地域住民・市民団体、そして一般企業とも共に子育てについての繋がりを

持ち、子育て相談のネットワークメンバーとして、少子化対策の一端を担います。 

● 学校や地域住民の行事と学童行事は、相互に交流し合い、それぞれの活動推進役

を担います。 

● 学童での子育て論や伝承遊び・体を使った遊びを、小学校の行事・部活や地域行

事などで、子どもたちや地域へ伝えて行くことを目指します。 
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～これからの上尾の学童保育～ 

 

 

‐上尾の学童保育が市民みんなの財産となるよう協働して進めましょう‐ 

保育指針 

子ども達の自主的な活動を保障しながら、放課後・学校休業日を安心して生活でき

る場を目指して。 

 

学童保育で生活する子ども達は主に共働き・一人親家庭の１年生から６年生までの子ども達で

ある。子ども達は今日の家庭、学校、地域、環境の変化の中で過ごしている。 

毎日の生活を大切にして、子ども達の自立の意志を励まし、仲間と手を結び合う喜びを育てる。 

 

子どもの成長と発達について 

 １～２年生  

幼児期の延長線上であり、遊びや生活も自己中心的で、幼さが抜けきっていません。 

ルールのある集団遊びや同学年同士のあそびはぶつかり合いも多く、遊びも長続きせず、大人や上級

生の力が必要です。 

ごっこ遊びや一対一の遊びから興味が広がり、「より強い」「より早い」などに価値をおくともいわれていま

す。異年齢集団の中で遊びや生活が広がり、「憧れ」「信頼」を持ち自分の成長への見通しや目標が

徐々に持てるようになってきます。上級生と遊び生活する体験は兄弟が少ない状況の中ではとても重

要です。この時期に基本的生活習慣を身につけることが大事です。 

 

 ３～４年生  

この時期は、目的をもって仲間とともにやり遂げることが自覚的に自らの要求として生まれてくる時期で

あり、１，２年生とは違うかたちで芽生え、育つ時期です。 

１，２年生で得た生活力や人格の蓄積を、異年齢の仲間の中で自分のものとして、さらに深め 良いこと、

悪いことをもくりかえす谷間の時期でもあります。 

学童期の子どもは成長発達の大きな節目を持っており、人格形成上とても重要な時期です。大人の保

護も必要で依存しながら自立していきます。大人の関わり方も問題行動と捉えず、成長の過程と捉える

事が大切です。 

また、高学年とともに生活し、遊びや取組みをする中で自分の成長に見通しをもてるようになります。 

 

 ４～６年生  

この時期は、物事を客観的に見る力、物事を理論的に分かり、議論できるようになる時期です。思春期

の入口でもあり、集団の中での自分への評価、位置を気にかけ、自分を知っていきます。そして自らの

要求を組織し、その要求を集団で実現していく時期でもあります。異年齢集団の中で生活し、多くの大

人や仲間と関わることで人格的に大きな成長をします。学童保育の中では、一緒に過ごしてきた仲間た

ちだからこそ、心身の発達とともに大人に依存しつつ、大人に頼らないで行動をとれるようになれます。 

 

 



 

92 

 

 障がいを有する児童  

障がい児・健常児も一緒に生活することの中から、お互いに学び育ち合えます。障がいの有する子を受

け入れて保育をするときは、保護者をはじめ関係者としっかり連絡をとりあいながら、その子どもをよく理

解するよう努めます。 

 

子ども一人ひとりが安心して過ごせる生活づくり 

○ 働く親を持つ子ども達の思いや感情を受け止めて、一人ひとりの生活を支える。 

○ 子どもが自分の意志で通う場所であり、自分がだせる、安心できる居場所をつくる。 

○ 子どもたちの生活を時間（天候、学校のこと）、空間（場所、施設）の両面から子どもの

状況を把握し、見通しを持てるように組み立てる。 

○ １年～６年生の子ども集団の中でぶつかり合い、励まし合って子ども同士の関係が高め

あえる仲間づくりにする。 

○ 子ども一人ひとりの気持ちや願いを大事にし、子ども自身が主体的に生活できるように

する。 

○ 障がいをもった子どもや、異なる文化・習慣で育った子どもも含めての生活づ

くりをする。 

 

毎日の生活の場である学童保育では、遊びを十分に保障し、魅力ある放課後の生活が保障され、安全か

つ生き生きと安心して過ごせる場です。 

子ども時代の遊びの体験は、子どもの成長や発達、人間形成のうえで大変重要な意味を持っています。

子どもの日常から一人ひとりが何を感じ、何を思っているか丁寧につかみ、一人ひとりの興味、関心が広

げられるような環境づくりをしていきます。また子ども同士の話し合い、活動などを通して異年齢の良さを

生かせる集団づくりを心がけます。 

 

子どもの健康と安全管理 

○ 子どもの表情や様子から健康状態を把握する。 

○ 子どもの異変時には敏速に的確な対応が出来るように配慮する。 

○ 衛生に留意する。（手洗い、うがい、時期的なこと） 

○ おやつは成長期の子ども達にとって重要な役割を持っており、季節のものや、嗜好・

栄養を考慮して作る。 

○ おやつは楽しく食べられる工夫をする。 

○ 子どもたちが自分達で作ったり、準備や後片付けをすることも大切である。 

○ 基本的な生活習慣を身に付けられるよう援助する。 

○ 危険から子どもを守るとともに、子ども自身が危険から身を守れる力を育てる。 

○ 施設・備品の管理、遊具や危険な個所の点検・確認をして、生活環境を整える。 

○ 安全な環境であることを前提に快適で充実した、安心できる保育であること。 

○ 天災や事件など、非常事態に備え、学童から避難場所までの経路を決めておき、非

常事態発生時には、必要な対応を取り、速やかに児童を誘導し、安全を確保するよ

うに努める。 

 

学童保育の職員は、共働き、ひとり親家庭の子どもの放課後の生活を守ることが仕事です。そして、こ

のことを通して、働く家庭の子育てを支えます。子どもたちが安心して、生活がおくれるよう安全面から

の施設・備品・遊具の点検は不可欠です。子どもの出欠確認、行き帰りの安全確保、日々の保育の中
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での子どもへの安全指導や防災訓練、緊急時の医療機関への連絡システムもしっかりしておく必要が

あります。一人ひとりの子どもが安心して、のびのびと過ごせるように、子どもたちと一緒に生活をつくっ

ていきます。 

衛生管理の面では毎日のトイレ掃除、おやつづくりをする場所、及び調理器具等の清潔に努めます。 

学童期の子どもたちが毎日生活している中でおやつは重要です。保育園の時代と比べて、活動範囲も

広がり活動量も相当増えています。第 4 の食事として栄養面やエネルギー、バランスを考え、ぬくもりの

あるおやつになるよう心がけていきます。 

また、楽しく食べられる雰囲気づくりをしながら、自分たちでおやつを準備したり、片付けたりすることも

大切です。おやつの時間はみんなが集う時間でもあり、連絡・話し合いなどが行われる場としても位置

付けられています。 

 

遊び、取り組み、行事 

○ 毎日の生活があってこそ行事、取り組みがある。 

○ 取り組み・行事を行う時は、目的を明確にして計画導入を行い事前準備、打ち合わ

せを丁寧に行う。 

○ 思いっきり遊ぶことで、仲間と遊ぶ楽しさ、喜びを実感できるようにする。 

○ 子どもたちの意志や自由を尊重し、子ども同士の関わりを通して成長できるように

働きかける。 

○ 日常の生活のバランスを考え、行事の目的と子どもたちの状況、要求を把握し子ど

もたちと考えあいながら取り組む。 

○ さまざまな文化や伝承遊びにも触れる機会をつくる。 

 

子どもたちは遊びが大好きです。子どもにとって遊びは、夢中になれる本当に楽しいものです。子ども時

代の遊びの体験は、子どもの成長・発達や人格形成のうえで大変重要な意味を持っています。子どもの

興味や関心を大切に五感を使った遊びや伝承遊び、思いっきり身体を使っての遊びを取り入れていきま

す。また、一人ひとりの遊び道具があるわけではないので物の取り合いも起こります。そこからみんなで共

有することを学び、相手への思いやりや、痛みを知ることができるのです。毎日の生活の場である学童保

育では遊びは十分に保障していくことが求められます。 

 

家庭との関わり 

○ 家庭での生活、子どもへの保護者の思い、願いを理解し働きながらの子育てを支える。 

○ 必要に応じて家庭への連絡、訪問、個人面談を行う。 

○ 保護者会、おたより、連絡帳、電話、お迎えなどを通し、子どもの様子を伝えていく。 

○ 話し合い相談できる信頼関係をつくる。 

 

学童の中だけで子どもを見ていくのではなく、子どもの生活全般をとらえるために、家庭での生活、保

護者の思いや願いを把握し保護者との子育ての協力、共同をつくります。 

 保護者が安心して働けるためには、学童保育の子どもの様子を保護者に伝える事が必要です。学

童保育にいる間の子どもの様子を見通しを持って伝える事によって保護者は安心して子どもを学童

に託すことができます。また、親の願い心配も含め家庭での生活を知ることによって、日常の保育に

生かすことができます。働く親を理解し、共感できるように心がける。 

親同士のコミュ二ケーションがうまくいくことが大切で、そのためには保護者会活動が生きてきます。 

また、個々の問題、課題を伝える場合には、プライバシーへの充分な配慮が必要です。 
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学校との連携、地域との関わり 

○ 学校と連絡を取り合い、学童保育での様子や生活を伝え合い、必要に応じて懇

談を持つ。 

○ 緊急時に学校と学童保育での連絡を円滑に行えるようにする。 

○ 学童保育に通う子どもたちの地域との関わりを保障する。 

○ 学童保育とそこに通う子どもたちが理解されるように、地域の人との関係づく

りを大切にする。 

○ 各種専門機関と必要に応じて連絡を取る。 

 

学童保育は地域生活のひとつです。子どもたちが学校での生活を持ち込んでくることに職員は留意

をして、学校で行われていることや子どもの生活を理解します。地域社会の中で子どもの生活がより

円滑に進められるように心がけます。家庭・学校・地域・行政と手をつなぐことで、子どもの生活は安

定し成長、発達の土台を築くこととなります。 

また、学童保育は地域のなかの施設ということから、地域の実態や子どもに関わる行事なども把握し

ながら、子どもが豊かに育つ地域・街づくりを地域の方々と共に進めていく取り組みが求められます。 

 

保育に関わる実務 

○ 職員同士の打ち合わせ 

○ 出欠席簿の記録、児童の所在把握 

○ 日誌、保育のまとめ 

○ おたよりの発行 

○ 保育計画の作成 

○ おやつの献立、準備、調理 

○ 施設設備、備品の管理と環境整備、衛生管理 

○ おやつ、教材、運営費の出納管理 

○ 生活を豊かにするための遊びや活動の研究、研修 

○ 保育に関わる行事 

○ 保護者会等会議 

○ 家庭、学校、地域行政との連携  

 

職員の仕事は保育指針に基づき、一人ひとりの子どもが安全で放課後の主人公となり、生き生きとし

た生活が保障され、年齢の異なった子どもたちの成長を促す仕事です。また、子どもたちの親の生活

や労働を理解し支えることも求められる仕事です。 

職員は、一人ひとり子どもをしっかりと受け止め、一緒に生活する仲間がお互いに分かり合えるように

し、生活の場として毎日帰ってこられてのびのびと生活ができるようにします。そのためには日々の保

育を検証しながら、基礎的な研修ならびに実践を振りかえったケース検討、研究などが必要となりま

す。 

子どもたちが安心して過ごせように、安全、健康、衛生に気を配りながら生活の流れを組みます。生

活のルールや予定が分かるようし、宿題、おやつ、遊びの時間など子どもたちが生活に見通しを持て

るように援助します。 

子どもの自主性、子どもの声を大切にし有意義な生活を保障したいものです。 
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【生き活木】 

日々の育成支援をすすめる上で何を大事にしていくのか、その根幹にあたる部分（法人としての育成支援の方針）を全

職員・理事の討議を経て言語化し、まとめたのが下記の図です。「学童での育成支援とは、遊びを中心にした生活の場と

して、子どもの自己肯定感（根）とそこから生まれる主体性（幹）を育むこと」であり、「支援員は子どもたちに安心を

保障し、子ども自身が自ら挑戦・工夫できる環境を整えること」と確認しました。  
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『上尾の学童保育で大切にしていること』 
 

１．子ども一人ひとりが安心して過ごせる生活づく

り 

   

(1) 帰ってきた子どもには「ＯＯちゃんおかえり」

と一人ひとりの名前を呼び、表情を見ながら

迎えています。保護者のお迎えが来て帰ると

きには「ＯＯちゃんさようなら、また明日ね」

と声を掛けています。 

 

(2) 学童に帰ってきた時の子どもたちの行動は

様々で、「あのね、学校でね・・・」とランド

セルを背負ったまま話しはじめる子、怒りな

がら荷物を放り投げる、室内を走り回る、抱っ

こやおんぶをしてほしい、と甘える子どもも

います。話を聞き、一緒にいる事で落ち着く事

も多いので、学年に関係なく同じようにして

います。 

 

(3) 生活の流れを決めています。（おやつ・お弁当

の時間・掃除の時間・室内に入る時間など）「あ

とOO分でおやつになるからそろそろ片付け

ようね。」など見通しが持てる言葉がけをして

います。 

 

(4) 一年生から六年生というと、成長の段階や発

達が大きく異なります。それぞれに異なった

子どもたちが、同じ室内で一緒に過ごしてい

るうえでの安全面、安心面の配慮が必要にな

ってきます。遊びに誘ってもらったり、教えて

もらったりする体験などは低学年にとっては

嬉しく、高学年にとっても楽しい事です。しか

し、兄弟(姉妹)が少なくなっている昨今、関係

作りを子どもたちに任せておくのは難しい時

もあるため、指導員の援助も必要です。（＊高

学年の心の難しさ、高学年の持っている力） 

 

(5) 一人ぼっちでいる子どもへは、「どうしたの？」

「誰かとケンカをしたの？」「何か気になるこ

とがあるのかな？」と話を聞き、仲間に入りた

いけれど入れない時には、指導員が一緒にな

って遊びに入れてもらったり、周りの子ども

に声がけをしてもらったり、徐々に安心感が

持てるように援助します。 

 

(6) 子どもの感情や思いが指導員に安心して話せ

る、話を聞いてもらえるのだ、と実感が出来る

ように子どもとの信頼関係を作る事を大切に

しています。子どもと話している時は子ども

の目線に立ち、時には話を充分に聞くために、

１対１が必要だと感じた時は他の指導員と連

携をとって、とことん向き合う事もしていま

す。 

 

(7) 遊びや生活の場面でのケンカやいじめ・もめ

ごとがあった時には曖昧にせずに子どもたち

と真剣に向き合っています。弱いものいじめ

や複数で一人をからかったり、仲間はずれに

したり、相手の身体と心を傷つけるような事

をした時には毅然とした態度で「してはいけ

ない！」と叱ります。「どうしてそういうこと

が起きたのか？」「ひとり一人の本当の気持ち

はどうなのか？」「何か不安事な事、つらい思

いを抱えていないか・・・」など、子どもたち

ひとり一人の状況や気持ちを理解しようと努

めています。そのため、保護者にも出来事を伝

えて、どうしてそういう事をしているのか、保

護者と一緒に子どもの事を振り返りながら話

し合いをしています。子どもたちには、相手の

立場になって考えさせること、もし自分がそ

うされたらどう感じるか？を大事にしていま

す。子ども同士の中に入り、子どもたち同士の

思いをつなぐ役割もしています。これは簡単

に話して終わりにはならず、時には時間をか

けて何回も話し合い継続をして様子を見なが

ら子どもと関わっていく必要があります。そ

のためには、指導員同士が常に話し合いなが

ら対応を考えています。 

 

(8) 宿題については、最後は家（保護者）で見てあ

げる事が子どもにとって大切ですが、低学年

でまだ体力もなく、家でやる事が困難な時、保

護者の就労状況や家庭の状況から見て困難な

場合、また保護者から相談があった場合には

子どもと話し合っています。学童でやった方

が良い場合にも、帰ってきてすぐやるか、おや

つ後にやるか親子で話し合ってもらっていま
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す。子どもの「やってみる」という気持ちを引

き出しながら、子ども自身の習慣づけが出来

ていくような声がけをしています。可能であ

れば、少しの時間そばについていたり友達と

一緒にやれるように時間を整えたり、環境作

りをしています。学童でやることが習慣にな

ると、後は声がけをしなくても子どもたち自

らやる時間を決めて友達と一緒に取り組むこ

ともあります。 

 

(9) 障がいをもつ子どもの生活作りについては、

声かけや仲間との繋がりがもてるよう、援助

をしています。その子はどんな事が好きなの

か？どんな事が出来るか？保護者と指導員、

時には学校とも連携を取り、広く様子を把握

して保育をしています。そして、何もかも全て

援助をするのではなく、自分で出来ることは

自分で行うよう声がけをしています。例えば、

おやつの時にプリンの蓋が開けられない時に

は、指導員が少し開けて、後はOOちゃんやっ

てみようか、と渡したり、着替えが必要な時は

「濡れたら風邪ひくから着替えようね」と声

をかけながら一緒に着替えを探したりしてい

ます。何か他の子どもたちの取り組みをする

時には「今日は□□□をするよ。班長さんは△

△君だよ。行ってみようか」と言い、子どもた

ちにも援助してもらいながら様子をみていま

す。 

 

２．子どもの健康と安全管理 

 

(1) 子どもたちが帰ってきたとき、声や顔色、表情

を見てその日の心身の健康状態を見ています。

なんとなく元気がない子どもには積極的に関

わり、体調面か学校生活での精神面かを言葉

や表情から見極め、時には１対１で関わり、会

話や遊びを通して様子を見ています。保護者

から「昨晩は体調不良で薬を飲んでいます」と

事前連絡があった子どもについても、学校や

家庭ではどんな体調だったかを聞き、検温や

経過観察、静養室で休むよう対応しています。

検温・静養などの対応を施した後は、速やかに

保護者は連絡を取ります。保護者が来るまで

の間、引き続き様子を観察します。また、検温

結果や症状を記録し、指導員全員が把握出来

るようにしています。 

(2) 衛生面では、食器類、調理器具の洗浄、食品管

理、子どもの使用するコップの消毒、手拭の管

理、室内外の清掃、整理整頓を行なっています。

また子どもたちには、手洗い・うがい・爪がの

びていないかチェックの声かけをしています。

また季節によって流行しやすい病気を予防す

る為に、換気・加湿・消毒をしています。 

 

(3) おやつは成長期の子どもたちにとって栄養を

補う第４の食事として考えています。手作り

のものを出す事を大切にし、栄養面や季節に

あったものを考え、献立をたてています。子ど

もたちがおやつ作りをする機会も作り、準備・

食材の事・調理器具の使い方や調理方法・後片

付け（食器洗い・テーブル拭きなど）を共に行

ないます。 

 

(4) おやつの時間は楽しく食べられる雰囲気作り

を心がけ、食事のマナーも大切にしています。

指導員も子どもと一緒にテーブルを囲み、学

校・友だちの事や好きなテレビの話など、いろ

んな事を話しながら食べています。また、子ど

もたちが室内で集まる時間でもあるので、連

絡ごとや話しあいをすることもあります。 

 

(5) 出勤時に室内外の様子を見て、物が乱雑にな

っていないか、ケガや事故の危険がないか確

認しながら環境整備をしています。また指導

員同士、気になる部分があれば出し合い、対処

法を考えています。 

 

(6) 遊びの中で危険な行為があったときはまず止

めます。危険＝禁止、先生がダメって言ったか

ら・・・ではなく、「今の遊び方はどうだった

かな？」「OO な所が危なかったよ」と伝えな

がらも、子どもたちに「どう思うか」を投げか

けます。子ども自身が遊び方や危険に対する

判断力、どうすれば危険にならずに楽しく遊

ぶ事が出来るかを考え、行動できる力を育ん

でいけるようにしています。 

 

(7) 緊急事態に備え、学童から避難場所（小学校や

公園）までの経路を決めています。防災訓練も

計画し、事前に職員会議で子どもたちの誘導

の仕方、指導員の任務・分担等を話し合ってい

ます。また日頃から交通ルールなどの安全指
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導の話もしています。 

 

(8) 所外保育の時は、事前に職員会議で日程・参加

人数・行き先の下見・引率者を打合せし、防犯

ブザー、救急袋、緊急連絡手段を確保し、行な

っています。（安全管理マニュアル 参照） 

 

３．遊び、取り組み、行事 

 

(1) 子どもたちが日常の中で感じる興味や驚き、

発見から遊びが作られていく事を大切にして

います。例えば牛乳パックで虫かごを作った

り、餌になる虫を探したり、虫の絵を描いてみ

る・・などに発展していきます。指導員も一緒

に遊びや取り組みに入って楽しむ事により、

子ども自身が興味を持つものは何かを感じ、

共に喜び合う事を大切にしています。 

 

(2) みんなとのルールが守れない、すぐ抜けてし

まう子には、「どうしてそうしてしまうのか？」

その子の気持ちを良く聞きながら、対応して

います。「こんなふうにしたらどうかな？」と

回りの子たちと折りあっていけるように教え

たり、支援しながらルールに沿って遊ぶ楽し

さにつなげていくようにしています。ルール

を守らないと危険な場合には「ルールを守れ

ないなら遊べないよ。」と、厳しく注意すると

きもあります。 

 

(3) 集団遊びでは一緒にやりたくない子への配慮

もしながら「遊びの楽しさ」「仲間の存在感」

などを伝えます。子どもと一緒の遊びでは、子

どもの目線に立つことを心がけ、ルールや進

め方も子どもたち自らが決めていけるよう援

助しています。 

 

(4) 「手芸で針を使う」「食事作りの時、材料を切

るのに包丁を使う」「工作で、はさみやカッタ

ーを使う」など、生活に必要な道具を使う事も

保育の中に取り入れます。その時は、正しい使

い方と同時に間違った使い方を危険というこ

とも充分に教えていきます。（安全管理にも適

用） 

 

(5) 毎日の生活や所外保育の時などに班を活用し

ます。一年生から六年生を混合して班を作り

ます。子どもたち同士が知り合い、繋がりが作

れるようにしています。異年齢と関わる面白

さや楽しさもあるような工夫や援助をしてい

ます 

 

(6) 子どもたちが日常遊んでいることから、行事

につなげ、子ども自身が計画し、取り組む事を

大切にしています。その時は高学年の持って

いる力を発揮できるようにしています。 

 

(7) 指導員は研修に参加し、子どもたちが様々な

遊びを通して成長できるよう学んでいます。 

 

４．家庭との関わり 

 

(1) 子どもの様子を保護者に伝えています。楽しく

遊んでいる様子、取り組みに向けて頑張ってい

る姿、何気ないつぶやきやケンカやいたずらを

した事、気になる行動や体調の事など、学童で

の様子を伝えています。また、「最近お家ではど

うですか？」「昨日家に帰ってからどんな様子

でしたか？大丈夫でしたか？」など家庭の様子

も保護者に聞き、個々の子どもの姿を、家庭・

学校・学童と一日を通して共に知っておく事が

出来るようにしています。 

 

(2) 子どもの活き活きとした姿、嬉しい成長の姿は

一緒に喜び、イライラしたり落ち着かなかった

り、不安定だったり・・と気になる行動が見ら

れたときには、単にその出来事を伝えるだけで

はなく、子どもの思いや言動、不安や心配な事

は何かを考えながら「家でも同じような言動は

ありますか？学童ではこういう（具体的な様子

を話す）対応をし、OOOちゃんはこんな（具体

的）様子でした。家庭でも同じようなことがあ

ったときはどんな様子ですか？」と聞き、今後

の対応について、継続して保護者と話し合って

います。時には様子を見ながら繰り返し、時間

をかけて関わっていくようにしています。  

また「家でこの頃こんな風に言っているのです

けど・・・」と家庭での様子を聞くことで指導

員が気づかされる事があります。 

 

(3) その日にあった出来事は出来るだけその日の

うちに話す」を基本としています。時には指導

員同士で、子どもの気持ちはどうだったか？今
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後はどう対応していこうか？じっくり考えて

から伝える事もあります。お迎え時に限らず、

連絡帳や電話の活用、保護者会での保育報告、

おたよりなどいろいろな方法で学童での様子

を伝えるようにしています。保護者が話しやす

いようコミュニケーションを大切にし、何かあ

ったときには指導員に話してみようと思える

関係作りに努めています。 

 

(4) 保護者会に「保育報告」を提出します。内容は、

子どもたちの様子を中心に、遊び・取り組み、

行事などの連絡も書いています。プライバシー

に配慮した報告を心がけています。１ヶ月の様

子、どんな内容、どのように伝えるか、指導員

同士で話し合って作成します。保護者会当日に

は文章を読むだけではなく、指導員と保護者で

一緒に考えたい事も話します。 

 

(5) おたよりを発行します。普段の生活の中にある

子どもの姿を保護者に伝え、指導員が子どもを

通して感じた喜びや驚きも書き加えます。指導

員がどの様に関わってそう思ったか、子どもは

何故そうしたかなどを事実に基づき文章にし

ます。子どもたち自筆のイラストを活用するな

ど、読みやすく、わかりやすい紙面づくりを心

がけています。保護者には我が子の様子はもち

ろん、共に学童で過ごす仲間の事も知ってもら

い、「うちの子はこんなふうに遊んでいるので

すね」「OOO君も成長したね。おたよりを読ん

でほのぼのしたよ」と子どもたちの日常を保護

者と共有できるおたよりとなるよう心がけて

います。 

 

５．関係機関との連携・地域との関わり 

 

(1) 学校には年度当初に児童名簿を渡し、学校の年

間予定表、時間割表をもらいます。また、４月

上旬に新１年生の担任に挨拶に行き、学童に帰

る下校班、お迎えのことを打ち合わせます。総

会後には保護者の役員と共に挨拶に行き、学童

の子どもの生活や保育計画について伝えていま

す。 

 

(2) 子どもの状況を学校と共有し、窓口となる先生

と連絡を取り合って保育を行っています。担任

の先生、保健の先生と話し合いを持つこともあ

ります。学校での子どもの様子を知る機会とし

て、公開授業や学校行事には可能な限り見に行

くようにしています。 

 

(3) 近隣地域との関係を大切にします。指導員が日

頃から挨拶や清掃をしています。学童保育所内

で行事を行うときは、迷惑にならないように保

護者と共に挨拶・報告をしています。 

 

(4) 学校と、災害時や緊急時の連絡、対応について

は事前に話し合っておきます。また、行政から

の防犯速報、近隣の警察や消防署と連携して子

どもたちの安全確保に努めています。 

 

(5) 地域の各団体と協力して、子どもたちの健やか

な成長を願って、子どもまつりを行っています。 

 

(6) 子どもの様子や状況に応じて、就学前に通って

いた所（幼稚園・保育園）、児童相談所、児童福

祉施設、児童委員、民生委員と連携をとること

もあります。（参照：専門機関との連携マニュア

ル） 

 

６．職員会議 

 

(1) 月に一度のパート指導員も含めた全員職員会

議を行っています。予定、行事、取り組みの確

認をします。また、子どもの様子や、学童内で

起こっている問題や、気になる言動の子ども

について、時間をかけて検討しています。家

庭・学校・友達関係・学童内の状況を分析し、

共通の認識となるよう話し合います。指導員

個人の考え方や見方ではなく、過去・現在・今

後と長い目で子どもを見ていくために、様々

な視点で子どもの様子を捉え、話し合ってい

ます。正規指導員は、午前中に週一回クラブ職

員会議を行なっています。 

 

(2) 職員間での話し合いを基に、勤務体制、取り組

み、行事を学校行事も考慮しながら作成して

います。保育の目標や計画を明確化し、行なっ

た後は必ず振り返り、今後の課題、改善策を話

し合っています。 

 

(3) 日々の保育の中での子どもの様子や、昨日の

出来事の振り返り、今日の予定はとても大切
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なので、子どもの下校前の短時間でも、時間の

ある限り指導員同士で話をしています。 

 

(4) 十分な時間が必要なことで子どもや保護者と

話す時は、詳しく内容を把握し、手立てを考え

ています。必要に応じて、役員さんに相談する

か、保護者会で議題にして学童全体で検討し

てもらうこともしています。 

 

(5) 保育中は指導員同士が常に声をかけあい、連

携をとっています。トラブルや怪我が起きた

ときは、個人の判断では行わず、複数で判断し

ています。保育体制が取れないときには、臨機

応変に保育の内容を変えることもあります。 

 

 

７．実務（書類作成・提出） 

（毎日） 

・日誌  

・出席確認  

・施設点検表のチェック・環境整備 

・昨日の保育のふり返り  

・今日の保育の流れ確認・打ち合わせ  

・今日の保育の準備 

・事故報告書（怪我や事故が発生した場合） 

 

（毎週１回） 

・おたより 

・前週の振り返り（子どもの様子） 

・週間予定（職員会議用資料） 

・おやつの献立作成・調達 

・備品や教材の管理・調達     

 

（月１回） 

・児童名簿の提出 

・実績報告書 

・翌月の予定表 

・保育のまとめ（保護者会資料） 

・勤務表作成 

・小口現金の精算 

 

（年１回） 

・市に提出する実績報告書作成 

・年間の保育報告、年間保育計画 

・個人調査書（年度始め）の把握、管理 

・実践記録 

  



 

101 

 

１
．放課後児童クラブ運営指針の目次構成 

 

第１章 総則 

１．趣旨 

２．放課後児童健全育成事業の役割 

３．放課後児童クラブにおける育成支援の基本 

 

第２章 事業の対象となる子どもの発達 

１．子どもの発達と児童期 

２．児童期の発達の特徴 

３．児童期の発達過程と発達領域 

４．児童期の遊びと発達 

５．子どもの発達過程を踏まえた育成支援における配慮事

項 

 

第３章 放課後児童クラブにおける育成支援の内容 

１．育成支援の内容 

２．障害のある子どもへの対応 

３．特に配慮を必要とする子どもへの対応 

４．保護者との連携 

５．育成支援に含まれる職務内容と運営に関わる業務 

 

第４章 放課後児童クラブの運営 

１．職員体制 

２．子ども集団の規模（支援の単位） 

３．開所時間及び開所日 

４．利用の開始等に関わる留意事項 

５．運営主体 

６．労働環境整備 

７．適正な会計管理及び情報公開 

 

第５章 学校及び地域との関係 

１．学校との連携 

２．保育所、幼稚園等との連携 

３．地域、関係機関との連携 

４．学校、児童館を活用して実施する放課後児童クラブ 

 

第６章 施設及び設備、衛生管理及び安全対策 

１．施設及び設備 

２．衛生管理及び安全対策 

 

第７章 職場倫理及び事業内容の向上 

１．放課後児童クラブの社会的責任と職場倫理 

２．要望及び苦情への対応 

３．事業内容向上への取り組み 

 

 

 

第１章 総則 
１．趣旨 
（１）この運営指針は、放課後児童健全育成事業の設備及

び運営に関する基準（平成 26 年厚生労働省令第 63 号。

以下「基準」という。）に基づき、放課後児童健全育成事

業を行う場所（以下「放課後児童クラブ」という。）にお

ける、子どもの健全な育成と遊び及び生活の支援（以下

「育成支援」という。）の内容に関する事項及びこれに関

連する事項を定める。 

（２）放課後児童健全育成事業の運営主体は、この運営指

針において規定される支援の内容等に係る基本的な事

項を踏まえ、各放課後児童クラブの実態に応じて創意工

夫を図り、放課後児童クラブの質の向上と機能の充実に

努めなければならない。 

 

２．放課後児童健全育成事業の役割 
（１）放課後児童健全育成事業は、児童福祉法（昭和 22 年

法律第 164 号。以下「法」という。）第６条の３第２項に

基づき、小学校（以下「学校」という。）に就学している

子ども（特別支援学校の小学部の子どもを含む。以下同

じ。）であって、その保護者が労働等により昼間家庭にい

ないものに、授業の終了後（以下「放課後」という。）に

児童厚生施設等の施設を利用して適切な遊び及び生活

の場を与え、子どもの状況や発達段階を踏まえながら、

その健全な育成を図る事業である。 

（２）放課後児童健全育成事業の運営主体及び放課後児童

クラブは、児童の権利に関する条約の理念に基づき、子

どもの最善の利益を考慮して育成支援を推進すること

に努めなければならない。 

（３）放課後児童健全育成事業の運営主体及び放課後児童

クラブは、学校や地域の様々な社会資源との連携を図り

ながら、保護者と連携して育成支援を行うとともに、そ

の家庭の子育てを支援する役割を担う。 

 

３．放課後児童クラブにおける育成支援の基本 
（１）放課後児童クラブにおける育成支援 

放課後児童クラブにおける育成支援は、子どもが安心

して過ごせる生活の場としてふさわしい環境を整え、安

全面に配慮しながら子どもが自ら危険を回避できるよ

うにしていくとともに、子どもの発達段階に応じた主体

的な遊びや生活が可能となるように、自主性、社会性及

び創造性の向上、基本的な生活習慣の確立等により、子

どもの健全な育成を図ることを目的とする。 

（２）保護者及び関係機関との連携 

放課後児童クラブは、常に保護者と密接な連携をとり、

放課後児童クラブにおける子どもの様子を日常的に保

護者に伝え、子どもに関する情報を家庭と放課後児童ク

ラブで共有することにより、保護者が安心して子どもを

育て、子育てと仕事等を両立できるように支援すること

が必要である。また、子ども自身への支援と同時に、学
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校等の関係機関と連携することにより、子どもの生活の

基盤である家庭での養育を支援することも必要である。 

（３）放課後児童支援員等の役割 

放課後児童支援員は、豊かな人間性と倫理観を備え、

常に自己研鑽に励みながら必要な知識及び技能をもっ

て育成支援に当たる役割を担うとともに、関係機関と連

携して子どもにとって適切な養育環境が得られるよう

支援する役割を担う必要がある。また、放課後児童支援

員が行う育成支援について補助する補助員も、放課後児

童支援員と共に同様の役割を担うよう努めることが求

められる。 

（４）放課後児童クラブの社会的責任 

①放課後児童クラブは、子どもの人権に十分に配慮する

とともに、子ども一人ひとりの人格を尊重して育成支

援を行い、子どもに影響のある事柄に関して子どもが

意見を述べ、参加することを保障する必要がある。 

②放課後児童クラブの運営主体は、放課後児童支援員及

び補助員（以下「放課後児童支援員等」という。）に対

し、その資質の向上のために職場内外の研修の機会を

確保しなければならない。 

③放課後児童支援員等は、常に自己研鑽に励み、子ども

の育成支援の充実を図るために、必要な知識及び技能

の修得、維持及び向上に努めなければならない。 

④放課後児童クラブの運営主体は、地域社会との交流や

連携を図り、保護者や地域社会に当該放課後児童クラ

ブが行う育成支援の内容を適切に説明するよう努め

なければならない。 

⑤放課後児童クラブ及び放課後児童クラブの運営主体

は、子どもの利益に反しない限りにおいて、子どもや

保護者のプライバシーの保護、業務上知り得た事柄の

秘密保持に留意しなければならない。 

⑥放課後児童クラブ及び放課後児童クラブの運営主体

は、子どもや保護者の苦情等に対して迅速かつ適切に

対応して、その解決を図るよう努めなければならない。 

 

 

 

第２章 事業の対象となる子どもの発達 
 

放課後児童クラブでは、放課後等に子どもの発達段階

に応じた主体的な遊びや生活が可能となるようにする

ことが求められる。このため、放課後児童支援員等は、

子どもの発達の特徴や発達過程を理解し、発達の個人差

を踏まえて一人ひとりの心身の状態を把握しながら育

成支援を行うことが必要である。 

 

１．子どもの発達と児童期 
６歳から 12 歳は、子どもの発達の時期区分において

幼児期と思春期・青年期との間にあり、児童期と呼ばれ

る。 

児童期の子どもは、学校、放課後、家庭のサイクルを

基本とした生活となる。 

学校において基礎学力が形成されることに伴い、知的

能力や言語能力、規範意識等が発達する。また、身長や

体重の増加に伴って体力が向上し、遊びも活発化する。 

社会性の発達に伴い、様々な仲間集団が形成されるな

ど、子ども同士の関わりも変化する。さらに、想像力や

思考力が豊かになることによって遊びが多様化し、創意

工夫が加わった遊びを創造できるようになる。 

児童期には、幼児期の発達的特徴を残しつつ、思春期・

青年期の発達的特徴の芽生えが見られる。子どもの発達

は、行きつ戻りつの繰り返しを経ながら進行していく。 

子どもは、家庭や学校、地域社会の中で育まれる。大

人との安定した信頼関係のもとで、「学習」、「遊び」等の

活動、十分な「休息」、「睡眠」、「食事」等が保障される

ことによって、子どもは安心して生活し育つことができ

る。 

 

２．児童期の発達の特徴 
児童期の発達には、主に次のような特徴がある。 

○ものや人に対する興味が広がり、その興味を持続させ、

興味の探求のために自らを律することができるよう

になる。 

○自然や文化と関わりながら、身体的技能を磨き、認識

能力を発達させる。 

○学校や放課後児童クラブ、地域等、子どもが関わる環

境が広がり、多様な他者との関わりを経験するように

なる。 

○集団や仲間で活動する機会が増え、その中で規律と個

性を培うとともに、他者と自己の多様な側面を発見で

きるようになる。 

○発達に応じて「親からの自立と親への依存」、「自信と

不安」、「善悪と損得」、「具体的思考と抽象的思考」等、

様々な心理的葛藤を経験する。 

 

３．児童期の発達過程と発達領域 
児童期には、特有の行動が出現するが、その年齢は固

定的なものではなく、個人差も大きい。目安として、お

おむね６歳〜８歳（低学年）、９歳〜10 歳（中学年）、11

歳〜12 歳（高学年）の３つの時期に区分することができ

る。なお、この区分は、同年齢の子どもの均一的な発達

の基準ではなく、一人ひとりの子どもの発達過程を理解

する目安として捉えるべきものである。 

 

（１）おおむね６歳〜８歳 

子どもは学校生活の中で、読み書きや計算の基本的技

能を習得し、日常生活に必要な概念を学習し、係や当番

等の社会的役割を担う中で、自らの成長を自覚していく。

一方で、同時にまだ解決できない課題にも直面し、他者

と自己とを比較し、葛藤も経験する。 

遊び自体の楽しさの一致によって群れ集う集団構成

が変化し、そこから仲間関係や友達関係に発展すること

がある。ただし、遊びへの参加がその時の気分に大きく

影響されるなど、幼児的な発達の特徴も残している。 

ものや人に対する興味が広がり、遊びの種類も多様に

なっていき、好奇心や興味が先に立って行動することが

多い。 

大人に見守られることで、努力し、課題を達成し、自

信を深めていくことができる。その後の時期と比べると、

大人の評価に依存した時期である。 

（２）おおむね９歳〜10 歳 

論理的な思考や抽象的な言語を用いた思考が始まる。

道徳的な判断も、結果だけに注目するのではなく、動機

を考慮し始める。また、お金の役割等の社会の仕組みに
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ついても理解し始める。 

遊びに必要な身体的技能がより高まる。 

同年代の集団や仲間を好み、大人に頼らずに活動しよ

うとする。他者の視線や評価に一層敏感になる。 

言語や思考、人格等の子どもの発達諸領域における質

的変化として表れる「９、10歳の節」と呼ばれる大きな

変化を伴っており、特有の内面的な葛藤がもたらされる。

この時期に自己の多様な可能性を確信することは、発達

上重要なことである。 

（３）おおむね 11 歳〜12 歳 

学校内外の生活を通じて、様々な知識が広がっていく。

また、自らの得意不得意を知るようになる。 

日常生活に必要な様々な概念を理解し、ある程度、計

画性のある生活を営めるようになる。 

大人から一層自立的になり、少人数の仲間で「秘密の

世界」を共有する。友情が芽生え、個人的な関係を大切

にするようになる。 

身体面において第２次性徴が見られ、思春期・青年期

の発達的特徴が芽生える。しかし、性的発達には個人差

が大きく、身体的発育に心理的発達が伴わない場合もあ

る。 

 

４．児童期の遊びと発達 
放課後児童クラブでは、休息、遊び、自主的な学習、

おやつ、文化的行事等の取り組みや、基本的な生活に関

すること等、生活全般に関わることが行われる。その中

でも、遊びは、自発的、自主的に行われるものであり、

子どもにとって認識や感情、主体性等の諸能力が統合化

される他に代えがたい不可欠な活動である。 

子どもは遊びの中で、他者と自己の多様な側面を発見

できるようになる。そして、遊びを通じて、他者との共

通性と自身の個性とに気付いていく。 

児童期になると、子どもが関わる環境が急速に拡大す

る。関わる人々や遊びの種類も多様になり、活動範囲が

広がる。また、集団での遊びを継続することもできるよ

うになっていく。その中で、子どもは自身の欲求と相手

の欲求を同時に成立させるすべを見いだし、順番を待つ

こと、我慢すること、約束を守ることや平等の意味等を

身に付け、協力することや競い合うことを通じて自分自

身の力を伸ばしていく。 

子どもは、遊びを通じて成功や失敗の経験を積み重ね

ていく。子どもが遊びに自発的に参加し、遊びの楽しさ

を仲間の間で共有していくためには、大人の援助が必要

なこともある。 

 

５．子どもの発達過程を踏まえた育成支援におけ
る配慮事項 
放課後児童支援員等は、子どもの発達過程を踏まえ、

次に示す事項に配慮して子ども一人ひとりの心身の状

態を把握しながら、集団の中での子ども同士の関わりを

大切にして育成支援を行うことが求められる。 

（１）おおむね６歳〜８歳の子どもへの配慮 

○幼児期の発達的特徴も見られる時期であることを考

慮する。 

○放課後児童支援員等が身近にいて、子どもが安心して

頼ることのできる存在になれるように心掛ける。 

○子どもは遊びに夢中になると時間や場所を忘れるこ

とがある。安全や健康を管理するために子どもの時間

と場所に関する意識にも目を届かせるようにする。 

（２）おおむね９歳〜10 歳の子どもへの配慮 

○「９、10 歳の節」と呼ばれる発達諸領域における質的

変化を伴うことを考慮して、子どもの意識や感情の変

化を適切に捉えるように心掛ける。 

○同年代の仲間との関わりを好み、大人に頼らず活動し

ようとする、他の子どもの視線や評価に敏感になるな

ど、大人に対する見方や自己と他者への意識や感情の

発達的特徴の理解に基づいた関わりをする。 

（３）おおむね 11 歳〜12 歳の子どもへの配慮 

○大人から一層自立的になるとともに、子ども同士の個

人的な関係を大切にするようになるなどの発達的特

徴を理解することに努め、信頼に基づく関わりを心掛

ける。 

○ある程度、計画性のある生活を営めるようになる時期

であることを尊重し、子ども自身が主体的な遊びや生

活ができるような関係を大切にする。 

○思春期・青年期の発達的特徴が芽生えることを考慮し、

性的発達を伴う身体的発育と心理的発達の変化につ

いて理解し、適切な対応をする。 

（４）遊びと生活における関わりへの配慮 

子どもの遊びへの関わりは、安全の確保のような間接

的なものから、大人が自ら遊びを楽しむ姿を見せるとい

うような直接的なものまで、子どもの発達や状況に応じ

た柔軟なものであることが求められる。また、その時々

の子どもの体調や気分によって、遊びの選択や子ども同

士の関わり方が異なることを理解することも必要であ

る。 

子どもは時に大人の指示を拒んだり、反抗的に見える

態度をとったりすることもある。子どもの言動の背景を

理解することが求められる。子どもが放課後児童クラブ

の中でお互いの役割を理解し合って生活していくため

には、子ども同士の中での自律的な関係を認めつつ、一

人ひとりの意識や発達の状況にも十分に配慮する必要

がある。 

 

 

 

第３章 放課後児童クラブにおける育成支
援の内容 

 

１．育成支援の内容 
（１）放課後児童クラブに通う子どもは、保護者が労働あ

るいは疾病や介護等により授業の終了後の時間帯（放課

後、学校休業日）に子どもの養育ができない状況によっ

て、放課後児童クラブに通うことが必要となっているた

め、その期間を子どもが自ら進んで通い続けるためには、

放課後児童支援員等が保護者と連携して育成支援を行

う必要がある。 

（２）放課後児童クラブは、年齢や発達の状況が異なる多

様な子ども達が一緒に過ごす場である。放課後児童支援

員等には、それぞれの子どもの発達の特徴や子ども同士

の関係を捉えながら適切に関わることで、子どもが安心

して過ごせるようにし、一人ひとりと集団全体の生活を

豊かにすることが求められる。 

（３）子どもの発達や養育環境の状況等を把握し、子ども
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が発達面や養育環境等で固有の援助を必要としている

場合には、その援助を適切に行う必要がある。 

（４）子どもにとって放課後児童クラブが安心して過ごせ

る生活の場であり、放課後児童支援員等が信頼できる存

在であることを前提として、放課後児童クラブにおける

育成支援には、主に次のような内容が求められる。 

①子どもが自ら進んで放課後児童クラブに通い続けら

れるように援助する。 

・放課後児童クラブに通うことについて、その必要性を

子どもが理解できるように援助する。 

・放課後児童支援員等は、子どもの様子を日常的に保護

者に伝え、放課後児童支援員等と保護者がお互いに子

どもの様子を伝え合えるようにする。 

・子どもが放課後児童クラブに通うことに関して、学校

と情報交換し、連携する。 

・子どもの遊びや生活の環境及び帰宅時の安全等につ

いて、地域の人々の理解と協力が得られるようにする。 

②子どもの出欠席と心身の状態を把握して、適切に援助

する。 

・子どもの出欠席についてあらかじめ保護者からの連

絡を確認しておくとともに、連絡なく欠席したり来所

が遅れたりした子どもについては速やかに状況を把

握して適切に対応する。 

・子どもの来所時には、子どもが安心できるように迎え

入れ、子ども一人ひとりの心身の状態を把握する。 

・遊びや生活の場面における子どもの状況や体調、情緒

等を把握し、静養や気分転換が必要な時には適切に対

応する。なお、病気やケガの場合は、速やかに保護者

と連絡をとる。 

③子ども自身が見通しを持って主体的に過ごせるよう

にする。 

・子どもが放課後児童クラブでの過ごし方について理

解できるようにし、主体的に生活できるように援助す

る。 

・放課後児童支援員等は、子ども全体に共通する生活時

間の区切りをつくり、柔軟に活用して子どもが放課後

の時間を自己管理できるように援助する。 

・放課後児童クラブにおける過ごし方や生活時間の区

切り等は、保護者にも伝えて理解を得ておく。 

④放課後児童クラブでの生活を通して、日常生活に必要

となる基本的な生活習慣を習得できるようにする。 

・手洗いやうがい、持ち物の管理や整理整頓、活動に応

じた衣服の着脱等の基本的な生活習慣が身に付くよ

うに援助する。 

・子ども達が集団で過ごすという特性を踏まえて、一緒

に過ごす上で求められる協力及び分担や決まりごと

等を理解できるようにする。 

⑤子どもが発達段階に応じた主体的な遊びや生活がで

きるようにする。 

・子ども達が協力し合って放課後児童クラブの生活を

維持していくことができるようにする。その際、年齢

や発達の状況が異なる子ども達が一緒に生活してい

ることを考慮する。 

・子どもが仲間関係をつくりながら、自発的に遊びをつ

くり出すことができるようにする。 

・遊びや生活の中で生じる意見の対立やけんかなどに

ついては、お互いの考え方の違いに気付くこと、葛藤

の調整や感情の高ぶりを和らげること等ができるよ

うに、適切に援助する。 

・子どもの間でいじめ等の関係が生じないように配慮

するとともに、万一そのような問題が起きた時には早

期対応に努め、放課後児童支援員等が協力して適切に

対応する。 

・屋内外ともに子どもが過ごす空間や時間に配慮し、発

達段階にふさわしい遊びと生活の環境をつくる。その

際、製作活動や伝承遊び、地域の文化にふれる体験等

の多様な活動や遊びを工夫することも考慮する。 

・子どもが宿題、自習等の学習活動を自主的に行える環

境を整え、必要な援助を行う。 

・放課後児童クラブの子ども達が地域の子ども達と一

緒に遊んだり活動したりする機会を設ける。 

・地域での遊びの環境づくりへの支援も視野に入れ、必

要に応じて保護者や地域住民が協力しながら活動に

関わることができるようにする。 

⑥子どもが自分の気持ちや意見を表現することができ

るように援助し、放課後児童クラブの生活に主体的に

関わることができるようにする。 

・子ども一人ひとりの放課後児童クラブでの生活状況

を把握しながら、子どもの情緒や子ども同士の関係に

も配慮し、子どもの意見を尊重する。 

・子どもが放課後児童支援員等に悩みや相談事も話せ

るような信頼関係を築く。 

・行事等の活動では、企画の段階から子どもの意見を反

映させる機会を設けるなど、様々な発達の過程にある

子どもがそれぞれに主体的に運営に関わることがで

きるように工夫する。 

⑦子どもにとって放課後の時間帯に栄養面や活力面か

ら必要とされるおやつを適切に提供する。 

・発達過程にある子どもの成長にあわせて、放課後の時

間帯に必要とされる栄養面や活力面を考慮して、おや

つを適切に提供する。おやつの提供に当たっては、補

食としての役割もあることから、昼食と夕食の時間帯

等を考慮して提供時間や内容、量等を工夫する。 

・おやつの提供に際しては、安全及び衛生に考慮すると

ともに、子どもが落ちついて食を楽しめるようにする。 

・食物アレルギーのある子どもについては、配慮すべき

ことや緊急時の対応等について事前に保護者と丁寧

に連絡を取り合い、安全に配慮して提供する。 

⑧子どもが安全に安心して過ごすことができるように

環境を整備するとともに、緊急時に適切な対応ができ

るようにする。 

・子どもが自分で避けることのできない危険に遭遇し

ないように、遊びと生活の環境について安全点検と環

境整備を行う。 

・子どもが危険に気付いて判断したり、事故等に遭遇し

た際に被害を最小限にしたりするための安全に関す

る自己管理能力を身に付けられるように援助する。 

・事故やケガ、災害等の緊急時に子どもの安全が守られ

るように、対応方針を作成して定期的に訓練を行う。 

⑨放課後児童クラブでの子どもの様子を日常的に保護

者に伝え、家庭と連携して育成支援を行う。 

・放課後児童クラブにおける子どもの様子を日常的に

保護者に伝える。 

・子どもに関する情報を家庭と放課後児童クラブで共
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有することにより、保護者が安心して子育てと仕事等

を両立できるように支援する。 

 

２．障害のある子どもへの対応 
（１）障害のある子どもの受入れの考え方 

○障害のある子どもについては、地域社会で生活する平

等の権利の享受と、包容・参加（インクルージョン）

の考え方に立ち、子ども同士が生活を通して共に成長

できるよう、障害のある子どもも放課後児童クラブを

利用する機会が確保されるための適切な配慮及び環

境整備を行い、可能な限り受入れに努める。 

○放課後児童クラブによっては、新たな環境整備が必要

となる場合なども考えられるため、受入れの判断につ

いては、子ども本人及び保護者の立場に立ち、公平性

を保って行われるように判断の基準や手続等を定め

ることが求められる。 

○障害のある子どもの受入れに当たっては、子どもや保

護者と面談の機会を持つなどして、子どもの健康状態、

発達の状況、家庭の状況、保護者の意向等を個別に把

握する。 

○地域社会における障害のある子どもの放課後の生活

が保障されるように、放課後等デイサービス等と連携

及び協力を図る。その際、放課後等デイサービスと併

行利用している場合には、放課後等デイサービス事業

所と十分な連携を図り、協力できるような体制づくり

を進めていくことが求められる。 

（２）障害のある子どもの育成支援に当たっての留意点 

○障害のある子どもが、放課後児童クラブでの子ども達

との生活を通して共に成長できるように、見通しを持

って計画的な育成支援を行う。 

○継続的な育成支援を行うために、障害のある子ども一

人ひとりについて放課後児童クラブでの状況や育成

支援の内容を記録する。 

○障害のある子どもの育成支援についての事例検討を

行い、研修等を通じて、障害について理解する。 

○障害のある子どもの特性を踏まえた育成支援の向上

のために、地域の障害児関係の専門機関等と連携して、

相談できる体制をつくる。その際、保育所等訪問支援、

障害児等療育支援事業や巡回支援専門員整備事業の

活用等も考慮する。 

○障害のある子どもの育成支援が適切に図られるよう

に、個々の子どもの状況に応じて環境に配慮するとと

もに、職員配置、施設や設備の改善等についても工夫

する。 

○障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に

関する法律（平成 23 年法律第 79 号）の理念に基づい

て、障害のある子どもへの虐待の防止に努めるととも

に、防止に向けての措置を講ずる。 

 

３．特に配慮を必要とする子どもへの対応 
（１）児童虐待への対応 

○放課後児童支援員等は、児童虐待の防止等に関する法

律（平成 12 年法律第 82 号）に基づき児童虐待の早期

発見の努力義務が課されていることを踏まえ、子ども

の状態や家庭の状況の把握により、保護者に不適切な

養育等が疑われる場合には、市町村（特別区を含む。

以下同じ。）や関係機関と連携し、法第 25 条の２第１

項に規定する要保護児童対策地域協議会で協議する

など、適切に対応することが求められる。 

○児童虐待が疑われる場合には、放課後児童支援員等は

各自の判断だけで対応することは避け、放課後児童ク

ラブの運営主体の責任者と協議の上で、市町村又は児

童相談所に速やかに通告し、関係機関と連携して放課

後児童クラブとして適切な対応を図らなければなら

ない。 

（２）特別の支援を必要とする子どもへの対応 

○放課後児童支援員等は、子どもの家庭環境についても

配慮し、家庭での養育について特別の支援が必要な状

況を把握した場合には、子どもと保護者の安定した関

係の維持に留意しつつ、市町村や関係機関と連携して

適切な支援につなげるように努める。 

○放課後児童クラブでの生活に特に配慮を必要とする

子どもの支援に当たっては、保護者、市町村、関係機

関と情報交換を行い、連携して適切な育成支援に努め

る。 

（３）特に配慮を必要とする子どもへの対応に当たっての

留意事項 

○特に配慮を必要とする子どもへの対応に当たっては、

子どもの利益に反しない限りにおいて、保護者や子ど

ものプライバシーの保護、業務上知り得た事柄の秘密

保持に留意する。 

 

４．保護者との連携 
（１）保護者との連絡 

○子どもの出欠席についてあらかじめ保護者からの連

絡を確認しておく。 

○放課後児童クラブにおける子どもの遊びや生活の様

子を日常的に保護者に伝え、子どもの状況について家

庭と放課後児童クラブで情報を共有する。 

○保護者への連絡については、連絡帳を効果的に活用す

ることが必要である。その他、保護者の迎えの際の直

接の連絡、通信、保護者会、個人面談等の様々な方法

を有効に活用する。 

（２）保護者からの相談への対応 

○放課後児童支援員等は、育成支援を通じて保護者との

信頼関係を築くことに努めるとともに、子育てのこと

等について保護者が相談しやすい雰囲気づくりを心

掛ける。 

○保護者から相談がある場合には、保護者の気持ちを受

け止め、相互の信頼関係を基本に保護者の自己決定を

尊重して対応する。また、必要に応じて市町村や関係

機関と連携する。 

（３）保護者及び保護者組織との連携 

○放課後児童クラブの活動を保護者に伝えて理解を得

られるようにするとともに、保護者が活動や行事に参

加する機会を設けるなどして、保護者との協力関係を

つくる。 

○保護者組織と連携して、保護者が互いに協力して子育

ての責任を果たせるように支援する。 

 

５．育成支援に含まれる職務内容と運営に関わる
業務 

（１）育成支援に含まれる職務内容 

放課後児童クラブにおける育成支援に係る職務内容



 

106 

 

には、次の事項が含まれる。 

○子どもが放課後児童クラブでの生活に見通しを持て

るように、育成支援の目標や計画を作成し、保護者と

共通の理解を得られるようにする。 

○日々の子どもの状況や育成支援の内容を記録する。 

○職場内で情報を共有し事例検討を行って、育成支援の

内容の充実、改善に努める。 

○通信や保護者会等を通して、放課後児童クラブでの子

どもの様子や育成支援に当たって必要な事項を、定期

的かつ同時にすべての家庭に伝える。 

（２）運営に関わる業務 

放課後児童クラブの運営に関わる業務として、次の取

り組みも必要とされる。 

・業務の実施状況に関する日誌（子どもの出欠席、職員

の服務に関する状況等） 

・運営に関する会議や打合せ、申合せや引継ぎ 

・おやつの発注、購入等 

・遊びの環境と施設の安全点検、衛生管理、清掃や整理

整頓 

・保護者との連絡調整 

・学校との連絡調整 

・地域の関係機関、団体との連絡調整 

・会計事務 

・その他、事業運営に関する記録 

 

 

 

第４章 放課後児童クラブの運営 
 
１．職員体制 
（１）放課後児童クラブには、年齢や発達の状況が異なる

子どもを同時にかつ継続的に育成支援を行う必要があ

ること、安全面での管理が必要であること等から、支援

の単位ごとに２人以上の放課後児童支援員（基準第 10条

第３項各号のいずれかに該当する者であって、都道府県

知事が行う研修を修了したもの）を置かなければならな

い。ただし、そのうち１人は、補助員（放課後児童支援

員が行う支援について放課後児童支援員を補助する者）

に代えることができる。 

（２）放課後児童支援員等は、支援の単位ごとに育成支援

を行わなければならない。なお、放課後児童クラブを利

用する子どもが 20 人未満の場合で、放課後児童支援員

のうち１人を除いた者又は補助員が同一敷地内にある

他の事業所、施設等の職務に従事している場合等は、こ

の限りではない。 

（３）子どもとの安定的、継続的な関わりが重要であるた

め、放課後児童支援員の雇用に当たっては、長期的に安

定した形態とすることが求められる。 

（４）放課後児童支援員等の勤務時間については、子ども

の受入れ準備や打合せ、育成支援の記録作成等、開所時

間の前後に必要となる時間を前提として設定されるこ

とが求められる。 

 

２．子ども集団の規模（支援の単位） 
（１）放課後児童クラブの適切な生活環境と育成支援の内

容が確保されるように、施設設備、職員体制等の状況を

総合的に勘案し、適正な子ども数の規模の範囲で運営す

ることが必要である。 

（２）子ども集団の規模（支援の単位）は、子どもが相互

に関係性を構築したり、１つの集団としてまとまりをも

って共に生活したり、放課後児童支援員等が個々の子ど

もと信頼関係を築いたりできる規模として、おおむね 40

人以下とする。 

 

３．開所時間及び開所日 
（１）開所時間及び開所日については、保護者の就労時間、

学校の授業の終了時刻その他の地域の実情等を考慮し

て、当該放課後児童クラブごとに設定する。 

（２）開所時間については、学校の授業の休業日は１日に

つき８時間以上、学校の授業の休業日以外の日は１日に

つき３時間以上の開所を原則とする。なお、子どもの健

全育成上の観点にも配慮した開所時間の設定が求めら

れる。 

（３）開所する日数については、１年につき 250 日以上を

原則として、保護者の就労日数、学校の授業の休業日そ

の他の地域の実情等を考慮して、当該放課後児童クラブ

ごとに設定する。 

（４）新１年生については、保育所との連続性を考慮し、

４月１日より受け入れを可能にする必要がある。 

 

４．利用の開始等に関わる留意事項 
（１）放課後児童クラブの運営主体は、放課後児童クラブ

の利用の募集に当たり、適切な時期に様々な機会を活用

して広く周知を図ることが必要である。その際には、利

用に当たっての留意事項の明文化、入所承認の方法の公

平性の担保等に努める必要がある。 

（２）放課後児童クラブの利用を希望する保護者等に対し

ては、必要な情報を提供することが求められる。 

（３）利用の開始に当たっては、説明会等を開催し、利用

に際しての決まり等について説明することが求められ

る。 

（４）特に新１年生の環境変化に配慮して、利用の開始の

前に、子どもや家庭の状況、保護者のニーズ及び放課後

児童クラブでの過ごし方について十分に保護者等と情

報交換することが求められる。 

（５）子どもが放課後児童クラブを退所する場合には、そ

の子どもの生活の連続性や家庭の状況に配慮し、保護者

等からの相談に応じて適切な支援への引き継ぎを行う。 

 

５．運営主体 
（１）放課後児童健全育成事業は、市町村が行うこととし、

放課後児童クラブの運営については、育成支援の継続性

という観点からも、安定した経営基盤と運営体制を有し、

子どもの健全育成や地域の実情についての理解を十分

に有する主体が、継続的、安定的に運営することが求め

られる。 

（２）放課後児童クラブの運営主体は、次の点に留意して

運営する必要がある。 

○子どもの人権に十分配慮するとともに、一人ひとりの

人格を尊重して、その運営を行う。 

○地域社会との交流及び連携を図り、子どもの保護者及

び地域社会に対し、放課後児童クラブの運営の内容を

適切に説明するように努める。 

○放課後児童クラブの運営の内容について、自ら評価を
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行い、その結果を公表するように努める。 

○子どもや保護者の国籍、信条又は社会的身分による差

別的な扱いをしない。 

○放課後児童クラブごとに事業の運営についての重要

事項（①事業の目的及び運営の方針、②職員の職種、

員数及び職務の内容、③開所時間及び開所日、④育成

支援の内容及び利用料、⑤定員、⑥事業の実施地域、

⑦事業の利用に当たっての留意事項、⑧緊急時等にお

ける対応方法、⑨非常災害対策、⑩虐待の防止のため

の措置に関する事項、⑪その他事業の運営に関する重

要事項）に関する運営規程を定め、また、職員、財産、

収支及び利用者の処遇の状況を明らかにする帳簿を

整備する。 

○放課後児童クラブの運営主体に変更が生じる場合に

は、育成支援の継続性が保障され、子どもへの影響が

最小限に抑えられるように努めるとともに、保護者の

理解が得られるように努める必要がある。 

 

６．労働環境整備 
 

（１）放課後児童クラブの運営主体は、放課後児童支援員

等の労働実態や意向を把握し、放課後児童支援員等が健

康で意欲を持って就業できるように、労働環境の整備に

努める必要がある。 

（２）放課後児童支援員等の健康管理や放課後児童クラブ

としての衛生管理の観点から、健康診断等の実施が必要

である。 

（３）放課後児童支援員等が、業務中あるいは通勤途上で

災害等にあった場合の補償を行うため、事業主として労

災保険に加入しておくことが必要である。また、必要に

応じて厚生保険や雇用保険にも加入しておくことが求

められる。 

 

７．適正な会計管理及び情報公開 
 

（１）利用料等の徴収、管理及び執行に当たっては、定期

的な検査や決算報告を行い、適正な会計管理を行うこと

が必要である。 

（２）社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）第 75 条第１

項の規定に基づき、福祉サービスを利用しようとする者

が適切かつ円滑にこれを利用できるように、社会福祉事

業を運営する事業者には、事業の内容に関する情報の提

供についての努力義務が課せられている。このため、放

課後児童クラブの運営主体は、会計処理や運営状況につ

いて、保護者や地域社会に対して情報公開することが求

められる。 

 

 

 

 

第５章 学校及び地域との関係 
 
１．学校との連携 
（１）子どもの生活の連続性を保障するために、情報交換

や情報共有、職員同士の交流等によって学校との連携を

積極的に図る。 

（２）学校との情報交換や情報共有は日常的、定期的に行

い、その実施に当たっては、個人情報の保護や秘密の保

持についてあらかじめ取り決めておく。 

（３）子どもの遊びと生活の場を広げるために、学校の校

庭、体育館や余裕教室等を利用できるように連携を図る。 

 

２．保育所、幼稚園等との連携 
（１）新１年生については、子どもの発達と生活の連続性

を保障するために、保育所、幼稚園等と子どもの状況に

ついて情報交換や情報共有を行う。 

（２）保育所、幼稚園等との子ども同士の交流、職員同士

の交流等を行う。 

 

３．地域、関係機関との連携 
（１）放課後児童クラブに通う子どもの生活について地域

の協力が得られるように、自治会・町内会や民生委員・

児童委員（主任児童委員）等の地域組織や子どもに関わ

る関係機関等と情報交換や情報共有、相互交流を図る。 

（２）地域住民の理解を得ながら、地域の子どもの健全育

成の拠点である児童館やその他地域の公共施設等を積

極的に活用し、放課後児童クラブの子どもの活動と交流

の場を広げる。 

（３）事故、犯罪、災害等から子どもを守るため、地域住

民と連携、協力して子どもの安全を確保する取り組みを

行う。 

（４）子どもの病気やケガ、事故等に備えて、日常から地

域の保健医療機関等と連携を図る。 

 

４．学校、児童館を活用して実施する放課後児童
クラブ 

 

（１）学校施設を活用して実施する放課後児童クラブ 

○学校施設を活用する場合には、放課後児童クラブの運

営主体が責任をもって管理運営に当たるとともに、施

設の使用に当たって学校や関係者の協力が得られる

ように努める。 

○「放課後子ども総合プラン」に基づき、放課後子供教

室と一体的に実施する場合は、放課後児童クラブに通

う子どもの生活の場としての機能を十分に担保し、育

成支援の環境に配慮する。なお、放課後子供教室への

参加に当たっては、体調や帰宅時刻等の理由から参加

できない子どもがいることも考慮する。 

○放課後子供教室の企画内容や準備等について、円滑な

協力ができるように放課後子供教室との打合せを定

期的に行い、学校区ごとに設置する協議会に参加する

など関係者間の連携を図る。 

（２）児童館を活用して実施する放課後児童クラブ 

○児童館の中で放課後児童クラブを実施する場合は、放

課後児童クラブに通う子どもの育成支援の環境及び

水準が担保されるようにする。 

○児童館に来館する子どもと放課後児童クラブに在籍

する子どもが交流できるように、遊びや活動に配慮す

る。 

○放課後児童クラブの活動は、児童館内に限定すること

なく近隣の環境を活用する。 
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第６章 施設及び設備、衛生管理及び安全
対策 

 

１．施設及び設備 
（１）施設 

○放課後児童クラブには、子どもが安全に安心して過ご

し、体調の悪い時等に静養することができる生活の場

としての機能と、遊び等の活動拠点としての機能を備

えた専用区画が必要である。 

○専用区画の面積は、子ども１人につきおおむね 1.65

㎡以上を確保することが求められる。 

○室内のレイアウトや装飾、採光等にも配慮し、子ども

が心地よく過ごせるように工夫することも求められ

る。 

○子どもの遊びを豊かにするため、屋外遊びを行う場所

を確保することが求められる。その際、学校施設や近

隣の児童遊園・公園、児童館等を有効に活用する。 

○子どもの遊び及び生活の場の他に、放課後児童支援員

等が事務作業や更衣ができるスペース等も求められ

る。 

（２）設備、備品等 

○衛生及び安全が確保された設備を備え、子どもの所持

品を収納するロッカーや子どもの生活に必要な備品、

遊びを豊かにするための遊具及び図書を備える。 

○年齢に応じた遊びや活動ができるように空間や設備、

備品等を工夫する。 

 

２．衛生管理及び安全対策 
（１）衛生管理 

○手洗いやうがいを励行するなど、日常の衛生管理に努

める。また、必要な医薬品その他の医療品を備えると

ともに、それらの管理を適正に行い、適切に使用する。 

○施設設備やおやつ等の衛生管理を徹底し、食中毒の発

生を防止する。 

○感染症の発生状況について情報を収集し、予防に努め

る。感染症の発生や疑いがある場合は、必要に応じて

市町村、保健所等に連絡し、必要な措置を講じて二次

感染を防ぐ。 

○感染症や食中毒等の発生時の対応については、市町村

や保健所との連携のもと、あらかじめ放課後児童クラ

ブとしての対応方針を定めておくとともに、保護者と

共有しておく。 

（２）事故やケガの防止と対応 

○日常の遊びや生活の中で起きる事故やケガを防止す

るために、室内及び屋外の環境の安全性について毎日

点検し、必要な補修等を行う。これには、遠足等行事

の際の安全点検も含まれる。 

○事故やケガの防止に向けた対策や発生時の対応に関

するマニュアルを作成し、マニュアルに沿った訓練又

は研修を行い、放課後児童支援員等の間で共有する。 

○放課後児童支援員等は、子どもの年齢や発達の状況を

理解して、子どもが自らの安全を守るための行動につ

いて学習し、習得できるように援助する。 

○おやつの提供に際して、食物アレルギー事故、窒息事

故等を防止するため、放課後児童支援員等は応急対応

について学んでおく。 

○事故やケガが発生した場合には、速やかに適切な処置

を行うとともに、子どもの状況等について速やかに保

護者に連絡し、運営主体及び市町村に報告する。 

○放課後児童クラブの運営主体は、放課後児童支援員等

及び子どもに適切な安全教育を行うとともに、発生し

た事故事例や事故につながりそうな事例の情報を収

集し、分析するなどして事故防止に努める。 

○放課後児童クラブの運営主体は、必ず損害賠償保険に

加入し、賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償

を速やかに行う。また、傷害保険等に加入することも

必要である。 

（３）防災及び防犯対策 

○放課後児童クラブの運営主体は、市町村との連携のも

とに災害等の発生に備えて具体的な計画及びマニュ

アルを作成し、必要な施設設備を設けるとともに、定

期的に（少なくとも年２回以上）訓練を行うなどして

迅速に対応できるようにしておく。また、外部からの

不審者等の侵入防止のための措置や訓練など不測の

事態に備えて必要な対応を図る。 

○市町村や学校等関係機関と連携及び協力を図り、防災

や防犯に関する訓練を実施するなど、地域における子

どもの安全確保や安全点検に関する情報の共有に努

める。 

○災害等が発生した場合には、子どもの安全確保を最優

先にし、災害等の状況に応じた適切な対応をとる。 

○災害等が発生した際の対応については、その対応の仕

方を事前に定めておくとともに、緊急時の連絡体制を

整備して保護者や学校と共有しておく。 

（４）来所及び帰宅時の安全確保 

○子どもの来所や帰宅の状況について、必要に応じて保

護者や学校と連絡を取り合って安全を確保する。 

○保護者と協力して、地域組織や関係機関等と連携した、

安全確保のための見守り活動等の取り組みを行う。 

 

 

 

第７章 職場倫理及び事業内容の向上 
 
１．放課後児童クラブの社会的責任と職場倫理 
 

（１）放課後児童クラブには、社会的信頼を得て育成支援

に取り組むことが求められる。また、放課後児童支援員

等の言動は子どもや保護者に大きな影響を与えるため、

放課後児童支援員等は、仕事を進める上での倫理を自覚

して、育成支援の内容の向上に努めなければならない。 

（２）放課後児童クラブの運営主体は、法令を遵守すると

ともに、次の事項を明文化して、すべての放課後児童支

援員等が職場倫理を自覚して職務に当たるように組織

的に取り組む。 

○子どもや保護者の人権に十分配慮するとともに、一人

ひとりの人格を尊重する。 

○児童虐待等の子どもの心身に有害な影響を与える行

為を禁止する。 

○国籍、信条又は社会的な身分による差別的な扱いを禁

止する。 

○守秘義務を遵守する。 

○関係法令に基づき個人情報を適切に取り扱い、プライ

バシーを保護する。 
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○保護者に誠実に対応し、信頼関係を構築する。 

○放課後児童支援員等が相互に協力し、研鑽を積みなが

ら、事業内容の向上に努める。 

○事業の社会的責任や公共性を自覚する。 

 

２．要望及び苦情への対応 
（１）要望や苦情を受け付ける窓口を設置し、子どもや保

護者等に周知する。 

（２）苦情対応については、市町村と放課後児童クラブの

運営主体が連携して、苦情解決責任者、苦情受付担当者、

第三者委員の設置や、解決に向けた手順の整理等を行い、

その仕組みについて子どもや保護者等にあらかじめ周

知する。 

（３）子どもや保護者等からの要望や苦情に対しては、迅

速かつ適切に、誠意を持って対応する。 

（４）要望や苦情については、その内容や対応について職

員間で共有することにより、事業内容の向上に生かす。 

 

３．事業内容向上への取り組み 
 

（１）職員集団のあり方 

○放課後児童支援員等は、会議の開催や記録の作成等を

通じた情報交換や情報共有を図り、事例検討を行うな

ど相互に協力して自己研鑽に励み、事業内容の向上を

目指す職員集団を形成する。 

○放課後児童支援員等は、子どもや保護者を取り巻くさ

まざまな状況に関心を持ち、育成支援に当たっての課

題等について建設的な意見交換を行うことにより、事

業内容を向上させるように努める。 

（２）研修等 

○放課後児童クラブの運営主体は、放課後児童支援員等

のための職場内での教育訓練や研修のみならず、職場

を離れての研修の機会を確保し、その参加を保障する

必要がある。 

○放課後児童支援員等は、研修等を通じて、必要な知識

及び技能の習得、維持及び向上に努める。 

○放課後児童クラブの運営主体には、職員が自発的、継

続的に研修に参加できるように、研修受講計画を策定

し、管理するなどの環境を整備していくとともに、職

員の自己研鑽、自己啓発への時間的、経済的な支援や

情報提供も含めて取り組んでいくことが求められる。 

（３）運営内容の評価と改善 

○ 放課後児童クラブの運営主体は、その運営の内容に

ついて自己評価を行い、その結果を公表するように努

める。評価を行う際には、子どもや保護者の意見を取

り入れて行うことが求められる。 

○ 評価の結果については、職員間で共有し、改善の方

向性を検討して事業内容の向上に生かす。 
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１ ガイドラインの趣旨 
 

この埼玉県放課後児童クラブガイドラインは、国の

「放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基

準（平成２６年４月３０日厚生労働省令第６３号）（以

下、「設備運営基準」という。）を踏まえ、埼玉県が目指

す放課後児童クラブの望ましい基準を示したものであ

る。 

各市町村が定める条例等を遵守した上で、国の放課後

児童クラブ運営指針と併せ、放課後児童クラブの設備及

び運営の向上への参考としていただきたい。また、旧埼

玉県放課後児童クラブ運営基準にあった様式例等は様

式集として取りまとめたので、必要に応じ適宜修正し活

用していただきたい。 

なお、このガイドラインは今後、国が策定する省令や

通知を踏まえ、必要に応じ、随時見直しを行う予定とし

ている。 

 

２ 総論関係（設備運営基準第１条〜第８条） 
（１）最低基準の向上について（第３条第及び第４条） 

市町村が最低基準を常に向上させるよう努めること

及び、放課後児童健全育成事業者（以下、「事業者」とい

う。）が最低基準を超えて、常に、その設備及び運営を向

上させることを実現するため、市町村は、各放課後児童

クラブに対して、現場確認を含めた設備運営の実態調査

を定期的に行うこと。 

また、県は毎年、各市町村における放課後児童クラブ

の設備及び運営の状況を調査し、これを公表する。 

 

（２）対象児童の範囲（設備運営基準第５条第１項） 

放課後児童健全育成事業における支 

援の対象となる、小学校に就学している児童について

は、次のことに配慮すること。 

 

ア保護者の疾病や介護などにより昼間家庭で養育が困

難な場合は対象とする。 

 

イ地域の実情に応じ、配慮するよう努めること。 

①児童については、特別支援学校小学部のほか、公立

小学校以外（国立、私立、外国人学校）の児童等に

ついても受け入れ対象とする。 

②児童は、各市町村内に在住又は在学のいずれかを満

たす場合を対象とする。 

③保護者以外の同居人（祖父母など）が在宅の児童も

対象とする。 

④その他、児童の生活環境や児童の発達状況等から健

全育成上、放課後児童クラブが必要と認められる児

童を対象とすることができる。 

 

３設備に関する基準（設備運営基準第９条） 

（１）必要面積（第９条第２項） 

専用区画の面積については、設備運営基準を超えて、

次のとおりとする。専用区画の面積は、クラブ室内の児

童が生活（休息・遊び・学習など）するスペースであり、

児童１人につき設備部分を除いて１．６５㎡（畳１畳分）

以上の広さを確保する。 

 

４ 職員に関する基準（設備運営基準第１０条） 
 

（１）放課後児童支援員の配置（第１０条第２項） 

放課後児童支援員の配置については、設備運営基準を

超えて、次のとおりとする。 

 

①放課後児童クラブにおいて利用者の支援に従事する

職員である放課後児童支援員（以下「支援員」という。）

については、各支援単位の児童数に応じた次の配置と

する。 

児童数  ２０人未満  ２０人以上 

支援員数  ２名以上   ３名以上 

※児童数増に伴って支援員の増員が必要な場合は増

員を図る。 

②常勤職員の配置支援員の役割と仕事内容から、運営形

態に関わらず、常勤での複数配置に努める。 

※「常勤」とは事業所が定めた勤務時間のすべてを勤務

している者。 

 

（２）支援の単位（第１０条第４項） 

支援の単位については、設備運営基準を超えて、次の

とおりとする。集団活動を指導できる規模である一つの

支援単位の児童数は、４０人以下とする。一つのクラブ

を複数の支援単位に分ける場合は、支援の単位ごとに活

動を行う場所が特定できるよう壁やパーテーションで

区切るよう努めること。 

 

５ 運営に関する基準（設備運営基準１１条〜２１
条） 

 

（１） 利用料等について（第１４条第４号） 

 

ア適正な執行管理 

利用者の保護者が支払う利用料等の徴収、管理及び執

行は、適正な管理者のもと最善の注意を持って行い、定

期的な検査や決算報告など必要な会計ルールを定め、適

正で開かれた執行を行うこと。 

 

イ利用料の軽減 

利用料の納付義務者において、特別の事情があり、保

育料の全部又は一部を負担することができないと認め

られるときなどは、各市町村における他の制度との整合

を図りながら軽減に努めること。 
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（２）開所時間及び日数について（第１８条） 

事業者が定める開所時間及び日数については、設備運

営基準に加え、次のとおりとする。 

 

ア開所時間：開所時間は児童を受け入れる体制が整って

いる時間であり次のとおりとする。 

①平日は、学校の終業時間から１８時３０分まで開所

すること。 

②学校休業日は、８時００分から１８時３０分まで開

所すること。 

③開所時間は、保護者の労働などの実態に合わせて延

長するよう努めること。 

④開所時間の前後の時間を使い、必要な準備時間を設

けること。 

 

イ開所日：開所日は、地域の実情や保護者の就労状況を

考慮し設定する。 

①平日、土曜日、夏休み、冬休み、春休みは開所する

こと。 

②学校休業日で開所の必要がある場合は開所するこ

と。 

③重大な災害や感染症が発生したときなど休室とす

る場合を想定して、事前に、児童の保護者と学校と

の協議を行っておくこと。 

 

６ 障害児の入室に関すること 
 

保護者が労働等により昼間家庭にいない場合の小学

校に就学している児童などで、障害のある児童（以下、

「障害児」と称する。）に対して、放課後の生活を通して

様々な児童と活動をともにすることにより、障害児の健

全育成を図るよう努める。 

 

（１）障害児の受入れの進め方について 

ア 対象児童 

受入れの対象となる障害児は以下の要件を満たす

ものとする。 

①障害者手帳、療育手帳を所持している児童又は専門

機関において障害と判定された児童 

②他の児童と同様に放課後児童クラブの入所要件を

満たしている児童 

③事業実施主体（市町村、事業者）が入室を認めた児

童 

イ 入室判定 

①入室判定の趣旨 

障害児本人の障害の程度や種類、放課後児童クラブ

側の条件によっては、当該障害児の障害に配慮した指

導を行うことが困難な場合が考えられる。そのため、

入室について慎重な判断が必要とされることから、極

力、障害児及びその保護者の立場に立ち、入室判定を

行うこと。 

②児童の入室を判定するため、入室判定会議を開催す

ること。 

③入室判定は、次により行う。 

１）児童確認書類 

支援に当たる上で、保護者と連携しながら行うこ

とが必要であり、児童の障害や家庭での状況など、

必要な状況を把握すること。（障害のない子どもの

調査票に準じて作成） 

・生活状況調査票（学校での状況も含む） 

・障害に関する状況調査票 

・その他必要とする申し出書 

２）面接 

市町村担当課及び支援員は、入室希望の児童及び

保護者と面接を行い、上記調査票の内容やその他の

注意点などを確認又は情報交換すること。 

３）入室判定会議 

市町村担当課、事業者は、入室の判定を行うため

の会議を開く。（入室判定会議の構成員の例）事業実

施責任者、支援員、当該児童の担任等の教員、障害

に関する有識者など 

４）判定会議の結果 

入室に対する判定結果は、保護者あて通知するも

のとする。特に入室を承諾しない場合については、

その理由を付して行うものとする。 

 

（２）支援員の増員について 

障害の児童を保育する場合には、障害の内容や児童の

体格などの条件により、障害児を受け入れるために必要

な専門知識等を有する支援員の配置人数を考慮して行

うよう努めること。 

 

（３）施設の改修について 

施設の新設や改修に当たっては、障害のある児童の受

入を前提にした配慮が必要であり、バリアフリー構造と

なるよう埼玉県福祉のまちづくり条例・同施行規則に準

じること。また、実際の入室に伴って生じる補完的な補

修も生じると考えられるので、その都度適宜対応するよ

う努めること。 

 

（４）関係機関との連携について 

児童の生活経過や日常の対応に関与している機関な

どとは、児童の日常保育を実施するためには連携をする

必要がある。保護者と連携先などを協議し、必要がある

場合には、関係機関に相談や情報提供を行うこと。 

（関係機関の例） 

・市町村 小学校担当教諭、障害児童福祉担当課、保健

センター、就学前に通所していた保育所や通

園施設、病院 

・県   保健所、児童相談所、特別支援学校 

・その他 放課後等デイサービス事業所、障害者通所・

入所施設など障害に関する業務を行ってい

る施設 
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（趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 34 条の８の２第１項の規定に基づき、放課後児童健全

育成事業の設備及び運営に関する基準（以下「最低基準」という。）を定めるものとする。 

 

（最低基準の目的） 

第２条 最低基準は、利用者が、明るくて、衛生的な環境において、素養があり、かつ、適切な訓練を受けた職員の支

援により、心身ともに健やかに育成されることを保障するものとする。 

 

（最低基準の向上） 

第３条 市長は、上尾市子ども・子育て会議の意見を聴き、その監督に属する放課後児童健全育成事業を行う者（以下

「放課後児童健全育成事業者」という。）に対し、最低基準を超えて、その設備及び運営を向上させるように勧告する

ことができる。 

２ 市は、最低基準を常に向上させるように努めるものとする。 

 

（最低基準と放課後児童健全育成事業者） 

第４条 放課後児童健全育成事業者は、最低基準を超えて、常に、その設備及び運営を向上させなければならない。 

２ 最低基準を超えて、設備を有し、又は運営をしている放課後児童健全育成事業者においては、最低基準を理由とし

て、その設備又は運営を低下させてはならない。 

 

（放課後児童健全育成事業の一般原則） 

第５条 放課後児童健全育成事業における支援は、小学校に就学している児童であって、その保護者が労働等により昼

間家庭にいないものにつき、家庭、地域等との連携の下、発達段階に応じた主体的な遊びや生活が可能となるよう、

当該児童の自主性、社会性及び創造性の向上、基本的な生活習慣の確立等を図り、もって当該児童の健全な育成を図

ることを目的として行われなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の人権に十分配慮するとともに、一人一人の人格を尊重して、その運営をし

なければならない。 

３ 放課後児童健全育成事業者は、地域社会との交流及び連携を図り、児童の保護者及び地域社会に対し、当該放課後

児童健全育成事業者が行う放課後児童健全育成事業の運営の内容を適切に説明するよう努めなければならない。 

４ 放課後児童健全育成事業者は、その運営の内容について、自ら評価を行い、その結果を公表するよう努めなければ

ならない。 

５ 放課後児童健全育成事業を行う場所（以下「放課後児童健全育成事業所」という。）の構造設備は、採光、換気等利

用者の保健衛生及び利用者に対する危害防止に十分な考慮を払って設けられなければならない。 

 

（放課後児童健全育成事業者と非常災害対策） 

第６条 放課後児童健全育成事業者は、軽便消火器等の消火用具、非常口その他非常災害に必要な設備を設けるととも

に、非常災害に対する具体的計画を立て、これに対する不断の注意と訓練をするように努めなければならない。 

２ 前項の訓練のうち、避難及び消火に対する訓練は、定期的にこれを行わなければならない。 

 

（放課後児童健全育成事業者の職員の一般的要件） 

第７条 放課後児童健全育成事業において利用者の支援に従事する職員は、健全な心身を有し、豊かな人間性と倫理観

を備え、児童福祉事業に熱意のある者であって、できる限り児童福祉事業の理論及び実際について訓練を受けた者で

なければならない。 

 

（放課後児童健全育成事業者の職員の知識及び技能の向上等） 

第８条 放課後児童健全育成事業者の職員は、常に自己研鑽に励み、児童の健全な育成を図るために必要な知識及び技

能の修得、維持及び向上に努めなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、その資質の向上のための研修の機会を確保しなければならない。 

 

（設備の基準） 

第９条 放課後児童健全育成事業所には、遊び及び生活の場としての機能並びに静養するための機能を備えた区画（以

下この条において「専用区画」という。）を設けるほか、支援の提供に必要な設備、備品等を備えなければならない。 

２ 専用区画の面積は、児童１人につきおおむね 1.65 平方メートル以上でなければならない。 

３ 専用区画及び第１項に規定する設備、備品等（次項において「専用区画等」という。）は、放課後児童健全育成事業

 
上尾市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例 

2020 年 4 日 1 日施行 上尾市 
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所を開所している時間帯を通じて専ら当該放課後児童健全育成事業の用に供するものでなければならない。ただし、

利用者の支援に支障がない場合は、この限りでない。 

４ 専用区画等は、衛生及び安全が確保されたものでなければならない。 

 

（職員） 

第 10 条 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所ごとに、放課後児童支援員を置かなければならな

い。 

２ 放課後児童支援員の数は、支援の単位ごとに２人以上とする。ただし、その１人を除き、補助員（放課後児童支援

員が行う支援について放課後児童支援員を補助する者をいう。第５項において同じ。）をもってこれに代えることがで

きる。 

３ 放課後児童支援員は、次の各号のいずれかに該当する者であって、都道府県知事若しくは地方自治法（昭和 22 年法

律第 67 号）第 252 条の 19 第１項の指定都市の長が行う研修を修了したもの又は本市において次の各号のいずれかに

該当する者として放課後児童健全育成事業に従事した日から起算して 24 月（月の初日から末日までの期間の全日数

にわたって従事しない月があるときは、24 月にその月数を加えた月数）を経過する日までの間に当該研修の修了を予

定しているものでなければならない。 

(１) 保育士の資格を有する者 

(２) 社会福祉士の資格を有する者 

(３) 学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）の規定による高等学校（旧中等学校令（昭和 18 年勅令第 36 号）による中

等学校を含む。）若しくは中等教育学校を卒業した者、同法第 90 条第２項の規定により大学への入学を認められた者

若しくは通常の課程による 12 年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程によりこれに相当する学校教育を

修了した者を含む。）又は文部科学大臣がこれと同等以上の資格を有すると認定した者（第９号において「高等学校卒

業者等」という。）であって、２年以上児童福祉事業に従事したもの 

(４) 教育職員免許法（昭和 24 年法律第 147 号）第４条に規定する免許状を有する者 

(５) 学校教育法の規定による大学（旧大学令（大正７年勅令第 388 号）による大学を含む。）において、社会福祉学、

心理学、教育学、社会学、芸術学若しくは体育学を専修する学科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者（当

該学科又は当該課程を修めて同法の規定による専門職大学の前期課程を修了した者を含む。） 

(６) 学校教育法の規定による大学において、社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術学若しくは体育学を専修す

る学科又はこれらに相当する課程において優秀な成績で単位を修得したことにより、同法第 102 条第２項の規定によ

り大学院への入学が認められた者 

(７) 学校教育法の規定による大学院において、社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術学若しくは体育学を専攻

する研究科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者 

(８) 外国の大学において、社会福祉学、心理学、教育学、社会学、芸術学若しくは体育学を専修する学科又はこれら

に相当する課程を修めて卒業した者 

(９) 高等学校卒業者等であり、かつ、２年以上放課後児童健全育成事業に類似する事業に従事した者であって、市長

が適当と認めたもの 

(10) ５年以上放課後児童健全育成事業に従事した者であって、市長が適当と認めたもの 

４ 第２項の支援の単位は、放課後児童健全育成事業における支援であって、その提供が同時に一又は複数の利用者に

対して一体的に行われるものをいい、一の支援の単位を構成する児童の数は、おおむね 40 人以下とする。 

５ 放課後児童支援員及び補助員は、支援の単位ごとに専ら当該支援の提供に当たる者でなければならない。ただし、

利用者が 20 人未満の放課後児童健全育成事業所であって、放課後児童支援員のうち１人を除いた者又は補助員が同

一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事している場合その他の利用者の支援に支障がない場合は、この限り

でない。 

 

（利用者を平等に取り扱う原則） 

第 11 条 放課後児童健全育成事業者は、利用者の国籍、信条又は社会的身分によって、差別的取扱いをしてはならな

い。 

 

（虐待等の禁止） 

第 12 条 放課後児童健全育成事業者の職員は、利用者に対し、法第 33 条の 10 各号に掲げる行為その他当該利用者の

心身に有害な影響を与える行為をしてはならない。 

 

（衛生管理等） 

第 13 条 放課後児童健全育成事業者は、利用者の使用する設備、食器等又は飲用に供する水について、衛生的な管理に

努め、又は衛生上必要な措置を講じなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所において感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しない

ように必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

３ 放課後児童健全育成事業所には、必要な医薬品その他の医療品を備えるとともに、それらの管理を適正に行わなけ
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ればならない。 

 

（運営規程） 

第 14 条 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事

項に関する運営規程を定めておかなければならない。 

(１) 事業の目的及び運営の方針 

(２) 職員の職種、員数及び職務の内容 

(３) 開所している日及び時間 

(４) 支援の内容及び当該支援の提供につき利用者の保護者が支払うべき額 

(５) 利用定員 

(６) 通常の事業の実施地域 

(７) 事業の利用に当たっての留意事項 

(８) 緊急時等における対応方法 

(９) 非常災害対策 

(10) 虐待の防止のための措置に関する事項 

(11) その他事業の運営に関する重要事項 

 

（放課後児童健全育成事業者が備える帳簿） 

第 15 条 放課後児童健全育成事業者は、職員、財産、収支及び利用者の処遇の状況を明らかにする帳簿を整備しておか

なければならない。 

 

（秘密保持等） 

第 16 条 放課後児童健全育成事業者の職員は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を

漏らしてはならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の

秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。 

 

（苦情への対応） 

第 17 条 放課後児童健全育成事業者は、その行った支援に関する利用者又はその保護者等からの苦情に迅速かつ適切

に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、その行った支援に関し、市から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に

従って必要な改善を行わなければならない。 

３ 放課後児童健全育成事業者は、社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）第 83 条に規定する運営適正化委員会が行う

同法第 85 条第１項の規定による調査にできる限り協力しなければならない。 

 

（開所時間及び日数） 

第 18 条 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所を開所する時間について、次の各号に掲げる区分

に応じ、当該各号に定める時間以上を原則として、児童の保護者の労働時間、小学校の授業の終了の時刻その他の状

況等を考慮して、当該放課後児童健全育成事業所ごとに定める。 

(１) 小学校の授業の休業日に行う放課後児童健全育成事業 １日につき９時間 

(２) 小学校の授業の休業日以外の日に行う放課後児童健全育成事業 小学校の授業の終了時刻から午後６時 30 分ま

での時間 

２ 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所を開所する日数について、１年につき 250 日以上を原則

として、児童の保護者の就労日数、小学校の授業の休業日その他の状況等を考慮して、当該放課後児童健全育成事業

所ごとに定める。 

 

（保護者との連絡） 

第 19 条 放課後児童健全育成事業者は、常に利用者の保護者と密接な連絡をとり、当該利用者の健康及び行動を説明

するとともに、支援の内容等につき、その保護者の理解及び協力を得るよう努めなければならない。 

 

（関係機関との連携） 

第 20 条 放課後児童健全育成事業者は、市、児童福祉施設、利用者の通学する小学校等関係機関と密接に連携して利用

者の支援に当たらなければならない。 

 

（事故発生時の対応） 

第 21 条 放課後児童健全育成事業者は、利用者に対する支援の提供により事故が発生した場合は、速やかに、市、当該

利用者の保護者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなければならない。 
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２ 放課後児童健全育成事業者は、利用者に対する支援の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速

やかに行わなければならない。 

 

附 則 

 

（施行期日） 

第１条 この条例は、子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する

法律の一部を改正する 

法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成 24年法律第 67 号）の施行の日（平成 27 年４月１日）から施行

する。 

 

（経過措置） 

第２条 この条例の施行の際現に放課後児童健全育成事業が行われている場所に対しては、第９条第２項の規定は、当

分の間、適用しない。 

２ この条例の施行の日から令和２年３月 31 日までの間における第 10 条第３項の規定の適用については、同項中「修

了したもの」とあるのは、「修了したもの（令和２年３月 31日までに修了することを予定している者を含む。）」とす

る。 

３ この条例の施行の際現に放課後児童健全育成事業が行われている場所における支援に対する第 10 条第４項の規定

の適用については、同項中「40 人」とあるのは、当分の間、「70 人」とする。 

 

附 則（平成 28 年条例第 36号） 

この条例は、平成 28 年７月１日から施行する。 

附 則（平成 30 年６月 29 日条例第 34 号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 31 年３月 29 日条例第８号） 

この条例は、平成 31 年４月１日から施行する。 

附 則（令和元年６月 28 日条例第８号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和２年３月 26 日条例第 14 号） 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。_ 

 

  



 

- 116 - 

 

 


